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序     文 

 

 

独立行政法人国際協力機構は、パキスタン・イスラム共和国のカラチ気象レーダー整備計画にかかる

協力準備調査を実施することを決定し、同調査を一般財団法人日本気象協会及び株式会社国際気象コン

サルタントから構成される共同企業体に委託しました。 

調査団は、平成 26 年 1 月から平成 26 年 6 月までパキスタン国の政府関係者と協議を行うとともに、

計画対象地域における現地踏査を実施し、帰国後の国内作業を経て、ここに本報告書完成の運びとなり

ました。 

この報告書が、本計画の推進に寄与するとともに、両国の友好親善の一層の発展に役立つことを願う

ものです。 

終わりに、調査にご協力とご支援をいただいた関係各位に対し、心より感謝申し上げます。 
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要約-1 

要     約 

 

世界有数の自然災害多発国であるパキスタン国（以下「パ」国）は、北部に 8,000 メートル級の高

い山々がそびえ、インダス川が国土の中央を縦断していることから、一度大雨が降ると、洪水や鉄砲

水、地滑り等の災害が発生しやすい。また、アラビア海に面している南部沿岸部は、数年に一度の割

合でサイクロンが襲来し、暴風や高潮等による被害を受ける。これらの気象災害は、「パ」国民の尊

い命や財産を多数奪っており、社会経済発展の停滞を招いている。最近では、2010 年にインダス川大

洪水（死者・行方不明者 1,985 人、被災者 2,000 万人超）、2011 年に南部シンド州を中心とした洪水

（死者・行方不明者 500 人超、被災者約 500 万人）が発生し、いずれも近年稀にみる甚大な規模であ

った。南部ではインダス川大洪水の被害から復興するさなかの2011年に新たな洪水が発生したため、

被害が広がり、農業や畜産業等は壊滅的な打撃を受けた。 

「パ」国政府は、自然災害に対する防災体制強化に向けて、国家防災管理令の公布、防災行政の中

心となる国家防災管理庁（National Disaster Management Authority）の設置や、我が国の支援によ

る「国家防災管理計画」の策定等、国を挙げた取り組みを行っている。「国家防災管理計画」では、

適正な予警報システムの構築・維持を目的とした「マルチハザード早期予警報計画」が策定されてい

る。その計画実施のためには、防災行政を行う人材の育成及び住民への防災知識の普及啓発、洪水制

御施設の整備等に加え、災害管理体制の中核に位置し、洪水・サイクロン等の観測及び予警報を担っ

ている PMD の観測・予報能力の向上がキーポイントとなる。 

現在、「パ」国には、我が国の無償資金協力により整備された 4 基の気象レーダーシステム（イス

ラマバード、カラチ、デラ・イスマイル・カーン及びラヒムヤル・カーン）がある。ネットワーク化

されたこれらの気象レーダーシステムは、「パ」国全土の約 80％、且つ全人口の 90％以上が居住する

地域の雨量観測を可能とし、PMD の観測・予報能力の向上に寄与している。このうち、今回「パ」国

政府により更新の要請があったカラチ気象レーダーシステムは、1991 年に整備され、「パ」国南部に

おける降水現象や、アラビア海及びベンガル湾で発生するサイクロンの早期観測に貢献してきた。し

かしながら、運用開始から既に 20 年以上が経過し老朽化が進んでおり、PMD のレーダー技術者によっ

て適切な維持管理が行われてきたものの、数年で稼働が停止する可能性が高くなっている。また多く

の部品がアナログからデジタルに代わり、レーダーメーカー側による消耗品やスペアパーツの供給が

困難であるため、一度故障が発生すると、復旧は極めて難しい状況である。そのため、恒久的な対策

として、カラチ気象レーダーシステムの更新は喫緊の課題であるものの、施設建設及び機材調達・据

付け等に必要となる資金と技術の不足により「パ」国が独自に実施することが困難であることから、

「パ」国政府は、2012 年に「カラチ気象レーダー整備計画」実施のための無償資金協力を我が国政府

に要請した。 

これを受け、日本国政府は準備調査の実施を決定し、独立行政法人国際協力機構（Japan 
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International Cooperation Agency: JICA）は 2014 年 1 月 18 日から 2 月 14 日に「カラチ気象レー

ダー整備計画準備調査」を実施し、プロジェクトの実地調査、関連資料等をもとに、PMD の機材運用・

維持管理能力、最適機材配置計画等の様々な観点から、最適な機材内容、規模・数量を検討した。ま

た既設気象レーダー塔施設再利用の可否を判断するため、主要構造部の状況確認、施設の構造形態確

認、シュミットハンマー試験による圧縮強度試験（鉄筋コンクリート劣化診断）、水平変形角の検討

等の構造検討調査を実施した。結果として、本プロジェクトにおいて既設気象レーダー塔施設を改築

し利用することは、危険であることが確認された。 

これを基に JICA は、2014 年 5 月 24 日から 6月 12 日まで準備調査報告書（案）説明調査団を「パ」

国に派遣し、準備調査報告書（案）の説明及び協議を重ねた結果、本プロジェクトの目的や効果を鑑

み最終的に以下の項目が必要である旨が確認された。各項目について国内において解析を行った結果、

次の表に示したものが概略設計の対象項目となった。 

表 1  概略設計の対象となった機材及び施設の概要 

内容 
PMD本局イスラマ

バード国家気象

予報センター

PMD カラチ 
カラチ国際空港

気象事務所 

新ベナジル・ブッ

ト国際空港 

気象事務所 

PMDラホール洪水

予報部 

機材調達・据付 

S バンド固体化電力増幅式気象ドップ

ラーレーダーシステム（バックアップ

システム、耐雷設備、メンテナンス用

機器及びスペアパーツ等を含む） 

- 1 基 - -  

気象レーダーデータ表示システム 1 式 

2 式 
（PMD カラチ気象

レーダー塔施設及

び熱帯サイクロン

警報センター）

1式 
（イスラマバード

及びカラチレーダ

ープロダクト表示

用） 

1 式 
（カラチレーダー

プロダクト表示用） 

1 式 

施設建設 

気象レーダー塔施設建設 - 1 棟 - - - 

技術研修 業者契約に含まれる初期操作指導 

ソフトコンポーネント 

 

なお、本プロジェクトの工期は、約 37 ヶ月（実施設計：約 7ヶ月、建設工事：約 17 ヶ月、機材調

達及び据付工事：約 18 ヶ月）、概略事業費は 17.56 億円（日本国側 17.19 億円、「パ」国側 0.37 億円）

と見込まれる。 

近年「パ」国では、地球温暖化に伴う気候変動の影響が顕著となってきており、洪水等の気象災害

が多発している。これは、アラビア海の海水温の上昇が、モンスーンの活発化やサイクロンの発生頻

度・強度の増加を引き起こしていることが一因であると考えられる。今後も気候変動により、「パ」

国では異常気象が発生し、気象災害が増加することが予測されている。地球規模の気候変動が、中長

期的に自然災害の頻度及び規模を増大させる可能性があり、特に自然災害多発国である「パ」国への

影響は大きく現れると想定される。そのため恒久的な対策として既設カラチ Cバンド気象レーダーシ

ステムを固体化電力増幅式 S バンド気象ドップラーレーダーシステムに更新することにより、PMD の
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気象観測・気象予報・予警報発信能力を一層向上させ、自然災害による被害の軽減に寄与することを

本プロジェクトの目標とする。 

サイクロンや降水等の自然災害により人的、社会経済的に甚大な被害を被ってきた「パ」国の歴史

と、今後発生するであろう気象災害に対して、本プロジェクトは災害被害の軽減を通じて、広く人々

の生活向上及び社会経済全体に寄与するものである。また PMD の運用維持管理費が軽減できるよう、

本プロジェクトの機材・施設設計に当たり交換部品や消耗品を最小限とし、最も大きなウェイトを占

める電気代を極力抑える設計を採用するなどの技術的な対応を行った。以上の内容により、本プロジ

ェクトの効果や先方の組織能力等も総合的に検討した結果、本プロジェクトは妥当性が高く、有効性

も見込まれるため、実施する意義は極めて高い。 
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第１章 プロジェクトの背景・経緯 

 

１－１  当該セクターの現状と課題 

 

１－１－１ 現状と課題 

パキスタン国（以下「パ」国）は、洪水、土砂災害、サイクロン、干ばつ、地震等の様々な自然災

害に見舞われる災害多発国である。特に洪水は、インダス川が国土を縦断して流れていることもあり、

自然災害の中で最も発生頻度が高く、その被害が「パ」国全土に及ぶことも少なくない。最近は、2010

年、2011 年、2012 年と連続して大規模な洪水が発生し、「パ」国史上最悪の洪水となった 2010 年の

インダス川大洪水では、死者・行方不明者 1,985 人、被災者 2,000 万人超、総額 95 億ドルの被害が

発生した。またアラビア海に面している「パ」国南部には、サイクロンが 2～3 年に 1 個の割合で接

近／上陸し、暴風雨や高潮等の被害をもたらしている。これらの自然災害は、「パ」国民の尊い命や

財産を多数奪っており、社会経済発展の停滞を招いている。 

「パ」国の降雨のほとんどは、モンスーン

期（6 月～10 月）にもたらされるが、赤道を

またいで北上及び南下する熱帯収束帯（Inter 

Tropical Convergence Zone：ITCZ）と呼ばれ

る大規模な現象が関係している。ITCZ は平均

的にみると、図に示すように 1 月には南イン

ド洋まで南下するが（青）、5月から北インド

洋へと北上を始め、7月には最も北に位置してパキスタン上空にかかる（赤）。このため「パ」国では、

7～8月がモンスーン期の最盛期となり、ITCZ の積乱雲群が集中的な豪雨をもたらす。 

サイクロンは、ITCZ が海上の低緯度にある季節に ITCZ 上に発生し、「パ」国へ襲来するため、「パ」

国のサイクロンシーズンは 5、6月と 10、11 月となる。自然災害軽減のためには、これらの気象現象

を気象レーダーシステムでいち早く捉え、PMD の予報精度を向上させることが必要不可欠である。カ

ラチ気象レーダーシステムは、サイクロンをはじめとする「パ」国南部で発生する気象災害の軽減に

重要な役割を担っているが、老朽化による機能不全が続いている。数年で稼働が完全停止する可能性

があり、恒久的対策として同レーダーシステムの更新は喫緊の課題である。 

＜「パ」国南部の気象災害＞ 

「パ」国南部の気象災害は、主にモンスーン期の洪水及びサイクロンによる被害がある。モンスー

ン期の洪水は、北部で降った大雨がインダス川に流入して発生するパターンと、南部自体に降った大

雨が原因となるパターンがある。次の図は、洪水による死者数を州ごとに示したものである。2010

図 1  熱帯収束帯（ITCZ）の位置図 



 
1-2 

年の洪水は前者のパターンで発生したため、

被害は南部のみならず全国に及んだ。一方、

2011 年と 2012 年の洪水はいずれも後者が

原因で、被害は南部のシンド州及びバロー

チスターン州に集中した。2011 年と 2012

年に洪水をもたらした大雨は、以下の図に

示したように、ベンガル湾からインドを横

切って西進してくるモンスーン低気圧が大

きく起因している。モンスーン低気圧は、一般的にインド横断中に衰弱するが、アラビア海からの湿

った南風を受け勢力を回復して「パ」国まで西進を続ける。 

 

洪水の被害を軽減するためには、気象レーダーシステムにより広範囲の降水状況を連続的に把握す

ることが非常に重要である。我が国の無償資金援助で整備された4基の気象レーダーシステムのうち、

北部の降水に関しては、イスラマバード気象レーダーシステムとデラ・イスマイル・カーン気象レー

ダーシステムが、南部の降水に関しては、ラヒムヤル・カーン気象レーダーシステムとカラチ気象レ

ーダーシステムが、その役割を果たしている。 

サイクロンは、次の表に示すように、「パ」国への接近／上陸は 2000 年以降では 2～3 年に 1 個と

なっており、南部のシンド州及びバローチスターン州に甚大な被害をもたらす場合が多い。2007 年に

はサイクロン「Yemyin」により死者・行方不明者 242 人、被災者数 1,650,000 人、被害総額 16 億ド

ル以上の被害が発生した。同年のサイクロン「Gonu」（アラビア海で観測史上最も勢力が強い。最低

気圧:920hPa）では、「パ」国における人的被害はなかったものの、高潮により沿岸に停泊していた 200

隻以上の船舶が激しい損傷を被った。 

 

 

湿った南風 

8 月 30 日～9 月 5 日 

9 月 8 日～13 日 

 8 月 8 日～11 日 

図 3  2011 年のモンスーン低気圧の経路 

湿った南風 

9 月 5 日～7 日 

 9 月 3 日～10 日 

図 4  2012 年のモンスーン低気圧の経路 

図 2  州ごとの洪水による死者数（2010～2012 年）
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表 2  「パ」国に接近・上陸したサイクロンと被害状況  

年月 
サイクロン

名称 

死者・行方

不明者数 
被災者数 

被害総額

（US$百万）

被害の発生 

シンド州
バローチス

ターン州

2010 年 6 月 Phet 23 4,000 80 ○ ○ 

2007 年 6 月 Yemyin 242 1,650,000 1,620 ○ ○ 

2007 年 6 月 Gonu - - - ○ ○ 

2004 年 10 月 Onil 9 - - ○  

2001 年 5 月 1-A - - - ○  
参照：WHO Collaborating Centre for Research on the Epidemiology of Disasters (CRED) 

Emergency Events Database (EM-DAT)及び当 JV 所有データ

 

「パ」国に被害をもたらすサイクロンの多くはアラビア海で発生する。下図に示すように、多くの

サイクロンは最も海水温の高い南東側のインド付近で発生し、進路は北西～北寄りに進み「パ」国に

上陸するパターン（A）と、偏東風の影響で西進するパターン（B）がある。サイクロンは比較的ゆっ

くりした速度で進むため、発生から「パ」国上陸（サイクロンの中心が陸地にかかる）までは約 5日

（1990 年以降の平均）かかる。「パ」国側から要請されてい

るSバンド気象レーダーシステムの探知範囲は半径約450km

であることから、「パ」国に直接的なサイクロンの影響が出

始める約 60 時間前（2.5 日）よりサイクロン追尾が可能と

なる。Sバンドは、既存の Cバンドに比べ、大気や降雨の減

衰を受けることが少なく、広域にわたり定量的な雨量情報を

得られるため、サイクロンの監視に適している。 

また数は多くはないが、2007 年のサイクロン「Yemyin」

のように、ベンガル湾で発生し、インドを横断して「パ」国

に影響をもたらすサイクロンもある。「パ」国南岸のほぼ真

ん中に位置するカラチ気象レーダーシステムは、東、西、南から接近してくるいずれのサイクロンに

対しても有効である。 

 

＜地球温暖化に伴う気候変動の「パ」国への影響＞ 

「パ」国では地球温暖化に伴う気候変動の影響が顕著となってきており、洪水等の気象災害が多発

している。その背景には大雨頻度の増加とアラビア海におけるサイクロンの強大化があり、いずれも

アラビア海の海面水温の上昇が一つの要因となっていると考えられる。 

 

1) 大雨頻度の増加 

アラビア海の海面水温が通常より高くなると、モンスーン対流活動が活発となるため、発達した積

乱雲が形成されやすく、「パ」国に大雨をもたらすことがある。インダス川大洪水が発生した 2010 年

2007 Gonu 

2007 Yemyin 

2010 Phet 

2004 Onil 

2001 1-A 

Karachi 

6 月の海水温（°C） 

サイクロン発生地域 

進路 A 

進路 B 

約 5 日 

30° N 30° N

図 5  サイクロンの発生地域及び進路
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は、ラニーニャ現象が加わり、アラビア海の海水温が一段と高くなった。結果、活発化したモンスー

ンが「パ」国に記録的な大雨を降らせた。 

下図は、シンド州の 12 ヶ所の気象観測所で、1日 50mm 以上、100mm 以上、150mm 以上の雨が降った

回数を、1965 年から 5年毎に統計したものである（但し、2010～2011 年は 2年）。いずれの降水回数

も増加傾向であるが、特に 1 回の雨で洪水を引き起こしかねない 150mm/日以上の降水回数は、2005

年以降、大幅な増加を見せている。また 2010～2011 年は、わずか 2年で 2005～2009 年の 5年に匹敵

する数に迫っており、大雨の降る頻度が一段と顕著になってきていることが伺える。 

 

2) アラビア海におけるサイクロンの強大化 

アラビア海の南～南東部で発生するサイクロンは、通常は北上するにつれて勢力が衰えるが、海面

水温が高いと発達を続け、強大化することがある。 

右図は、1981 年以降のアラビア海で

発生したサイクロン数を階級別にまと

めたものである。1991～2000 年は 1981

～1990 年と比べ、「Severe Cyclonic 

Storm」と「Very Severe Cyclonic Storm」

の数が 3個から 8個に増えている。2001

～2010 年は、アラビア海で初めての

「Super Cyclonic Storm」（サイクロン

「Gonu」：2007 年）が発生した。 

近年、「パ」国に接近／上陸するサイクロンの数が増えており、今後地球温暖化が進めば、「Super 

Cyclonic Storm」級のサイクロンが「パ」国に襲来する可能性も否めない。カラチ気象レーダーシス

出典：Climate Change in Pakistan, Focused on Sindh Province by the PMD

図 6  シンド州における 50mm/日以上、100mm/日以上、150mm/日以上の降水回数の経年変化 

（1965 年以降の 5 年毎の統計、但し 2010～11 年は 2 年間） 

図 7  アラビア海のサイクロンの階級別発生数（1981～2010 年）
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テムによるサイクロン監視は、気候変動対策の観点からも必要不可欠である。 

 

１－１－２ 気象分野に対する我が国の協力 

20 年以上に渡り我が国は、「パ」国の気象災害による被害の軽減を目的として、1988 年より「パ」

国の気象分野に対して様々な協力を行っている。1990 年からは「気象レーダー網整備計画（フェーズ

Ⅰ事業）」（1991 年 3 月完成）が実施され、「パ」国北部の首都イスラマバード及び南部のカラチに気

象レーダーシステムが整備された。その後、降雨及び洪水の更なる予測精度向上のため、1998 年より

「第 2次気象観測網整備計画（フェーズⅡ事業）」（1999 年 3 月完成）が実施され、気象レーダー観測

範囲拡大のために、「パ」国中部のデラ・イスマイル・カーン及びラヒムヤル・カーンに気象レーダ

ーシステムが整備された。4基の気象レーダーシステムがネットワーク化された結果、「パ」国全土の

約 80％をカバーし、且つ全人口の約 90％以上が居住する地域の雨量監視が可能となり、防災に貢献

する気象レーダー観測網が構築された。2 次に渡る我が国の支援により、北部高山部とバローチスタ

ーン州の一部を除く全国の気象観測が可能となり、「パ」国の気象予報の精度は以前と比べて飛躍的

に向上した。また洪水多発地帯であるインダス川の全流域を気象レーダーシステムで常に監視するこ

とができ、量的な気象データを得ることも可能となった。これら 4基の気象レーダーシステムは現在

も辛うじて稼動を続け、「『パ』国の気象情報提供」の中核施設として依然大きな役割を果たしてい

る。しかしながら、イスラマバード及びカラチの気象レーダーシステムは設置から既に 20 年以上、

デラ・イスマイル・カーン及びラヒムヤル・カーンの気象レーダーシステムは設置から既に 10 年以

上の歳月が経過している。施設の老朽化に伴い頻発する不具合等が気象レーダー観測業務に支障をき

たすことから、PMD は現地で入手可能なスペアパーツの交換等を行うことで不具合に対応してきたが、

気象レーダーメーカー側によるスペアパーツ供給は年々困難になっている。不具合等への対策が不十

分な状況が続けば、気象レーダーシステムの観測機能が停止する事態も想定されることから、「パ」

国側は我が国に対し、専門技術者の派遣による既設機材状況、不具合箇所・スペアパーツ必要箇所の

詳細確認及び修理方法の検討、維持管理体制にかかる指導助言を行うフォローアップ調査を要請した。

これを受け、フォローアップ調査団が 2010 年 2 月より現地へ派遣された。調査の結果により、気象

観測機能が完全に停止するという最悪の事態を避けるための緊急措置として、フォローアップ協力完

了後の概ね 5年間は良好に稼働させる（イスラマバード及びカラチの両気象レーダーシステムは、老

朽化のため、あくまで期待値である）ことを目標に、2011 年にフォローアップが実施された。 
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１－１－３ 開発計画 

「パ」国政府は、2005 年に発生した北部大震災を契機とし、従来の事後対応中心の災害対策を根本

的に見直し、災害の予防・被害の軽減対応に軸を置いた防災体制強化に向けて、国家防災管理令の公

布、防災行政の中心となる国家防災管理庁（National Disaster Management Authority：NDMA）の設

置、我が国の支援による「国家防災管理計画」の策定（2013 年 2 月に国家承認）等、国を挙げて防災

への取り組みを行っている。「国家防災管理計画」では、各種自然災害に対して適切な予警報システ

ムを構築し維持することを目的とした「マルチハザード早期予警報計画」が策定されており、その実

施が大きな政策課題となっている。今回要請されている計画は、我が国の協力にて実施された「マル

チハザード早期予警報計画」にて早急に実施すべき計画として位置づけられたものである。 

 

１－１－４ 社会経済状況 

次の図は「パ」国における GDP 成長率である。GDP 成長率が下がる年は、前年に大規模な災害が起

きている。GDP 成長率が 1.6%と 2%を下回った 2008 年は、前年の 2007 年にサイクロン「Yemyin」が「パ」

国に襲来し、総額およそ 16 億ドルに上る被害をもたらした。2010 年には、「パ」国の災害史上最悪と

言われる大洪水及び土砂災害が発生し、翌年 2011 年の GDP 成長率は 2.9%まで下降した。これらのこ

とから、自然災害がもたらす被害は、「パ」国の経済発展を阻害する可能性があることが伺える。ま

た、2番目に人口が多く、農業生産が盛んなシンド州の GDP は、「パ」国の全 GDP の約 30%を占めるた

め、南部における洪水やサイクロン等の被害は「パ」国全体の経済発展に大きな負の影響を及ぼすと

考えられる。 
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１－２  無償資金協力の背景・経緯及び概要 

サイクロン等の監視等に重要な役目を果たしているカラチ気象レーダーシステムは、運用開始後 20

年以上が経過し、フォローアップが実施されたものの、一度大きな故障が発生した場合、完全に停止

する可能性がある。恒久的対策として同レーダーシステムの更新は喫緊の課題ではあるものの、施設

建設及び機材調達・据付け等に必要となる資金や技術の不足により、「パ」国が独自に実施すること

は困難である。そのため「パ」国政府は、2012 年に「カラチ気象レーダー整備計画」実施のための無

償資金協力を我が国政府に要請した。これを受け、日本国政府は準備調査の実施を決定し、独立行政

法人国際協力機構（Japan International Cooperation Agency：JICA）は 2014 年 1 月 18 日から 2月

14 日に「カラチ気象レーダー整備計画準備調査」を実施し、プロジェクトの実地調査、関連資料等を

もとに、PMD の機材運用・維持管理能力、最適機材配置計画等の様々な観点から、最適な機材内容、

規模・数量を検討した。また既設気象レーダー塔施設再利用の可否を判断するため、主要構造部の状

況確認、施設の構造形態確認、シュミットハンマー試験による圧縮強度試験（鉄筋コンクリート劣化

診断）、水平変形角の検討等の構造検討調査を実施した。その結果、本プロジェクトにおいて既設気

象レーダー塔施設を改築し利用することは、危険であることが確認された。 

これを基に JICA は、2014 年 5 月 24 日から 6月 12 日まで準備調査報告書（案）説明調査団を「パ」

国に派遣し、準備調査報告書（案）の説明及び協議を重ねた。その結果、本プロジェクトの目的や効

果を鑑み、最終的に以下の項目が必要である旨が確認された。各項目について国内にて解析を行い、

次の表に示したものが概略設計の対象項目となった。 

表 3  概略設計の対象となった機材及び施設の概要 

内容 
PMD本局イスラマ

バード国家気象

予報センター

PMD カラチ 
カラチ国際空港

気象事務所 

新ベナジル・ブッ

ト国際空港 

気象事務所 

PMDラホール洪水

予報部 

機材調達・据付 

S バンド固体化電力増幅式気象ドップ

ラーレーダーシステム（バックアップ

システム、耐雷設備、メンテナンス用

機器及びスペアパーツ等を含む） 

- 1 基 - -  

気象レーダーデータ表示システム 1 式 

2 式 
（PMD カラチ気象

レーダー塔施設及

び熱帯サイクロン

警報センター）

1式 
（イスラマバード

及びカラチレーダ

ープロダクト表示

用） 

1 式 
（カラチレーダー

プロダクト表示用） 

1 式 

施設建設 

気象レーダー塔施設建設 - 1 棟 - - - 

技術研修 業者契約に含まれる初期操作指導 

ソフトコンポーネント 
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１－３  我が国の援助動向 

           表 4  我が国の無償資金協力の実績（気象分野） （単位：億円）

実施年度 案件名 供与限度額 概要 

1990～1991 
気象レーダー網整備

計画 
8.05 

気象観測能力を向上させ、気象災害の軽減や航空交通

の安全確保のために、イスラマバード及びカラチに気

象レーダー塔の建設及び気象レーダーの機材を調達し

た。 

1998～1999 
第 2 次気象観測網整

備計画 
13.67 

デラ・イスマイル・カーン及びラヒムヤル・カーンに

気象レーダー塔の建設及び気象レーダー、イスラマバ

ード及びカラチには、画像合成処理装置、国際空港・

洪水予報センター等には、画像表示装置、レーダー画

像及び合成画像等を伝送・配信するための無線通信装

置等の機材を調達した。 

2005～2006 
ライヌラー河洪水

予警報システム整

備計画 
6.61 

ライヌラー川流域において、雨量観測局・水位観測局・

洪水警報局の整備に必要な施設建設及び関連機材を調

達した。 

 

表 5  我が国の技術協力・有償資金協力の実績（気象分野） 

協力内容 実施年度 案件名 概要 

開発調査 2002～2003 
ライヌラー川流域総合治水計

画調査 

イスラマバードおよびラワル・ピンディー市

街地およびその周辺地域における治水安全度

の向上と、沿川地域の生活環境改善を図るた

めのライヌラー川流域総合治水計画マスター

プランを策定し、最も経済的かつ効果的な手

法により、同河川および流域管理のための具

体的方策を提案することによって、地域住民

の福祉の向上に寄与するもの。 

技術協力プロジ

ェクト 
2007～2009 

ライヌラー川洪水危機管理強

化プロジェクト 

ライヌラー川流域において、洪水時に住民が

適切に避難できるような体制を構築すること

を目的とし、気象局及びレスキューの洪水警

報発出にかかる能力強化、地方防災関係機関

の啓発能力強化、防災関連機関の応急対応能

力の強化を図るもの。 

開発計画調査型

技術協力プロジ

ェクト 

2009～2012 
国家防災管理計画策定プロジ

ェクト 

国家レベルの防災対策の基本となる計画の策

定を行うとともに、実行支援のプロセスを通

じて、「パ」国内の防災行政機関の能力強化を

図り、自然災害による住民被害の軽減に資す

るもの。 

 

 

１－４  他ドナーの援助動向 

他ドナーによる「パ」国気象分野（PMD）に対する援助活動は、以下の通りである。本プロジェク

トと重複した援助計画はない。 
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表 6  他ドナーの援助動向 
援助機関 年 プロジェクト プロジェクト費用 援助内容 

中国 2011～2013 
パキスタン-中国地震観

測網整備計画 
約 161,391,000 ルピー

地震観測網整備のための地震観測

機材供与 

ノルウェー 2011～2013 パキスタン地震危険調査 約 30,270,000 ルピー パキスタンの地震危険調査の実施

フィンランド 2012 自動気象観測装置 約 135,998 ユーロ 10 台の自動気象観測装置供与 

イタリア 2012 シェアー03AWS 
イタリア政府より直接

機材を受領 

気候調査のための自動気象観測装

置（3 台）による高地観測データ

収集 

国連ユネスコ 2011 スタジオ設立計画 約 9,200,000 ルピー
気象情報番組作成のためのスタジ

オ機材供与 

米国国際開発庁 

（WMO を通じて） 
2012～2013 

地域フラッシュフラッド

ガイダンスシステム 
2,810,000 米ドル 

南アジア地域協力連合（SAARC）加

盟国に対するフラッシュフラッド

予報の配布 

国連ユネスコ 2013 

ギルギッド・バルチスタ

ン州小地域洪水警報シス

テムの構築 

50,000 米ドル 
ギルギッド・バルチスタン州にお

ける洪水予警報システムの構築 
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第２章 プロジェクトを取り巻く状況 

 

２－１  プロジェクトの実施体制 

 

２－１－１ 組織・人員 

「パ」国の気象業務を行う唯

一の政府機関であるパキスタ

ン 気 象 局 （ Pakistan 

Meteorological Department：

PMD）は、国防省を上部官庁と

して配置されていたが、2013 年

6 月より内閣府の航空部の下に

配置転換された。図 10 は PMD の組織構成を表した図である。長官の下に、特別中期気象予報センタ

ー（設置予定）、中央水資源監視＆早期警報センター、中央地震監視／津波警報センター、管理事務

所、洪水予報部、研究開発局が配置されており、更に地方別や予報対象項目別に細分されている。気

象予報業務を行う国家気象予報センター（National Weather Forecasting Center：NWFC、イスラマ

バード）は管理事務所の技術管理者の下に、熱帯サイクロン警報センターは中央地震監視センターの

下に置かれている（図 11）。PMD 全体の職員数は 2,564 名（2014 年 1 月現在）で、PMD 本局はイスラ

マバードにある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 9  内閣府 航空部組織構成 

ﾊﾟｷｽﾀﾝ気象局 : Pakistan Meteorological Department (PMD) 
ﾊﾟｷｽﾀﾝ国際航空 : Pakistan International Airlines (PIA) 
首都開発庁  : Capital Development Authority (CDA) 
ﾊﾟｷｽﾀﾝ航空局 : Pakistan Civil Aviation Authority (CAA) 
空港治安部隊 : Airport Security Force (ASF) 
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図 10  PMD 組織図 
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PMD は、NWFC を中枢として、全国をカラチ、ラホール、クエッタ、ペシャワールの 4つの気象管区

に分けて気象業務を行っているほか、ラホ

ー ル 洪 水 予 報 部 （ Flood Forecasting 

Division：FFD）、カラチ中央地震監視セン

ター（National Seismic Monitoring Centre）、

カラチ津波警報センター（Tsunami Warning 

Center）、国家気象通信センター（National 

Meteorological Communication Centre ：

NMCC）、カラチ熱帯サイクロン警報センター

（Tropical Cyclone Warning Centre：TCWC）

及び右図に示した 7 箇所の気象レーダー観

測所（イスラマバード、カラチ、デラ・イ

スマイル・カーン、ラヒムヤル・カーン、

ラホール、シアルコット、マングラ）を有

している。 

図 12  「パ」国の気象レーダー観測網 
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＜我が国の無償資金協力＞ 
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図 11  PMD カラチ組織図 
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＜PMD の気象予報業務＞ 

 PMD の予報業務体制 

気象に関する予報を発表しているのは、イスラマバードにあるNWFC及びカラチにあるTCWCである。

下表は両センターの気象予報官及び気象技術者の勤務体制である。24 時間体制で昼夜を問わず、予報

業務を行っており、「パ」国内の様々な気象現象を監視している。 

表 7  PMD イスラマバード本局国家気象予報センター（NWFC）のシフト体制 

シフト名 時間 勤務時間 
スタッフ数 

予報官 予報補佐官 観測員 データ入力官

日勤シフト 08:00～16:00 8 1 2 
2 2 

午前シフト 08:00～14:00 6 1 1 

午後シフト 14:00～20:00 6 2 - 1 1 

夜勤シフト 20:00～08:00 12 1 1 - 

緊急時（*） 気象現象の勢力による 
（*）危険な気象現象が発生した場合

出典：PMD

 

表 8  PMD カラチ熱帯サイクロン警報センター（TCWC）のシフト体制 

シフト名 時間 勤務時間
職員数 

管理予報官 予報担当官 観測官 

日勤シフト 08:00～20:00 12 - 1 3 

夜勤シフト 20:00～08:00 12 - 1 3 

日勤 1 08:00～13:00 5 1 - - 

日勤 2 08:00～16:00 8 1 - - 

緊急時（*） 気象現象の勢力による 
（*）危険な気象現象やサイクロンが発生した場合

出典：PMD

表 9  PMD カラチ熱帯サイクロン警報センター（TCWC）のシフトスケジュール 

シフト 
夜勤 日勤 夜勤 

休み 休み 
00:00～08:00 08:00～20:00 20:00～24:00 

1 D A E C B 

2 E B A D C 

3 A C B E D 

4 B D C A E 

5 C E D B A 

グループ A、B、C、D 及び E（1 グループ＝予報担当官：1＋観測官：3）

表 10  緊急時の PMD カラチ熱帯サイクロン警報センター（TCWC）職員の移行 
 通常   緊急時（*） 

熱帯サイクロン警報センター 20 
  

64 
 

気象中央解析センター 44 
  

   

（*）危険な気象現象やサイクロンが発生した場合

 

 PMD 国家予報センターの気象情報 

PMD が発表する天気予報、特別気象サービス及び警報／注意報、サイクロン情報の概要を以下の各

表にまとめた。 
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表 11  PMD が発表する天気予報 

予報の種類 予報対象期間 内容 予報対象地域 
発表時間 

（現地時間）

一般天気予報 
24 時間及び 

48 時間 

24時間及び48時間先までの全国

天気予報、24 時間先までの都市

別天気予報、警報（発表時）

全国及び 

42 都市 
10:00、19:00

天気概況 24 時間 現在天気概況及び天気予報 6 州 13:00 

都市別予報 4 日間 天気マークのみ 66 都市 19:00 

週間天気予報 7 日間 気圧配置及び週間天気予報 6 州 月曜日（午前）

霧予報 6 時間 6 時間先までの霧予報 

8幹線道路／高

速道路内の 15

区間 

08:00 

夏季のモンスーン予報
3ヶ月間 

（7月～9月） 

モンスーン活動、予想総降水量

（平年差：%で表示） 
全国 

モンスーン開

始前（6月末）

冬季予報 
3 ヶ月間 

（12 月～2月）
予想総降水量（平年差：%で表示） 全国 12 月初旬 

出典：PMD

現地時間（PST）＝UTC＋5

 
表 12  PMD が提供している特別気象サービス 

サービスの種類 内容 主な提供先 

航空気象予報及び 

注警報サービス 

航空天気図、気象衛星画像、METAR、TAFs、都市別週

間天気予報、航空業務用天気概況 
民間航空会社、軍 

農業気象情報及び 

注警報サービス 

モンスーン注意報、週間予報、10 日間予報、1ヶ月

予報、干ばつの見通し 
農業関係者 

公共事業及び 

注警報サービス 
要請に応じて 

計画及び開発セクター、道

路・空港・発電所建設会社

軍事活動サービス 空軍基地及び指定地域の気象監視・予報・警報 軍 

海上気象予報及び 

警報サービス 
潮汐、波高、風速、沿岸予報、海水面温度 漁業関係者 

出典：PMD

 
表 13  PMD が発表する警報／注意報 

警報／注意報の種類 発表基準 発表回数（2011 年） 

厳重警戒情報 

↑ 

警報 

↑ 

注意報 

↑ 

報道発表 

翌日から7日間までに（場合により2週間まで）、

以下に記された気象現象が「パ」国に影響を及

ぼすと予想される場合、PMD は影響の度合いに応

じ、報道発表、注意報、警報、厳重警戒情報を

発表する。 

（大雨／大雪、雷雨、砂風、熱波／寒波、異常

乾燥、濃霧、サイクロン／発達した熱帯低気圧

／熱帯低気圧） 

厳重警戒情報：2 

警報：10 

注意報：4 

報道発表：41 

出典：PMD

 

 PMD カラチ熱帯サイクロン警報センター（TCWC）の気象情報 

表 14  PMD カラチ熱帯サイクロン警報センター（TCWC）が発表する天気予報 

予報の種類 予報期間 予報項目 予報地域 
発表時間 

（現地時間）

海上気象情報 24 時間 風向風速／天気／視程／海面の状態 
PMD 担当海域：

Met Area Ⅸ 
12:00 

予測 24 時間 天気／降水  13:00 

日間気象概況 24 時間 

• 気象現象概況 
• 気温（冬：最低気温、夏：最高気温） 
• 24 時間先までの天気予報（過去 24 時間の

降水量と地域を含む） 
全国 

 

17:00 
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週間天気予報 7 日間 

• 総観気象の主な特徴 
• 週間天気の要点（先週の天気概況を含む）

• アラビア海北部の週間天気予報 
 

毎週月曜日

13:00 

 

表 15  PMD カラチ熱帯サイクロン警報センター（TCWC）から発表されるサイクロン情報 
情報の種類 発表のタイミング 

サイクロン監視情報 サイクロンがアラビア海（北緯 10°以北）に発生もしくは進入した時 

サイクロン注意報 サイクロンが「パ」国沿岸部に影響を及ぼす可能性がある時 

サイクロン警報 
サイクロンが「パ」国沿岸部に影響を及ぼす可能性が非常に高い時 

3 時間／6時間／必要に応じて発表される 

 

 PMD カラチの海洋気象情報 

国際航海に従事する旅客船及び総トン数

300 トン以上の貨物船に、安定した遭難・非

常通信を確保するとともに、航行警報・気象

警報等などの海上安全情報を自動で伝達す

る情報通信システムである、世界海洋遭難安

全システム（Global Maritime Distress and 

Safety System：GMDSS）の世界的な枠組みに

おいて、TCWC は、右図に示した「Met Area Ⅸ」

の海域の海洋気象情報を提供する責務を有

している。そのため、世界標準時 07:00 に海

洋気象情報をオーストラリアのパースにあ

る衛星地球局に向けて配信し、国際海事衛星機構のインマルサット（International Maritime 

Satellite：INMARSAT）通信衛星経由で世界の船舶に対して情報が配信されている。 

 

 気象レーダー観測所の観測体制 

PMD 職員によるカラチ気象レーダー観測所の観測体制は以下の通りである。 

表 16  カラチ気象レーダー観測所の勤務体制 

 午前シフト 午後シフト 夜勤 1日の稼働職員数 観測所職員数

通常 
勤務時間 08:30～14:30 14:30～20:00 20:30～08:30

14 14 
勤務職員数 8 3 3 

モンスーン期 

（7～9月） 

勤務時間 08:30～14:30 14:30～20:00 20:30～08:30
14 14 

勤務職員数 8 3 3 

緊急時（*） 気象現象の勢力による 
（*）危険な気象現象やサイクロンが発生した場合

北緯 12 度 

東経 63 度 

PPAAKKIISSTTAANN  

KARACHI 

海岸線：1,050km 

PMD の担当海域

（Met Area IX） 

図 13  PMD カラチ TCWC の担当海域である Met Area Ⅸ 
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２－１－２ 財政・予算 

「パ」国の会計年度は、7月 1日から翌年 6月 30 日である。下表は、「パ」国の会計年度 2008 年度

から2014年度までのPMDの年間予算及びその内訳を

示している。年間予算は年々増加傾向にあり、主な

内訳は、人件費、交通費、研修費、公共料金、通信

費等である。プロジェクトが実施される場合には、

プロジェクト実施・開発費として PC-1 の承認により、

特別予算が割り当てられる仕組みになっている。 

 

 

表 18 PMD の年間予算内訳 （1,000 ルピー）

項目 
   会計年    

2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 

人件費（職員給与） 296,219 323,928 356,513 478,126 574,143 647,993 676,298

交通費、研修費、公共料金、通信費等 70,157 70,157 71,019 74,728 88,940 88,940 95,279

職員退職手当 1,500 1,500 1,500 1,500 1,100 1,100 7,470

政府補助金、助成金、貸付金 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 4,000

転勤費用 50 500 500 100 80 80 80

機材購入費等 15,720 11,000 11,000 13,264 11,449 11,449 10,508

工事関連費 2,550 2,000 2,000 1,998 250 250 250

機材・施設修理及び維持管理費 6,795 6,795 6,795 7,109 2,385 2,385 3,335

計 394,991 417,880 451,327 578,825 680,347 754,197 797,220

プロジェクト実施及び開発に必要となる特別予算（PC-1 の承認による） 

プロジェクト実施・開発費 641,127 363,165 165,136 110,654 62,616 53,500 54,054

 

 

２－１－３ 技術水準 

PMD イスラマバード技術職員の気象レーダー維持管理経験をみると、専門学校又は大学卒業より数

年～十数年程度の電気及び機械関連の作業経験を有している技術職員もおり、故障探求やその後の不

良部品の抽出、交換及び測定器を使用した調整など、幅広い技能を持っている。空中線装置関連の作

業に関しても、回転機構の注油、グリスアップ、サーボモータの交換又は応急的な機械部品の修理等

は実施可能であり、その習熟度は高い。また、ほとんどの技術者がコンピュータのハードウェア及び

ソフトウェアについての知識があり、取扱いについても熟知している。そのため、信号処理、画像処

理及びレーダー制御等をコンピュータに依存している昨今の気象レーダーへの技術的対応には問題

がないと思われる。 

カラチ気象レーダー観測所の技術者による気象レーダーの運用保守作業は毎日行われており、気象

レーダー導入時、日本のレーダーメーカーの技術者による現地研修（OJT）で得た要領に従い、レー

ダーの基本性能については観測時毎に、他の装置の稼動状態については毎月点検し、点検簿に記録し

表17  PMDの年間予算 
会計年 予算（1,000ルピー) 

2008 394,991 

2009 417,880 

2010 451,327 

2011 578,825 

2012 680,347 

2013 754,197 

2014 797,220 
※プロジェクト実施・開発費は、PC-1 の承認により配分されるプロジェクト

実施及び開発に必要となる特別予算であるため含んでいない 
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ている。なお殆どの故障修理は、各レーダー観測所の技術者により行われている。 

表 19  気象レーダーシステム点検簿の項目 

 毎日 毎週 毎月 半年毎 毎年 

定期

点検 

<電源設備> 

PDB、AVR、UPS の入出

力電源電圧電流 

 

<空中線装置> 

アラームの有無 

運用仰角値確認 

 

<送受信装置> 

アラームの有無 

ビデオレベル確認 

直流電源電圧確認 

 

<レーダー制御装置> 

GPS 時計の日時データ 

<空中線装置> 

運用仰角値 

回転音、動作状況 

 

<送受信装置> 

変調電圧 

変調電流 

マグネトロン電流 

送信時間 

 

<導波管加圧装置> 

圧力値 

加圧装置動作回数 

 

<空中線装置> 

スリップリング表面

及びブラシの確認 

 

<送受信装置> 

測定器による動作特

性の確認 

・送信電力 

・送信周波数 

・受信機特性 

 

<レドーム> 

外表面の確認 

 

 

<空中線装置> 

水平及び垂直停止精度 

 

<空中線装置> 

仰角ギヤーボックス

のオイル交換 

 

<システム点検> 

総合動作確認 

 

清掃 

<各装置> 

装置パネル及びキャ

ビネット表面の清掃 

<各装置> 

装置内部の清掃 

<空中線装置> 

スリップリング表面

及びブラシの清掃 

 

<送受信装置> 

高電圧部分の清掃 

<空中線装置> 

オイル漏れ確認及び清

掃 

駆動ギアのグリス清掃

及びグリス追加 

<各装置> 

エアフィルタ清掃 

 

 

カラチ気象レーダー塔施設に関しては、外壁塗装等の経年劣化が見られるものの、適宜建具・内装

等の修繕が行われている。また次表のように、PMD 職員により機材付帯設備機器の定期点検及び日常

的な清掃が実施されている。 

表 20  機材付帯設備機器の定期点検・清掃項目 

 毎日 毎週 毎月 毎年 

定期

点検 

<電気設備> 

発電機出力電源の電圧電流

値確認、分電盤の入出力電源

の電圧電流値確認 

 

<空調・換気設備> 

空調機・換気扇の動作確認 

 

<給排水設備> 

給水ポンプの動作確認 

<電気設備> 

発電機のバッテリ液・燃料・

エンジンオイルレベルの確

認 

 

<給排水設備> 

給水タンクの水漏れ有無の

確認 

<換気設備> 

シロッコファンの V ベルト

の損傷有無の確認 

 

<電気設備> 

発電機ファンベルトの損傷

有無の確認 

 

<電気設備> 

アラーム制御盤・火災報知

機の動作確認 

<電気設備（発電機）> 

エンジンオイル及びエアフ

ィルタの交換 

 

<空調設備> 

冷媒ガスの圧力確認 

清掃 

<施設> 

室内及びトイレの清掃 

<電気設備> 

照明機器・分電盤等の清掃

<空調設備> 

エアフィルタの清掃 

<給排水設備> 

給水タンク内清掃 

浄化槽の汚物汲取り 

 

上述のことから、我が国の無償資金協力で整備された機材及び施設は適切に管理されており、PMD

の技術力の高さと自助努力が見受けられる。 
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２－１－４ 既存施設及び機材 

＜カラチ既設気象レーダー塔施設＞ 

既設気象レーダー塔施設は、定期的に塗装等のメンテナンスが行われていることから、外観からは

建物の傷みが判りにくいが、20 年以上が経過しているため、徐々に全体的な劣化が進んでいる。 

以下にカラチ既設気象レーダー塔施設の現状の写真を添付した。 

写真  カラチ既設気象レーダー塔施設の現状 

 

カラチ既設気象レーダー塔施設全景 観測室 配管廻りからの漏水跡 

 

観測室 コンクリートブロック壁のクラック 屋上ベースリングの隙間 

レドーム室 ベースリング付近からの漏水跡 屋上 パラペット部分のコンクリートクラック 
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カラチ既設気象レーダー塔施設のコンクリート圧縮強度シュミットハンマー試験結果及び構造検

討結果を以下に添付した。 

表 21  カラチ既設気象レーダー塔施設のコンクリート圧縮強度シュミットハンマー試験結果 

測定 

箇所 

シュミット 

ハンマーテスト 棄却域及び採択域 
採択域の

平均(R)

カラチ既設気象レーダー塔施設のコン

クリート圧縮強度 
番号 反発度 平均

大梁 

1 36 

31.7

棄却域:平均値の+20％以上

=31.7×1.2=38.04 

採択域 

棄却域:平均値の-20％以下

=31.7×0.8=25.36 

36

32.8 

傾斜角による補正値 

-90°→32.8+3.1=35.9 

 

F=α×(13R-184)/9.8 

 

α=コンクリート材令補正

値、1,000 日以上：α=0.6 

17.3 N/mm2

2 26 26

3 30 30

4 37 37

5 36 36

6 21 21

7 23 23

8 37 37

9 34 34

10 28 28

11 36 36

12 28 28

13 38 38

14 35 35

15 36 36

16 36 36

17 30 30

18 28 28

19 33 33

20 26 26

通常の設計コンクリート強度：21N/mm2

建築工事標準仕様書 コンクリート打設時の品質管理強度：24N/mm2

 

表 22  カラチ既設気象レーダー塔施設の現状と構造検討結果 
目視確認調査 

柱 クラックは発生していない 

梁 クラックは発生していない 

床 クラックは発生していない 

壁 コンクリートブロック壁にクラックが発生している 

屋上屋根床 クラックは発生していない。漏水跡も見られない。 

鉄筋 鉄筋の露出はみられない 

構造検討方法 

既設施設上に追加の荷重 11 トン（大凡、新規に導入予定の電源バックアップシステムを含む気象レーダーシ

ステム及び気象レーダーデータ表示システムの合計に相当する荷重）を載せたものとして算出した 

既設気象レーダー塔施設を 3次元モデル化し、既設機材撤去後の許容積載荷重を算出した 

構造検討条件 

レーダー運用・維持管理時の積載荷重：3.0kN/m2（300kg/m2） 

風速：36m/s（強風時） 

地震係数：C0=0.1 重要度係数 1.25 を考慮し C0'=0.125 とした 

コンクリート強度：Fc=21N/mm2 鉄筋：SD295 

主要構造部 構造検討結果 判定 

柱：500mmx500mm 地震時に許容応力度を超える 危険 

梁：400mmx800mm 地震時に許容応力度を超える 危険 

地中梁：400mmx1840mm 地震に耐えうる 使用可 

床：厚さ 130mm 許容応力度を超える（荷重超過） 危険 

基礎スラブ 許容応力度を超える 危険 
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シュミットハンマーコンクリート強度試験結果 

床部分 現状のコンクリート強度：17.3N/mm2（通常の設計コンクリート強度：21N/mm2） 

総合判定 

既設施設上に追加の荷重 11 トンを載せた時点で危険な状態になることから、上部

に増築することは極めて危険である。そのため既設気象レーダー塔施設は、本プロ

ジェクトにおいて使用することはできない。気象レーダーシステム及び気象レーダ

ーデータ表示システムを据付けるには、新たな気象レーダー塔施設が必要である。

 

 

２－２  プロジェクトサイト及び周辺の状況 

 

２－２－１ 関連インフラの整備状況 

＜サイトの位置情報＞ 

各プロジェクトサイトの位置情報及びインフラ整備状況は以下の通りである。 

表 23  サイト位置情報 

サイト名 PMD イスラマバード本局 
PMDカラチ熱帯サイクロン

警報センター 
カラチ国際空港気象事務所 PMD ラホール洪水予報部

緯度 N 33º 41’02.1” N 24º 55’58.9” N 24º 54’1.7” N 31º 32’33.1” 

経度 E 73º 03’50.3” E 67º 08’32.8” E 67º 10’5.6” E 74º 19’29.5” 

標高 525m 39m 37m 163m 

 

＜PMD が利用しているインターネット回線＞ 

PMDが各プロジェクトサイトにおいて利用しているインターネット回線の状況は、以下の通りである。 

表 24  PMD が利用しているインターネット回線 
サイト名 PMD イスラマバード本局 

サービスプロバイダー NAYATEL World Call 

接続形態 光通信（共用回線） 光通信（専用回線） 

固定 IP アドレス ○ ○ 

契約速度 (bps) 1 M 
3 M 

（R&D） 

3 M 

（Forecasting & 

Seismic） 

3 M 
(Others) 

速度テスト結果* 

(bps) 

Download 0.98 M 2.97 M 3.67 M 0.28 M 

Upload 5.46 M 17.71 M 5.31 M 0.18 M 

 

サイト名 
PMDカラチ熱帯サイクロ

ン警報センター 

カラチ国際空港気象事務

所 
PMD ラホール洪水予報部 

サービスプロバイダー PTCL NTC PTCL NTC 

接続形態 無線通信（専用回線） DSL（共有回線） DSL（共用回線） DSL（専用回線） 

固定 IP アドレス ○ ○ × ○ 

契約速度 (bps) 2 M 512 K 最大 2 M 1 M 

速度テスト結果* 

(bps) 

Download 1.64 M 0.31 M 0.90 M 0.94 M 

Upload 1.62 M 0.20 M 0.40 M 0.43 M 

*速度テスト：インターネット接続速度テストのサイト”www.speedtest.com.pk”にて実施

新ベナジル・ブット国際空港（NBBIA)気象事務所は、空港が建設中であるため情報なし
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＜商用電源の安定度＞ 

PMD イスラマバード本局及びTCWC において、電源品質アナライザーにより連続データを記録し、商

用電源の安定度調査を実施した。結果として、24 時間運用を行うには、発電機、電圧制御装置等の電

源バックアップシステムの導入は不可欠であるといえる。 

表 25  商用電源安定度 （電源品質アナライザーによる） 
サイト名 PMD イスラマバード本局 PMD カラチ熱帯サイクロン警報センター 

商用電源(電圧：定格) 400V、50Hz、3 相 4線 400V、50Hz、3 相 4線 

電圧 

（定格 230V）* 

最大値 250.4 254.0 

最小値 215.0 185.1 

周波数（Hz） 
最大値 50.43 51.34 

最小値 48.60 48.60 

停電頻度 
冬季 3 回/日（1回の停電時間約 1時間） 3 回/日（1回の停電時間約 2時間） 

夏季 7 回/日（1回の停電時間約 1時間） 7 回/日（1回の停電時間約 1～2時間） 

*3 相電源を単相 220V x 3 系統に分割して計測

 

 

２－２－２ 自然条件 

1）気象条件調査 

「パ」国南部における主な降水

現象は、夏季にアラビア海からの

モンスーンやインド方面から進ん

でくるモンスーン低気圧、サイク

ロンによってもたらされる。右図

は、カラチ（シンド州）及びパス

ニ（バローチスターン州）の月別

平均降水量である。カラチの降水

量は、7月と8月が圧倒的に多い。

また、12 月～3 月頃（冬季）は、

西から接近する上層の気圧の谷の

影響を受けて、バローチスターン州を中心に降雨現象が発生する。 

以下に添付した表は、「パ」国南部における代表的な降水現象について、その発生時期と詳細（メ

カニズムや「パ」国南部に及ぼす影響等）を記したものである。 
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図 14  カラチ及びパスニにおける月別平均降水量（1981～2010 年）

出典：日本気象庁 HP
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表 26  「パ」国南部の代表的な降水現象カレンダー 

モンスーン低気圧 
1 月 2 月 3月 4 月 5月 6月 7月 8月 9 月 10 月 11 月 12 月 

            
標準パターン 
 

メカニズム： 

夏のモンスーン期において、モンスーン低気圧（熱帯低気

圧）は通常ベンガル湾の北緯 18 度以北で発生し、季節的

に発生する上層のチベット高気圧から吹き出す東風に流

されて西北西に移動し、インド中央部や北部を横断する。

モンスーン低気圧は一般的にはインド横断中に水蒸気の

補給を絶たれ衰弱するが、アラビア海からの水蒸気が新た

に補給された場合は、勢力を維持し「パ」国まで西進を続

ける。 

 

現象により観測された降水量： 

291mm/24 時間（Mithi（シンド州）、2011 年 8 月 11 日）

538mm/4 日間（Mithi（シンド州）、2011 年 9 月 7～10 日）

124mm/24 時間（カラチ、2007 年 8 月 10 日） 

標準パターン＋偏西風波動 
 

メカニズム： 

D1 型に加え、上空 500hPa 付近の偏西風波動が通常よりも

低緯度に南下した場合、「パ」国に接近したモンスーン低

気圧は再発達し、進路を急激に変えて北上する。このよう

な気象パターンは、Satluj、Ravi、Chenab、Jhelum の各

河川において最も深刻な洪水をもたらす（例：1992 年、

1997 年の洪水）。 

 

現象により観測された降水量： 

80mm/48 時間（Ormara（バローチスターン州）、2010 年 7

月 28～29 日） 

66mm/48 時間（カラチ、2010 年 7 月 27～28 日） 

 

予想される降水量（イスラマバード）： 

100-120mm/24 時間または 150mm/現象 

MTC: Mid-Tropospheric Cyclone（対流圏中層の熱帯低気圧）
 

メカニズム： 

モンスーン低気圧の多くはベンガル湾で発生するが、

Mid-Tropospheric Cyclone（以下 MTC）と呼ばれるモンス

ーン低気圧はインド北西部（Saurashtra-Kutch 周辺）及

びアラビア海北東部で発生する。発生当初は低気圧循環が

対流圏中層で見られ、地上付近には見られないが、時間の

経過と共に地上付近にも低気圧の循環が見られるように

なり、アラビア海から水蒸気が補給される。MTC は数日間、

ほぼ停滞して「パ」国南部（特にシンド州）に影響を与え

る。 

 

現象により観測された降水量： 

143mm/24 時間（カラチ、2009 年 7 月 19 日） 

86mm/24 時間（Hyderabad（シンド州）、2009 年 7 月 18

日） 

各降水現象発生時期 

各降水現象発生ピーク時期 
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切離低気圧 
1 月 2 月 3月 4 月 5月 6月 7月 8月 9 月 10 月 11 月 12 月 

            
切離低気圧＋アラビア海からの湿潤空気 メカニズム： 

冬季における「パ」国南部の降水のほとんどは、上層の偏

西風波動から低気圧が切離され、下層には十分な量の湿潤

空気がアラビア海から供給された場合は、より強い、広範

囲で持続性のある降水がもたらされる。切離低気圧の位置

により、降水の影響を受ける地域が変わる。切離低気圧は

順調に東に動かない性質があるため、一旦この気象パター

ンが発生すると、同じような状態が 2～3 日続く。 

 

現象により観測された降水量： 

225mm/48 時間（Ormara（バローチスターン州）、2006 年

12 月 3～4日） 

53mm/24 時間（Kalat（バローチスターン州）、2011 年 2

月 13 日） 

 

 

サイクロン 

1 月 2 月 3月 4 月 5月 6月 7月 8月 9 月 10 月 11 月 12 月 
            
 
 

メカニズム： 

プレモンスーン期とポストモンスーン期は、南アジアの海

洋域におけるサイクロンの季節である。「パ」国では、歴

史的に被害のあったサイクロンは、主に 6 月に記録されて

いる。ベンガル湾で発生したサイクロンのうち、インドを

横断した後にアラビア海で再発達し、「パ」国に上陸する

ものもある（例：2007 年サイクロン Yemyin）。 

 

近年被害をもたらしたサイクロン： 

 サイクロン Phet（2010 年 6 月） 

194mm/48 時間（Jiwani（バローチスターン州）、2010 年

6 月 5～6日) 

97mm/48 時間（カラチ、2010 年 6 月 6～7日） 

 サイクロン Yemyin（2007 年 6 月） 

276mm/48 時間（Ormara（バローチスターン州）、2007 年

6 月 26～27 日) 

 

 

2）自然条件調査 

自然条件調査として、気象レーダー塔施設を建設予定である PMD カラチ熱帯サイクロン警報センタ

ー（カラチ気象レーダー観測所）において、下表に列記した陸上地形測量及び地質調査を「パ」国の

現地業者へ再委託して実施した。 
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＜陸上地形測量＞ 

 

＜地質調査＞ 

 

＜地質調査結果＞ 

表 29  カラチ気象レーダー塔施設建設候補地のボーリング調査結果一覧 
ボーリング No. 深度（m） 土質 N 値 R.Q.D 値（%） 

BH-1 

0.00-0.75 シルト質砂 - - 

0.75-4.50 礫岩 >50 - 

4.50-7.50 シルト質粘土 >50 38 

7.50-21.00 石灰岩 >50 86 

21.00-22.50 砂質泥板岩 >50 62 

22.50-24.00 石灰岩 >50 40 

24.00-33.00 砂質泥板岩 >50 48 

33.00-40.00 シルト岩 >50 - 

BH-2 

0.00-0.75 シルト質砂 - - 

0.75-6.00 礫岩 >50 - 

6.00-9.00 シルト質粘土 >50 35 

9.00-13.50 石灰岩 >50 41 

13.50-14.50 砂質泥板岩 >50 8 

14.50-18.00 石灰岩 >50 29 

18.00-19.50 砂質泥板岩 >50 16 

19.50-25.50 石灰岩 >50 40 

25.50-35.00 砂質泥板岩 >50 26 

35.00-40.00 シルト岩 >50 - 

BH-3 

0.00-0.75 シルト質砂 - - 

0.75-4.50 礫岩 >50 - 

4.50-8.25 シルト質粘土 >50 30 

8.25-13.50 石灰岩 >50 21 

13.50-16.50 シルト質粘土 >50 18 

16.50-24.00 石灰岩 >50 53 

24.00-35.00 砂質泥板岩 >50 27 

35.00-40.00 シルト岩 >50 - 

表 27  陸上地形測量 

調査内容 

 既設施設、前面道路歩道、排水溝等を含む 

 磁北測量 

 敷地面積算出 

 地形平面測量（0.5m コンタ）：電線、水道設備、電話線、前面道路、歩道、既設建物及び塀、

敷地内 4m 以上の樹木、道路外灯、マンホール、排水溝等の位置も測量する 

 縦横断測量：10m コンタ、前面道路と歩道のレベルも測量する、水準点を新設する 

成果品 

 地形平面図 

 縦横断面図 

 AutoCAD データにて受領 

表 28  地質調査 

ボーリング調査 

（オールコア） 

本数：3本 

深さ：40m、支持層を確認後 5m まで（指定の深さまでで支持層を確認できない場

合でも確認できるまで継続） 

サンプル採取 

 3 サンプル（ホール毎に） 

 攪乱サンプル及び不攪乱サンプルの採取   

 ASTM または JGS に準拠 

標準貫入試験 1m 毎 

土質ラボ試験 
 物理試験（粒度分布、比重、含水比、液性限界、塑性限界） 

 一軸圧縮試験及び圧密試験 

成果品 報告書：圧密係数及び地耐力の算定 



 
 

2-15 

 

２－２－３ 環境社会配慮 

＜環境影響評価（EIA）＞ 

本プロジェクト実施にあたり、環境影響評価（Environmental Impact Assessment：EIA）は不要で

ある旨、PMD がシンド州環境保護庁（Environmental Protection Agency (EPA)、Sindh Province）よ

り確認を取っている。 

 

 

２－３  その他 

PC-1 フォ－ムは計画の根源であり、ま

た要請の全てが集約されることから、PC-1

の承認は、プロジェクトの実施に不可欠な

ものである。本プロジェクトの場合、承認

された PC-1 フォ－ム内に記載されている

予算額と本プロジェクトの援助額、計画機

材項目と本プロジェクトの対象となった

機材項目が異なることから、PC-1 フォ－

ムの再承認が必要となる。また本プロジェ

クトの全体コストが 10 億パキスタンルピ

ーを超えていることから、国家経済評議会

執行委員会（ECNEC）の承認が必要となる。 

PC フォ－ムには、次の表に示した 5 つ

のフォ－ムがあり、PMD は、PC-2 を除く全

てのフォームを作成して、計画委員会（Planning Committee）へ提出する必要がある。本プロジェク

トの持続性を確保するため、プロジェクト完了後に必要となる運用維持管理費、人員の雇用・配置等

が「パ」国政府により担保されるには、PC-4 フォ－ムの承認が不可欠となる。そのため、プロジェク

ト完了直前に PMD に対して PC-4 フォ－ム作成支援を実施する必要がある。 

表 30  PC フォ－ムの種類と目的 

 PC フォ－ムの種類 PC フォ－ムの目的 

PC-1 プロジェクト詳細の承認 

プロジェクト実施のための各詳細内容（プロジェクトコ

ンポーネント、初度経費、運用維持管理費、人員確保、

プロジェクトコスト、プロジェクト実施体制等）の承認

を得るためのフォ－ム 

PC-2 プロジェクトの実施可能性調査の承認 プロジェクトの実施可能性調査内容の承認を得るための

図 15  PC-1 フォームの承認

 

Executive Committee for 

National Economic 

Council：ECNEC 

国家経済評議会執行委員会

（承認） 

Central Development 

Working Party：CDWP

中央開発部会（承認）

PMD 

パキスタン気象局 

 (修正 PC-1 の作成) 

Cabinet Secretariat 

（Aviation Division）

内閣府（PC-1 の提出）

Planning Committee

計画委員会 

(承認推薦) 

プロジェクトコスト：10 億ルピー以下

プロジェクトコスト：10 億ルピーを超えるもの 
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フォ－ム 

PC-3 プロジェクトの実施月毎進捗報告書 
プロジェクト実施の月毎の進捗報告を行うためのフォ－

ム 

PC-4 プロジェクト完了後に関する承認 
プロジェクトの完了後に必要となる運用維持管理費、人

員の雇用・配置等に関する承認を得るためのフォ－ム 

PC-5 プロジェクト完了後 5年目の報告書 
プロジェクト完了後 5 年目の状況報告を行うためのフォ

－ム 
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第３章 プロジェクトの内容 

 

３－１  プロジェクトの概要 

 

世界有数の自然災害多発国である「パ」国は、北部に 8,000 メートル級の高い山々がそびえ、イン

ダス川が国土の中央を縦断していることから、一度大雨が降ると、洪水や鉄砲水、地滑り等の災害が

発生しやすい。また、アラビア海に面している南部沿岸部は、数年に一度の割合でサイクロンが襲来

し、暴風や高潮等による被害を受ける。これらの気象災害は、「パ」国民の尊い命や財産を多数奪っ

ており、社会経済発展の停滞を招いている。最近では、2010 年にインダス川大洪水（死者・行方不明

者 1,985 人、被災者 2,000 万人超）、2011 年に南部シンド州を中心とした洪水（死者・行方不明者 500

人超、被災者約 500 万人）が発生し、いずれも近年稀にみる甚大な規模であった。南部ではインダス

川大洪水の被害から復興するさなかの 2011 年に新たな洪水が発生したため、被害が広がり、農業や

畜産業等は壊滅的な打撃を受けた。 

「パ」国政府は、自然災害に対する防災体制強化に向けて、国家防災管理令の公布、防災行政の中

心となる国家防災管理庁（National Disaster Management Authority：NDMA）の設置、我が国の支援

による「国家防災管理計画」の策定等、国を挙げた取り組みを行っている。「国家防災管理計画」で

は、適正な予警報システムの構築・維持を目的とした「マルチハザード早期予警報計画」が策定され

ている。その計画実施のためには、防災行政を行う人材の育成及び住民への防災知識の普及啓発、洪

水制御施設の整備等に加え、災害管理体制の中核に位置し、洪水・サイクロン等の観測及び予警報を

担っている PMD の観測・予報能力の向上がキーポイントとなる。 

現在、「パ」国には、我が国の無償資金協力により整備された 4 基の気象レーダーシステム（イス

ラマバード、カラチ、デラ・イスマイル・カーン及びラヒムヤル・カーン）がある。ネットワーク化

されたこれらの気象レーダーシステムは、「パ」国全土の約 80％、且つ全人口の 90％以上が居住する

地域の雨量観測を可能とし、PMD の観測・予報能力の向上に寄与している。このうち、今回「パ」国

政府により更新の要請があったカラチ気象レーダーシステムは、1991 年に整備され、「パ」国南部に

おける降水現象や、アラビア海及びベンガル湾で発生するサイクロンの早期観測に貢献してきた。し

かしながら、運用開始から既に 20 年以上が経過し老朽化が進んでおり、PMD のレーダー技術者によっ

て適切な維持管理が行われてきたものの、数年で稼働が停止する可能性が高くなっている。また多く

の部品がアナログからデジタルに代わり、レーダーメーカー側による消耗品やスペアパーツの供給が

困難であるため、一度故障が発生すると、復旧は極めて難しい状況である。そのため、恒久的な対策

として、カラチ気象レーダーシステムの更新は喫緊の課題である。 

本プロジェクトにおいて、既設カラチ Cバンド気象レーダーシステムを、気象の急激な変化を把握
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できる固体化電力増幅式 S バンド気象ドップラーレーダーシステムに更新することにより、PMD の気

象観測・気象予報・予警報発信能力を一層向上させ、自然災害による被害の軽減に寄与することを本

プロジェクトの目標とする。 

 

 

３－２  協力対象事業の概略設計 

 

３－２－１ 設計方針 

 

（1） 基本方針 

 

a) 「パ」国南部の気象災害軽減に寄与することが可能となるシステム設計を行う。 

b) PMD が、気象情報を正確且つ迅速に伝達することで、「パ」国民の生命と財産を災害から保護

することに寄与し、社会経済活動の安定に貢献できるよう設計する。 

c) 災害を引き起こす気象現象を 24 時間体制でリアルタイムに監視することができるよう設計

する。 

d) 迅速な気象予警報及び気象情報の提供が可能となるよう設計する。 

e) サイクロンを含む、災害を引き起こす気象現象の監視能力を向上させることで、サイクロン

による人的・経済的損失の軽減を図ることが可能となるよう設計する。 

f) PMD の技術レベル、運用維持管理能力に適した事業内容、規模となるように設計する。 

 

＜機材の設計方針＞ 

本プロジェクトで新設するシステムの設計方針は以下の通りである。 

a) 「パ」国のサイクロン監視網の重要な役割を担うことが可能となるように計画する。 

b) 世界気象機関（World Meteorological Organization：WMO）の定める技術仕様に適合した設

計を行う。 

c) PMD の観測・予報業務と整合する計画とする。 

d) 気象予報精度のより一層の向上のため、降雨監視機能と、風の速度検出ができる機能をカラ

チ気象レーダーシステムに付帯させる計画とする。 

e) 観測範囲をより広域なものとして各高度の雨量分布を把握するため、複数仰角での気象レー

ダー観測を自動で連続的に行い、エコー強度データを 3 次元的に得ることができるように計

画を行う。 

f) カラチ気象レーダーシステムの観測データを15分毎にPMDイスラマバード本局国家気象予報

センター（National Weather Forecasting Center：NWFC）及び PMD カラチ熱帯サイクロン警
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報センター（Tropical Cyclone Warning Center：TCWC）において受信することが可能となる

よう気象データ通信システムの計画を行う。 

g) PMD の運用・保守体制能力を考慮して設計する。 

h) 予備部品・消耗品は容易に調達できるものとする。 

i) 「パ」国の自然条件を考慮し、高い耐久性や信頼性を確保する。 

j) PMD の維持管理費を極力軽減する設計とする。 

k) 実雨量データを用いたレーダーデータ精度の較正が可能なシステム（雨量値算出パラメータの最適化）計画を行う。 

l) 停電及び落雷による影響が最小限となるようシステム計画を行う。 

m) 1 年を通して 24 時間体制で稼動する、気象業務に適応した機材用電源設備（発電機、無停電

設備及び電圧安定装置等）を整える。 

n) 商用電源（230V 単相 2線／400V 3 相 4 線 50Hz）の電圧変動+/-20%においても稼動するよう

システム計画を行う。 

 

＜施設（気象レーダー塔）の設計方針＞ 

PMD の将来計画を踏まえ、気象レーダー観測業務の拠点となる気象レーダー施設としての機能を

備え、システム・機材・職員が適切かつ効率的に稼動及び収容が可能な施設計画を行う。以下の

機能を有する施設として設計を行う事を方針とする。 

a) より広域な気象レーダー観測を可能とするため、観測の遮蔽となる既存施設及び山等の影響

を極力受けないよう、気象レーダー塔施設の高さを計画する。 

b) 観測精度を維持するため、建物が風などにより傾く角度（水平変形角）が 0.075 度以下（製

作されるアンテナのビーム角の大凡 5％と規定）となるように基礎構造を決定する。 

c) 「パ」国の建築基準（Building Code of Pakistan-Seismic Provisions-2007）に従い算出し

た、カラチの設計用速度圧：7kN/m2及び地震地域係数：Z = 0.20 を用いて設計する。 

d) 気象業務の流れに沿った動線計画とし、24 時間の交代制勤務及び業務職員数に対応できる施

設とする。 

e) 災害を引き起こす気象現象発生時にレーダー観測を遂行する使命を帯びているため、自然災

害発生時においても気象業務が可能な施設とする。 

f) 現地入手可能な材料を最大限に活用し、PMD の維持管理が容易となる計画とする。 

g) 停電及び落雷による影響が最小限となるよう計画する。 

 

（2） 自然環境条件に対する方針 

a. 気温・湿度 

室温及び湿度を一定に保ち、適切な環境下にて調達される機材を良好に稼働させるため、気象
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レーダー送受信機が設置されるレーダー機械室、気象レーダー操作関連装置等が設置される観測

室、画像表示システム等が設置される各室、スペアパーツ及び計測機器が収納されるメンテナン

ス室、電源バックアップシステムが設置される電気室等には、冷房設備を計画する。 

 

b. 降雨 

大雨時においても、気象観測データを良好に送受信することが可能となるシステム計画を行う。

降雨時においても、レーダー機器の定期点検を容易とするため、職員が濡れずに各室まで行ける

よう、1F からレーダー機械室及びレドーム内部までの階段は、気象レーダー塔施設の中心に配置

し、上部の屋上スラブ下となるよう計画する。 

 

c. 雷 

雷が各システム等に甚大な被害をもたらすことも予想され、被害を極力最小限に食止める為に

も最良な避雷・接地設備（ページ 3-34 添付の「避雷・接地設備系統図」を参照）を計画する。 

 

d. 風速 

「パ」国の建築基準（Building Code of Pakistan-Seismic Provisions-2007）に従い算出し

た、カラチの設計用速度圧：7kN/m2を用いて設計する。 

 

e. 地震 

「パ」国の建築基準（Building Code of Pakistan-Seismic Provisions-2007）に従い、カラ

チの地震地域係数：Z=0.20 及び重要度係数 I：1.25（最重要施設）を適用し、地震荷重を用いて

設計する。 

 

f. 地盤 

自然条件調査として、「パ」国の現地業者へ再委託した地質調査の結果に従い、構造計算を実

施する。カラチ気象レーダー塔施設の基礎形状は、以下の通りとする。 

表31  カラチ気象レーダー塔施設の基礎形状 
 カラチ気象レーダー塔施設 

基礎形態 杭基礎(場所打ちコンクリート杭) 

 

（3） 建設事情に対する方針 

1) 環境規制 

気象レーダー塔施設の汚水に関しては、既設施設同様に、一次処理をした後に敷地内において

浸透処理することとする。 
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2) 現地調達可能資材の活用 

建設資材の殆どが現地において調達可能であるため、丈夫で維持管理が容易であり、アスベス

トを使用していない材料を選定して使用する。 

 

3) 現地工法・労務者の活用 

「パ」国では、大工、左官、鉄筋工等の職種が確立されており、慢性的に労働力供給が過多と

なっている。そのため、建設業の一般作業員、熟練労働者の調達に問題はない。現地労働者の活

用を図るため、現地労働者が慣れている一般的な工法である鉄筋コンクリート造を採用する。 

 

（4） 現地業者の活用に係る方針 

 

1) 施設建設工事 

一般的に現地建設業者は技術レベルが比較的高く、特殊工事を除き十分に経験を有している。本

プロジェクトの気象レーダー塔建設のサブコンとして有効に活用する。 

 

2) 機材据付工事 

日本人機材据付技術者の監督の下、現地電設工事業者等をサブコンとして有効に活用する。 

 

（5） 運営・維持管理能力に対する対応方針 

 

1) 操作が容易なシステム 

各システムは、PMD が国の気象機関として、自然災害軽減のための気象業務をタイムリーに行う

ことをサポートするものである。そのため、システムの複雑な操作が少なく、迅速に各種データ

の処理、解析、表示、送受信等を行うことが可能となるよう計画する。 

 

2) 点検修理等が容易で維持管理費が安価なシステム 

機材の交換部品や消耗品が最小限となるよう計画し、定期点検が容易で且つ部品交換が短時間

で行えるよう機材計画を行う。また機材計画及び施設計画において、運用維持管理費の中で最も

大きなウェイトを占める電気代を極力抑える技術的対応を行う。 

 

3) 運営維持管理費の低減 

PMD による運営維持管理費の長期に渡る確保を容易とするため、以下の対策を機材及び施設計画

に盛り込む。 
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 施設の利用エリアのみの運転が可能な電気・空調システムを計画し、省エネルギー化を図る。 

 自然光を極力活用するなど、照明等の使用時間を削減し、省エネルギー化を図る。 

 LED 照明を極力使用する。 

 レーダーシステムの各部品を可能な限り劣化しない構造（固体化）のものとし、交換頻度を

低減することにより、省資源化を図る。 

 

（6） 施設、機材等のグレードの設定に係る方針 

 

PMD は観測・予報等の気象業務を行う義務を有していることから、豪雨、暴風雨及び落雷等に対し

て強靭で、且つ 1年を通して 24 時間体制で稼動することが可能な施設、機材のグレードを目指す方

針とする。 

 

（7） 工法／調達方法、工期に係る方針 

 

施設建設に関しては、可能な限り現地調達が可能な資材と、現地で一般的な工法を採用する。気

象レーダー塔に設置される機材バックアップ用特殊電源装置及び気象関連機材は、現地での調達は

出来ない。また、計画されている固体化電力増幅式気象ドップラーレーダーシステムに関しては、

既に実用化・技術確立もされており、観測精度、信頼性、耐久性が気象観測業務に耐えうるものと

して確認されているシステムは、日本製以外にはない。 

 

 

３－２－２ 基本計画 

 

本プロジェクトで導入予定の機材及び施設は、以下の通りである。 

表 32  計画された機材及び施設の概要 

内容 
PMD本局イスラマ

バード国家気象

予報センター

PMD カラチ 
カラチ国際空港

気象事務所 

新ベナジル・ブッ

ト国際空港 

気象事務所 

PMDラホール洪水

予報部 

機材調達・据付 

S バンド固体化電力増幅式気象ドップ

ラーレーダーシステム（バックアップ

システム、耐雷設備、メンテナンス用

機器及びスペアパーツ等を含む） 

- 1 基 - -  

気象レーダーデータ表示システム 1 式 

2 式 
（PMD カラチ気象

レーダー塔施設及

び熱帯サイクロン

警報センター）

1式 
（イスラマバード

及びカラチレーダ

ープロダクト表示

用） 

1 式 
（カラチレーダー

プロダクト表示用） 

1 式 

施設建設 

気象レーダー塔施設建設 - 1 棟 - - - 
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（1） 機材の基本計画 

1) 気象レーダーシステム 

更新が計画されているイスラマバードの気象レーダーシステムと同様に、カラチの気象レーダー

システムは、PMD の希望でもある Sバンド気象レーダーシステムとする。本プロジェクトにおいて整

備予定の気象レーダーシステムは、気象の急激な変化を正確且つリアルタイムに把握するため、降

雨監視と擾乱監視の 2 つの機能を切り替えて観測可能な固体化電力増幅式気象ドップラーレーダー

システムとする。PMD カラチは、「パ」国最大の国際空港であるカラチ国際空港から直線距離約 4.5km

の位置にある。カラチ気象レーダーシステムにドップラーモード機能を付帯させることで、低気圧

やサイクロン、積乱雲等による風速分布の観測が可能となるため、地上気象等の他の観測との組合

せにより、半径約 200km 範囲内における風に起因した気象現象の実況監視に効果を発揮する。特に、

カラチ国際空港を離発着する航空機に甚大な障害を引き起こす可能性のある急激な気象の変化（ウ

ィンドシアーやダウンバーストといった局地的な風の乱れ、サイクロンによる暴風、嵐、竜巻等）

を正確且つリアルタイムで把握し、航空機パイロットや航空管制官へ必要な情報を迅速に提供する

ことが可能となることから、気象ドップラーレーダーシステムへカラチ気象レーダーシステムを更

新することは、航空気象業務における気象監視・予報業務の改善を図る上でも極めて重要であると

言える。 

S バンド気象レーダーは、気象レーダーの基本的な特長である“ロングレンジ”、“リアルタイム”

を最大限に活かしたバンド帯である。他のバンド帯に比べ、容易に高出力な電波を送受信でき、大

気や降雨の減衰を受けることが少なく、広域にわたり定量的な雨量情報を得られるため、サイクロ

ン等の大規模な自然災害の監視に適している。 

周波数は、PMD が周波数割当委員会（Frequency Allocation Board：FAB）より使用許可を取得し

たものを使用する。既設気象レーダーシステムと新設気象レーダーシステムの主要諸元及び探知距

離の比較を次に示した。 

表 33  既設気象レーダーシステムと新設気象レーダーシステムの主要諸元及び探知距離の比較 
主要諸元 既設気象レーダーシステム 計画の気象レーダーシステム 

周波数 5.3GHz（C バンド） 2.7～2.9GHz（S バンド） 

波長 約 5.7cm 約 10cm 

雨量強度 1mm/h 以上の降雨の最大探知距離 半径 350km 半径 450km 

風速の最大探知距離 － 半径 200km 

データグリッド（メッシュ） 5.0km 0.625km 

観測可能な最大風速 － ±70m/秒以上 

送信パワー 250kW 10kW（ピーク値） 

強風、暴風、嵐等の監視（ドップラー）機能 無 有 

雨量積算機能 無 有 

降雨データ 6 階調の雨量定性データ 0～250mm/hの降雨強度定量データ
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次表のように、既設のレーダーシステムでは、雨量強度 1mm/h の雨の観測探知範囲は 350km であ

るが、最新のレーダーシステムを導入することで探知距離が 450km まで拡大する。 

表 34  雨量強度毎の受信電力(dBm)を用いた既設レーダーと更新後の気象レーダーとの探知距離の比較 

既設気象レーダー（Cバンド）の探知距離 （空中線パラボラ反射鏡直径：4m  受信感度：-107dBm） 

距離（km） 
雨量強度 (mm/h) 

0.50 1.00 5.00 10.00 20.00 40.00 100.00 

10 -73.8 -69.0 -57.8 -53.0 -48.2 -43.4 -37.0

50 -88.6 -83.8 -72.6 -67.8 -63.0 -58.2 -51.8

100 -95.6 -90.8 -79.6 -74.8 -70.0 -65.2 -58.8

150 -100.1 -95.3 -84.1 -79.3 -74.5 -69.7 -63.3

200 -103.6 -98.8 -87.6 -82.8 -78.0 -73.2 -66.8

250 -106.6 -101.8 -90.6 -85.8 -80.9 -76.1 -69.8

300 -109.2 -104.3 -93.2 -88.3 -83.5 -78.7 -72.3

350 -111.5 -106.7 -95.5 -90.7 -85.9 -81.1 -74.7

400 -113.7 -108.8 -97.7 -92.8 -88.0 -83.2 -76.8

450 -115.7 -110.9 -99.7 -94.9 -90.1 -85.2 -78.9
 

更新後の気象レーダー（Sバンド）の探知距離 （空中線パラボラ反射鏡直径：5m  受信感度：-110dBm） 

距離（km） 
雨量強度 (mm/h) 

0.50 1.00 5.00 10.00 20.00 40.00 100.00 

10 -77.3 -70.5 -59.4 -54.5 -97.4 -44.9 -38.5

50 -89.7 -84.9 -73.7 -68.9 -64.1 -59.3 -52.9

100 -96.3 -91.4 -80.3 -75.4 -70.6 -65.8 -59.4

150 -100.3 -95.5 -84.3 -79.5 -74.6 -69.8 -63.5

200 -103.3 -98.5 -87.3 -82.5 -77.6 -72.8 -66.5

250 -105.7 -100.9 -89.7 -84.9 -80.1 -75.3 -68.9

300 -107.8 -103.0 -91.8 -87.0 -82.2 -77.4 -71.0

350 -109.6 -104.8 -93.6 -88.8 -84.0 -79.2 -72.8

400 -111.3 -106.5 -95.3 -90.5 -85.7 -80.9 -74.5

450 -112.8 -108.0 -96.8 -92.0 -87.2 -82.4 -76.0

 
 探知不能範囲  探知可能となる範囲 

 

＜気象ドップラーレーダーの付帯機能＞ 

本プロジェクトの成果目標を達成するために、対象とする気象現象を把握する必要があることか

ら、下記の機能を付帯させるものとする。 

① ドップラーモード機能 

擾乱、突風、竜巻等を監視するために、ドップラーモードを使用する。地上気象等の他の観測

との組合せにより、半径 200km 程度の範囲内の風に起因する現象を実況監視する上で効果を発揮

する。本プロジェクトにおいて導入される気象レーダーは、従来の機能である降雨の監視機能と、

風の速度検出ができる機能とを有する気象ドップラーレーダーとする。 

② CAPPI（Constant Altitude PP（Plan Position Indicator）)機能 

気象レーダーシステムによる降雨観測においては、地上により近い一定高度面での雨粒の状況

     ：探知距離



 
 

3-9 

を把握することが望ましい。CAPPI 観測は複数の仰角での観測を自動で連続的に行う観測で、エコ

ー強度データを 3次元的に得ることができる。CAPPI 観測のデータをもとに地上により近い一定高

度面のデータを取り出し雨量データに換算することで、地上の降雨状況に近い観測データが得ら

れ、観測精度を向上させることが可能となる。 

本計画では、平野から 山岳部まで一定した品質の雨量データを得る必要があり、そこで高度を

2km 及び 3km の CAPPI 観測が可能なものを計画する。 

③ 基本機能として備える必要のある表示・出力情報機能 

気象ドップラーレーダーにより、効率的且つ効果的に裨益効果発現を促進するには、下記の基

本機能を気象レーダーシステムに付帯させることが、極めて重要なファクターである。 

表 35  基本機能として備える必要のある表示・出力情報機能 
気象ﾚｰﾀﾞｰ表示・出力情報機能 観測／使用目的 

1 PPI 表示（強度、ﾄﾞｯﾌﾟﾗｰ速度、速度幅の基本要素） 

雨量観測 

2 RHI 表示（強度） 

3 ｻｲｸﾛﾝ中心位置手動ﾏｯﾋﾟﾝｸﾞ及び軌跡表示 

4 指定降雨レベル表示 

5 指定時間積算雨量表示（1、2、3、6、12、24 時間積算） 

6 Z-R 関係のﾊﾟﾗﾒｰﾀ設定 

7 積算降水量の配信 

8 特定地域雨量表示 

9 表層雨量表示 

10 距離時間表示 

11 合成画像表示 

12 風向・風速表示 

風向・風速観測 

13 上層風時間変化表示 

14 ｳｨﾝﾄﾞｼﾔｰ情報表示 

15 複数ﾌﾟﾛﾀﾞｸﾄのｵｰﾊﾞﾚｲ表示 

16 特定地域強風表示 

17 CAPPI 表示 

3 次元観測 

18 ｴｺｰ高さ表示 

19 鉛直積算雨水量表示 

20 鉛直最大雨量表示 

21 3 次元画像表示 

22 任意断面表示 

23 ﾚｰﾀﾞｰﾛｰｶﾙ制御及びﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ 
ﾚｰﾀﾞｰ制御、監視 

24 観測ｽｹｼﾞｭｰﾙの設定、制御 

25 ﾃﾞｰﾀ記録表示 

ﾃﾞｰﾀ記録、再生 
26 外部記録媒体へのﾃﾞｰﾀ保存及び出力 

27 各外部記録媒体からの再生ﾃﾞｰﾀﾘｽﾄの表示 

28 各外部記録媒体からの各種気象ﾌﾟﾛﾀﾞｸﾄの再生 

29 ﾃﾞｰﾀ受信 

表示、入出力機能 

30 JPG 画像出力 

31 Multi-Window 表示 

32 地図とﾌﾟﾛﾀﾞｸﾄの合成表示 

33 指定された地点の情報表示（位置情報、ﾃﾞｰﾀ数値の表示、地点間距離） 

34 拡大表示（2倍/4 倍選択が可能） 

35 連続履歴再生（ｱﾆﾒｰｼｮﾝ） 

36 地図編集 

37 GIF ｱﾆﾒｰｼｮﾝ（24 ﾌﾚｰﾑ以上） Web 機能 



 
 

3-10 

38 既存ｲﾝﾀｰﾈｯﾄｻｰﾊﾞｰにﾚｰﾀﾞｰ画像を HTTP 形式で出力 

39 ｲﾝﾀｰﾈｯﾄﾌﾞﾗｳｻﾞよりﾛｸﾞｲﾝしﾀﾞｳﾝﾛｰﾄﾞ 

 

 

「カラチ気象レーダーシステムの最大探知範囲及び観測データ処理範囲及びPMDカラチ熱帯サイクロ

ン警報センター既設自動気象観測システム（AWS）網」を以下に示す。効果的に熱帯サイクロンを監

視するには、カラチ気象レーダーシステムと既設自動気象観測システム（Automatic Weather 

Observation System：AWS）網が連動して運用されることが極めて重要となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 16  カラチ気象レーダーシステムの最大探知範囲及び観測データ処理範囲と 

PMD カラチ熱帯サイクロン警報センター既設自動気象観測システム（AWS）網 

 イスラマバード気象レーダーシステム：我が国の無償資金協力（中期気象予報センター設立及び気象予報システム

強化計画）により整備される予定 

 既設デラ・イスマイルカーン及びラヒムヤルカーン気象レーダーシステム：我が国の無償資金協力（第 2 次気象観測

網整備計画）により整備 

1 2 3 4 
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PMD カラチ熱帯サイクロン

警報センター既設自動気

象観測システム（AWS） 
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観観測測デデーータタ処処理理範範囲囲  

最最大大探探知知範範囲囲  



 
 

3-11 

3) 気象レーダーデータ表示システム 

 

PMD の観測官や予報官が多忙な業務の中でデータを利用することを考えると、作業スペースから

離れることなく気象情報を入手できるようにする必要がある。このことから、気象レーダーデー

タ表示システムを設置する場所は、建設予定のカラチ気象レーダー塔施設内観測室、PMD イスラマ

バード本局 NWFC、PMD カラチ TCWC 及びカラチ国際空港気象事務所、新ベナジル・ブット国際空港

気象事務所及び PMD ラホール洪水予報部とした。また気象業務で利用するためには、気象レーダ

ーデータはリアルタイムで迅速に提供されなければならないため、本システムはリアルタイムで

データを受信、表示する機能を有するものとする。ディスプレイは、設置スペースを大きく取ら

ず、消費電力が少なく、冷房効率を考慮して発熱が小さなものとし、且つ各室係官の円滑な業務

の実施と長時間の使用も可能となるよう、画面の反射が極力少ないものとする。また新設される

カラチ気象レーダー観測範囲内全ての雨量強度のデータファイルは、レーダー観測範囲内の 2.5km

間隔の 1 時間雨量をバイナリー形式で格納可能となるよう計画する。カラチ気象レーダー塔施設

と PMD カラチ TCWC とは、高速データ通信が可能で落雷によるサージが侵入しないよう、光ファイ

バー線にて接続する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本プロジェクトの全体システム構成は、次ページに添付した「PMDカラチ気象観測・データ通信ネ

ットワーク概要図」の通りである。

国の洪水予警報 国の気象予警報 

国の熱帯サイクロンの

予警報 

安全な航空管制のための

気象情報 

安全な航空管制のための

気象情報 

PMD イスラマバード 

国家気象予報センター

PMD カラチ熱帯 

サイクロン警報センター

PMD ラホール 

洪水予報部 

イスラマバード 

気象レーダーシステム 

カラチ 

気象レーダーシステム 

カラチ国際空港 

気象事務所 

新ベナジル・ブット 

国際空港気象事務所 

イスラマバード気象レーダー観測データ 

カラチ気象レーダー観測データ 

図 17  気象レーダー観測データと PMD 気象情報発信のフローチャート 
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図 18  PMD カラチ気象観測・データ通信ネットワーク概要図 
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（2） 主要機材リスト 

主要機材は以下の通りである。 

表 36  主要機材リスト 

内容 
PMD本局イスラマ

バード国家気象

予報センター

PMD カラチ 
カラチ国際空港

気象事務所 

新ベナジル・ブッ

ト国際空港 

気象事務所 

PMDラホール洪水

予報部 

機材調達・据付 

S バンド固体化電力増幅式気象ドッ

プラーレーダーシステム（バックア

ップシステム、耐雷設備、メンテナ

ンス用機器及びスペアパーツ等を

含む） 

- 1 基 - -  

気象レーダーデータ表示システム 1 式 

2 式 

（PMD カラチ気象

レーダー塔施設及

び熱帯サイクロン

警報センター）

1式 

（イスラマバード

及びカラチレーダ

ープロダクト表示

用） 

1 式 

（カラチレーダー

プロダクト表示用） 

1 式 

 

主要機材リスト 

S バンド固体化電力増幅式気象ドップラーレーダーシステム 
サイト名：カラチ気象レーダー塔 

名称 数量 目的 

レドーム 1 式 ﾚｰﾀﾞｰ空中線装置、作業員等を過酷な気象条件から保護する。頂部

に避雷針を設け、全体を落雷から保護する。 

空中線装置 1 式 ﾊﾟﾗﾎﾞﾗｱﾝﾃﾅを方位角 360°、仰角 0～60°の任意の方位に指向ある

いは回転させ、送信装置からの送信電波をﾍﾟﾝｼﾙﾋﾞｰﾑ状に空間に放

射する。降水粒子により散乱された電波を受け、受信装置に送り込

む。 

空中線制御装置 1 式 ﾚｰﾀﾞｰ観測ﾓｰﾄﾞに従った空中線制御信号により、空中線の水平、垂

直用ﾓｰﾀを駆動し、空中線を指示された方位に指向あるいは回転さ

せる。 

送信装置 1 式 ｿﾘｯﾄﾞｽﾃｰﾄ増幅部でﾊﾟﾙｽ状のﾏｲｸﾛ波を所定の電力まで増幅発生さ

せ、これを送信電波として空中線装置に送る。 

受信信号処理装置 1 式 空中線装置からの受信電波を受信部で増幅、中間周波数に変換しﾃﾞ

ｼﾞﾀﾙ値に変換したのち、地形ｴｺｰの除去、受信信号の平均化、距離

に応じた受信信号強度の補正等の処理を行う。 

位相検波の結果からﾄﾞｯﾌﾟﾗｰ速度を算出しﾚｰﾀﾞｰ動作制御装置へ出

力する。 

導波管加圧装置 1 式 空中線と送信装置とを結ぶ導波管内部に乾燥空気で加圧し、電波の

伝播損失を軽減する。 

導波管 1 式 空中線装置と送信装置とを結び、低損失で送受信電波を伝達させ

る。 

レーダー動作制御装置 1 式 ﾚｰﾀﾞｰ観測制御を行い、ﾃﾞｰﾀの生成及び配信を行う。 

データ・プロトコル変換装置 1 式 回線容量に応じた RAW ﾃﾞｰﾀを生成し伝送する。 

レーダー電源切替盤 1 式 電源装置から供給される電力をﾚｰﾀﾞｰｼｽﾃﾑ等に分配、供給する。 

小型無停電電源装置 2 式 ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ-機器に安定した電源を供給する。電源異常発生の場合にも

安定した電源を供給し続け、ｼｬｯﾄﾀﾞｳﾝ信号をｺﾝﾋﾟｭｰﾀ-に送出する。

二重化スイッチ 1 式 ﾈｯﾄﾜｰｸ上において指定させたﾎﾟｰﾄへ LAN 接続を行う。 

カラープリンター 1 式 ﾚｰﾀﾞｰ画像のﾃﾞｰﾀを印刷する。 

二重化光リピーター 2 式 ｻｰｼﾞ保護のため、ﾈｯﾄﾜｰｸ上の電気信号を光信号に変換し伝送する。

IP 電話機 1 式 LAN 上のﾊﾟｹｯﾄ信号を音声のｱﾅﾛｸﾞ信号に変換し、電話による音声通

話を行う。 

耐雷トランス 1 式 電源から侵入する雷ｻｰｼﾞ電圧より負荷機器を保護する。 
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自動電圧調整装置 1 式 ﾚｰﾀﾞｰｼｽﾃﾑの個々の機器に安定した電力を供給する。 

電源供給キャパシタ 1 式 電気二重層ｷｬﾊﾟｼﾀの蓄電ｴﾈﾙｷﾞｰにより電力を発生させ、停電時にｼ

ｽﾃﾑに電力供給する。 

スペクトラムアナライザ 1 式 ﾒﾝﾃﾅﾝｽに使用する。 

試験信号発生器 1 式 

電力計 1 式 

パワーセンサー 1 式 

周波数計 1 式 

検波器 1 式 

減衰器セット 1 式 

検波器用終端器 1 式 

オシロスコープ 1 式 

デジタルマルチメータ 1 式 

同軸／導波管変換器 1 式 

ネットワークカメラ 1 式 

工具セット 1 式 

延長コード 1 式 

水準器 1 式 

保守用梯子 1 式 

クランプ電流計 1 式 

掃除機 1 式 

レーダー空中線保守用デッキ 1 式 

交換部品 空中線用ﾀｲﾐﾝｸﾞﾍﾞﾙﾄ（水平駆動用） 1 式 ﾒﾝﾃﾅﾝｽに使用する。 

空中線用ﾀｲﾐﾝｸﾞﾍﾞﾙﾄ（垂直駆動用） 1 式 

空中線用ｴﾝｺｰﾀﾞ（方位角用） 1 式 

空中線用ｴﾝｺｰﾀﾞ（仰角用） 1 式 

空中線用ﾓｰﾀ（水平駆動用） 1 式 

空中線用ﾓｰﾀ（垂直駆動用） 1 式 

空中線制御装置用ｻｰﾎﾞﾕﾆｯﾄ（水平駆

動用） 

1 式 

空中線制御装置用ｻｰﾎﾞﾕﾆｯﾄ（垂直駆

動用） 

1 式 

空中線制御装置用電源ﾕﾆｯﾄ 1 式 

送信装置制御部用電源ﾕﾆｯﾄ 1 式 

受信信号処理装置用電源ﾕﾆｯﾄ 1 式 

各装置用ﾌｧﾝﾕﾆｯﾄ 2 式 

LAN ｱﾚｽﾀ 2 式  
航空障害灯 2 式 

消耗品 空中線用潤滑油 1 式 ﾒﾝﾃﾅﾝｽに使用する。 

空中線ｽﾘｯﾌﾟﾘﾝｸﾞ電源用ｶｰﾎﾞﾝﾌﾞﾗｼ 1 式 

空中線ｽﾘｯﾌﾟﾘﾝｸﾞ信号用ｶｰﾎﾞﾝﾌﾞﾗｼ 1 式 

サービスマニュアル 2 式 ﾒﾝﾃﾅﾝｽに使用する。 

 

 

気象レーダーデータ表示システム 
サイト名：カラチ気象レーダー塔 

名称 数量 目的 

データ解析装置 1 式 ﾚｰﾀﾞｰで観測されたﾃﾞｰﾀから気象現象の解析を行う。 

小型無停電電源装置 1 式 ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰ機器に安定した電源を供給する。電源異常発生の場合にも

安定した電源を供給し続け、ｼｬｯﾄﾀﾞｳﾝ信号をｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰに送出する。

カラープリンター 1 式 ﾚｰﾀﾞｰ画像のﾃﾞｰﾀを印刷する。 

IP 電話機 1 式 LAN 上のﾊﾟｹｯﾄ信号を音声のｱﾅﾛｸﾞ信号に変換し、電話による音声通

話を行う。 

二重化スイッチ 1 式 ﾈｯﾄﾜｰｸ上において指定させたﾎﾟｰﾄへ LAN 接続を行う。 

二重化光リピーター 1 式 ｻｰｼﾞ保護のため、ﾈｯﾄﾜｰｸ上の電気信号を光信号に変換し伝送する。

交換部品 LAN ｱﾚｽﾀ 1 式 ﾒﾝﾃﾅﾝｽに使用する。 
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サービスマニュアル 2 式 ﾒﾝﾃﾅﾝｽに使用する。 

 

気象レーダーデータ表示システム 
サイト名：PMD カラチ熱帯サイクロン警報センター 

名称 数量 目的 

データ解析装置 1 式 ﾚｰﾀﾞｰで観測されたﾃﾞｰﾀから気象現象の解析を行う。 

気象擾乱・ドップラー速度表示装置 1 式 気象現象の監視、表示、警告を行う。 

積算降水量処理装置 1 式 各ﾚｰﾀﾞｰの積算降水量を生成する。 

気象プロダクト表示装置 1 式 作成した気象ﾌﾟﾛﾀﾞｸﾄを表示する。 

気象データ記録装置 1 式 観測されたﾚｰﾀﾞｰﾃﾞｰﾀ及び気象ﾌﾟﾛﾀﾞｸﾄを指定された媒体に記録す

る。 

プロダクト再生装置 1 式 各種記録媒体から記録されたﾚｰﾀﾞｰﾃﾞｰﾀ及び気象ﾌﾟﾛﾀﾞｸﾄの再生表

示を行う。 

ドップラー風向風速表示装置 1 式 観測されたﾄﾞｯﾌﾟﾗｰﾚｰﾀﾞｰﾃﾞｰﾀより、ﾒｯｼｭ毎の風向風速分布図を作成

する。 

サイクロン追尾表示装置 1 式 ｻｲｸﾛﾝの軌跡を作成し、表示する。また進路予測も行う。 

カラープリンター 2 式 ﾚｰﾀﾞｰ画像のﾃﾞｰﾀを印刷する。 

IP 電話機 1 式 LAN 上のﾊﾟｹｯﾄ信号を音声のｱﾅﾛｸﾞ信号に変換し、電話による音声通

話を行う。 

二重化スイッチ 1 式 ﾈｯﾄﾜｰｸ上において指定させたﾎﾟｰﾄへ LAN 接続を行う。 

二重化光リピーター 1 式 ｻｰｼﾞ保護のため、ﾈｯﾄﾜｰｸ上の電気信号を光信号に変換し伝送する。

二重化ルーター 1 式 ﾈｯﾄﾜｰｸとﾈｯﾄﾜｰｸを結びつけ、伝送するﾃﾞｰﾀを制御する。 

液晶プロジェクター 1 式 気象ﾌﾟﾛﾀﾞｸﾄのﾌﾟﾚｾﾞﾝﾃｰｼｮﾝに使用する。 

可搬型スクリーン 1 式 気象ﾌﾟﾛﾀﾞｸﾄのﾌﾟﾚｾﾞﾝﾃｰｼｮﾝに使用する。 

耐雷トランス 1 式 電源から侵入する雷ｻｰｼﾞ電圧から負荷機器を保護する。 

自動電圧調整装置 1 式 ﾚｰﾀﾞｰｼｽﾃﾑの個々の機器に安定した電力を供給する。 

電源供給キャパシタ 1 式 電気二重層ｷｬﾊﾟｼﾀの蓄電ｴﾈﾙｷﾞｰにより電力を発生させ、停電時にｼ

ｽﾃﾑに電力供給する。 

ソーラーパワー制御装置 1 式 ｿｰﾗｰﾊﾟﾈﾙにより発電された電力を制御する。 

ソーラーパネル 1 式 太陽光により発電し、ｼｽﾃﾑに電力を供給する。 

LED 天井照明 6 式 停電時に必要な照度を確保する。 

交換部品 LAN ｱﾚｽﾀ 8 式 ﾒﾝﾃﾅﾝｽに使用する。 

 ﾗｯﾌﾟﾄｯﾌﾟまたはﾎﾟｰﾀﾌﾞﾙﾀｲﾌﾟｺﾝﾋﾟｭｰﾀ

用ﾊﾞｯﾃﾘｰ 

4 式 ﾒﾝﾃﾅﾝｽに使用する。 

サービスマニュアル 2 式 ﾒﾝﾃﾅﾝｽに使用する。 

 

 

気象レーダーデータ表示システム 
サイト名：PMD イスラマバード本局 

名称 数量 目的 

＜国家気象予報センター＞ 

データ解析装置 1 式 ﾚｰﾀﾞｰで観測されたﾃﾞｰﾀから気象現象の解析を行う。 

気象擾乱・ドップラー速度表示装置 1 式 気象現象の監視、表示、警告を行う。 

積算降水量処理装置 1 式 各ﾚｰﾀﾞｰの積算降水量を生成する。 

気象プロダクト表示装置 1 式 作成した気象ﾌﾟﾛﾀﾞｸﾄを表示する。 

気象データ記録装置 1 式 観測されたﾚｰﾀﾞｰﾃﾞｰﾀ及び気象ﾌﾟﾛﾀﾞｸﾄを指定された媒体に記録す

る。 

プロダクト再生装置 1 式 各種記録媒体から記録されたﾚｰﾀﾞｰﾃﾞｰﾀ及び気象ﾌﾟﾛﾀﾞｸﾄの再生表

示を行う。 

ドップラー風向風速表示装置 1 式 観測されたﾄﾞｯﾌﾟﾗｰﾚｰﾀﾞｰﾃﾞｰﾀにより、ﾒｯｼｭ毎の風向風速分布図を

作成する。 

サイクロン追尾表示装置 1 式 ｻｲｸﾛﾝの軌跡を作成し、表示する。また進路予測も行う。 

小型無停電電源装置 8 式 ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰ機器に安定した電源を供給する。電源異常発生の場合に

も安定した電源を供給し続け、ｼｬｯﾄﾀﾞｳﾝ信号をｺﾝﾋﾟｭｰﾀ-に送出す

る。 

カラープリンター 2 式 ﾚｰﾀﾞｰ画像のﾃﾞｰﾀを印刷する。 
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IP 電話機 1 式 LAN 上のﾊﾟｹｯﾄ信号を音声のｱﾅﾛｸﾞ信号に変換し、電話による音声通

話を行う。 

二重化スイッチ 1 式 ﾈｯﾄﾜｰｸ上において指定させたﾎﾟｰﾄへ LAN 接続を行う。 

二重化光リピーター 1 式 ｻｰｼﾞ保護のため、ﾈｯﾄﾜｰｸ上の電気信号を光信号に変換し伝送する。

＜特別中期気象予報センター(SMRFC)＞ 

小型無停電電源装置 1 式 ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰ機器に安定した電源を供給する。電源異常発生の場合に

も安定した電源を供給し続け、ｼｬｯﾄﾀﾞｳﾝ信号をｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰに送出す

る。 

二重化光リピーター 1 式 ｻｰｼﾞ保護のため、ﾈｯﾄﾜｰｸ上の電気信号を光信号に変換し伝送する。

交換部品 LAN ｱﾚｽﾀ 8 式 ﾒﾝﾃﾅﾝｽに使用する。 

サービスマニュアル 2 式 ﾒﾝﾃﾅﾝｽに使用する。 

 

 

気象レーダーデータ表示システム 
サイト名：カラチ国際空港気象事務所 

名称 数量 目的 

航空気象表示装置（カラチ） 1 式 航空気象現象の監視、表示を行う。 

航空気象表示装置（イスラマバード） 1 式 航空気象現象の監視、表示を行う。 

小型無停電電源装置 2 式 ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰ機器に安定した電源を供給する。電源異常発生の場合にも

安定した電源を供給し続け、ｼｬｯﾄﾀﾞｳﾝ信号をｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰに送出する。

自動電圧調整装置 2 式 ﾚｰﾀﾞｰｼｽﾃﾑの個々の機器に安定した電力を供給する。 

二重化スイッチ 1 式 ﾈｯﾄﾜｰｸ上において指定させたﾎﾟｰﾄへ LAN 接続を行う。 

二重化ルーター 1 式 ﾈｯﾄﾜｰｸとﾈｯﾄﾜｰｸを結びつけ、伝送するﾃﾞｰﾀを制御する。 

交換部品 LAN ｱﾚｽﾀ 2 式 ﾒﾝﾃﾅﾝｽに使用する。 

サービスマニュアル 2 式 ﾒﾝﾃﾅﾝｽに使用する。 

 

 

気象レーダーデータ表示システム 
サイト名：新ベナジル・ブット国際空港気象事務所 

名称 数量 目的 

航空気象表示装置（カラチ） 1 式 航空気象現象の監視、表示を行う。 

小型無停電電源装置 1 式 ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰ機器に安定した電源を供給する。電源異常発生の場合にも

安定した電源を供給し続け、ｼｬｯﾄﾀﾞｳﾝ信号をｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰに送出する。

自動電圧調整装置 1 式 ﾚｰﾀﾞｰｼｽﾃﾑの個々の機器に安定した電力を供給する。 

交換部品 LAN ｱﾚｽﾀ 1 式 ﾒﾝﾃﾅﾝｽに使用する。 

サービスマニュアル 2 式 ﾒﾝﾃﾅﾝｽに使用する。 

 

 

気象レーダーデータ表示システム 
サイト名：PMD ラホール洪水予報部 

名称 数量 目的 

積算降水量処理装置 1 式 各ﾚｰﾀﾞｰの積算降水量を生成する。 

小型無停電電源装置 1 式 ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰ機器に安定した電源を供給する。電源異常発生の場合にも

安定した電源を供給し続け、ｼｬｯﾄﾀﾞｳﾝ信号をｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰに送出する。

自動電圧調整装置 1 式 ﾚｰﾀﾞｰｼｽﾃﾑの個々の機器に安定した電力を供給する。 

交換部品 LAN ｱﾚｽﾀ 1 式 ﾒﾝﾃﾅﾝｽに使用する。 

サービスマニュアル 2 式 ﾒﾝﾃﾅﾝｽに使用する。 

 

 

（3） カラチ気象レーダー塔施設の基本計画 

 

1) 施設建設予定敷地の現状 
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カラチ気象レーダー塔施設建設予定敷地は、PMD カラチ敷地内にあり、気象業務を実施するには

良好な環境下にある。 

表 37  カラチ気象レーダー塔施設建設予定敷地状況 
調査項目 カラチ気象レーダー観測所 

候補地の写真 

敷地 PMD カラチ敷地内 

位置  

 
緯度 

経度 

北緯 24º 55’59” 

東経 67º 08’34” 

高度 34m 

気象レーダー塔施設建設に必要な

敷地の有無 
十分な広さがあり問題ない。 

アクセス道路 有 

敷地状況 カラチ市内に位置し、周囲には空港や公共施設などがある。 

インフラ  

 商用電力 有 

 上水道設備 公共水道有 

 下水道設備 無 

 電話設備 有 

 インターネット接続 有 

 携帯電話サービス 有 

従業員宿舎 有 

従業員の通勤 問題なし 

 

2) 建築計画 

 

1. 平面計画 

カラチ気象レーダー塔施設の平面計画は、シンメトリーに近い平面形とし、偏心を避けること

により安定した建物の構造設計が可能となるよう配慮した。塔中心部の平面計画は、構造体を外

部に出すことにより部屋の使い勝手を良くし、また避難路でもある階段室内部に柱及び梁型を出

さないように平面計画を行った。施設のグレードについては、現地で一般的な工法・資材を採用

するため、標準的グレードの施設となる。 

気象レーダー塔の各室面積、収容人員、面積算定根拠を次に示す。 
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表 38  気象レーダー塔施設各室の概要、収容機器及び室面積算定根拠 

部  屋 
カラチ気象レーダー塔施設

床面積(m2) 
設置機器、室概要 室面積算定根拠 

レドーム室 30.18 レーダー空中線設備等を設置。 

レーダー空中線設備等の保守

作業用スペース。床面積は、

レドームベースリングサイズ

直径 6.2m による。 

レーダー機械室 

（スペアパーツ倉庫

を含む） 

89.75 

レーダー送受信機、空中線制御装置、

受信信号処理装置、レーダー動作制御

装置、導波管加圧装置、導波管、分電

盤、オプティカルリピーター、保守管

理品戸棚、空調機等を設置。 

左記装置の運用維持管理作業

スペース。全ての装置を設置

することを考えると、スペア

パーツ倉庫を含め最低でも

77m2程度必要。 

観測室 154.05 

 気象レーダー観測用ターミナル 

 データ解析用ターミナル 

 VoIP 交換機 

 オプティカルリピーター 

 デュアルスイッチ 

 プリンター 

 IP 電話 

 各 PC 用 UPS 

 ターミナル用デスク 

 書類棚 

 ホワイトボード 

 データ保存のための戸棚 

 気象観測記録及び気象レーダーデ

ータ解析用データ保存戸棚 

 工具･測定器・マニュアル収納棚等

を設置。 

機器保守・修理作業スペース。 

 気象レーダー観測スペース

 機材設置スペース 

 データ解析用ターミナル及

びデスク、データ保存戸棚

設置スペース 

 職員が業務を実施するため

に必要なスペース 

 各データを収容するための

必要なスペース 

 各種機材の保守・修理作業

スペース、工具等の収納ス

ペース 

 気象レーダーシステム消耗

品及びスペアパーツ保管ス

ペース 

を確保。 

電気・電源供給室 44.20 

施設用耐雷トランス、受電盤、分電盤、

ケーブルラック及び接地端子盤、機器

用耐雷トランス及び AVR の設置とケー

ブル配線スペース。 

気象レーダーシステムのための無停電

電源装置（キャパシタ）及びコントロ

ールラックの設置スペース。 

左記機器の収容スペース、点

検スペース及びケーブル配線

スペースを確保。 

無停電電源装置及びコントロ

ールラックの設置の場所、全

面点検スペースを確保。 

便所 22.12 
大便器：男 1＋女 1、小便器：男 1、手

洗器：男 1＋女 1、掃除流し：1 
－ 

湯沸室 9.26 キッチン 1 － 

脱衣室 1.72 脱衣スペース － 

シャワー室 2.42 シャワースペース － 

倉庫 2.38 
建物維持管理のためのスペアパーツ、

その他雑物保管場所。 

資材、材料等の保管場所を確

保。 

発電機室 59.25 

75kVA 予備発電機 2 機、オイルタンク

及びオイルタンク：1、自動切換盤等の

設置。 

左記機器の収容スペース、点

検スペース及びケーブル配線

スペースを確保。 

ポンプ室 14.40 
受水槽：1 

揚水ポンプ：2 

受水槽及び点検スペースとし

て約 8㎡必要。 

 
 

2. 断面計画 

I. 気象レーダー塔の高さ 

計画されているカラチ気象レーダーシステムに必要となるレーダーアンテナ中心高さは、次の図

に示した通り 68m が必要となる。大凡ではあるが、レーダーアンテナ中心高さを 68m、レーダーア
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ンテナ仰角を 0°とした場合、レーダービームの下より PMD カラチに近接する高層集合住宅施設屋

上まで、約 6m 程度のクリアランスを確保することができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜既設建築物／工作物による観測障害エリアの算出＞ 

カラチの開発は一層加速するものと考えられ、既に建設されている建築物に関しては、やむを得な

いものの、今後計画されるものに関しては、気象レーダー観測に対する支障を更に増やさないために

も建設される建築物の高さを減じるための「パ」国側の配慮が不可欠である。 

本プロジェクトは、我が国の無償資金協力により実施される計画であり、また「パ」国にとっては

国家プロジェクトであることから、将来的に気象レーダー観測に重大な障害を与えないよう、カラチ

気象レーダー観測所の周辺域（半径 5km 程度）において、「パ」国による積極的な高層建築物の建設

を制限する枠組みが必要である旨を調査団は提案し、「パ」国側は理解を示した。 

気象レーダー観測の障害となる既設及び建設が計画されている建築物／工作物を下表及び下図に

まとめた。 

表 39  気象レーダー観測の障害となる既設建築物／工作物 （2014 年 1 月現在） 
位置図番号 1 2 3 

建築物名称 

宇宙及び高層大気研究委員会

(Space and Upper Atmosphere 

Research Commission:SUPARCO)

集合住宅 集合住宅（建設中） 

写真 

階数 - 13 階 17 階 

建築物高さ 68m 45m 52m 

緯度（北緯） 

経度（東経） 

N24º 56’47.64” 

E67º 08’10.29” 

N21º 58’50.9” 

E96º 04’38.7” 

N21º 57’45.5” 

E96º 04’33.8” 

標高 48m 51m 50m 

図 19  計画されているカラチ気象レーダーシステムの必要となるレーダーアンテナセンター高さ

カラチ気象レーダー塔 

施設建設予定地点 

G.L 34m 

約 530m 

55m 

必要となる気象レーダーアンテナ中心高さ：68m 

PMD カラチに隣接する高層 

集合住宅施設：高さ約 55m 

G.L 34m 

13m 

68m 

8m 
8m 

5m 

アンテナ仰角 0° 
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PMD カラチからの距離 約 2.3km 約 2.8km 約 3.3km 

PMD カラチからの方角 340º 4º 9º 

概算の高低差 

（建築物高さ－6レーダ

ーアンテナ中心高

さ:68m＋地盤高さの差） 

68m-68m+15m=14m 

PMD カラチより地盤が 15m 高い

45m-68m+17m=-6m 

PMD カラチより地盤が 17m 高い

52m-68m+16=0m 

PMD カラチより地盤が 16m 高い

特定されている建築物

による観測の障害を避

けるために必要なレー

ダーアンテナ仰角 

+1.2° +0.7° +0.8° 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

なお、表に示した気象レーダー探知範囲内の観測の障害となる既設建築物／工作物によるシャドーエ

特定の建築物
68m 

必要なレーダーア

ンテナ角度 

概算の高低差

レーダービームの中心 

N 

気象レーダー塔施設 

回避不可能な建築物 

1km 

2km 

3km 

4km 

5km 

1 2 

3 

図 20  気象レーダー観測の障害となる既設建築物の位置図（PMD カラチ周辺） 
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リア（観測障害範囲）は、現状であれば CAPPI 観測のデータで補足・補完することが可能である。 

 

II. 地盤面レベル 

敷地内には、自然条件調査において設定したベンチマークがあるため、これを本気象レーダー

塔の基準レベルとする。 

 

III. レーダー機器の搬入方法 

 

レーダー機械室へ外部から機器を直接搬入する方法は、レーダー機械室に接する階段室踊場の

外に搬入用バルコニーを設けて、バルコニー上部に搬入用フック（2 トン用）を突出して設ける。 

 

3. 立面計画 

柱・梁を外壁側へ出し、構造形態をアピールする立面計画とした。これにより、室内側及び階

段室には柱型が出ないため、機器や家具等のレイアウト、室内の使い勝手及び階段での上り下り

を容易とした。 

 

4. 内外装計画 

I. 主要諸室（レーダー機械室及び観測室）の仕上げ 

a） 床 

気象レーダー塔の主室であるレーダー機械室及び観測室の床は、パワーケーブル及びシグナル

ケーブルの配線を容易にし、且つ将来的なシステムの増設をも可能とし、また維持管理も容易に

なることから、高さ 150mm のアクセスフロアを採用する。レーダー機械室は、高出力で重さ 1 ト

ン程度の送受信機が設置されるため、耐重・帯電防止アクセスフロアとする。 

 

b） 壁 

エアコン設備が設置される電気室、観測室、レーダー機械室の外壁は、部屋の気密性を高め、

外部からの湿気及び外気温の影響を極力減ずるため二重壁とし、それらの間には不燃材料のグラ

スウールを充填する。冷房効率が向上することで消費電力を抑え、PMD の運用維持管理費を極力軽

減する。 

 

c） 天井 

レーダー機械室及び観測室の天井は、ケーブルラックの上にたまる埃から機器を守り、部屋の
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気密性を高めること、機器から発生する騒音を減ずることを主目的として、吸音性の高いボード

貼りの天井を設ける。この 2 室には空調設備を設けるので、冷房効果を高める上でも天井貼りは

有効である。 

 

d） 開口部 

地盤からの高さ約 50m に位置するレーダー機械室の開口部のガラスに対する設計用速度圧が

3,000 N/m2 であるため、強化フィルムの合わせガラスとする。またサッシを 2 重に設け、外側サ

ッシのガラスが破損しても内側サッシで風雨をしのげるよう計画した。 

 

II. 各部の仕上げ 

外部仕上げ、内部仕上げの材料はメンテナンスの容易さを考慮し、一部を除き全て現地調達が

可能なものを選定した。外部仕上、内部仕上の材料、工法、採用理由等を次の表に表す。 

表 40  外部仕上、内部仕上の材料、工法 
 仕上げ・工法 

外部

仕上 

観測デッキ モルタル下地アスファルト防水 断熱材 押えコンクリート 

屋 上 モルタル下地アスファルト防水 断熱材 押えコンクリート 

外 壁 

ブロック積みモルタル金ゴテ 

コンクリート打放しモルタル補修 

吹付タイル塗装（合成樹脂エマルジョン系複層塗材） 

内部

仕上 

床 

カーペットタイル 

ビニールタイル貼 

磁器質タイル貼 

モルタル金ゴテエポキシ防塵ペイント 

巾 木 木製巾木 SOP 塗、モルタル巾木 VP 塗、モルタル金ゴテエポキシ防塵ペイント、磁器質タイル 

壁 

モルタル金ゴテ VP 塗 

陶器質タイル貼り 

グラスウール張り 

天 井 

無機質吸音板（システム天井下地） 

セメント板（システム天井下地） 

モルタル補修 EP 塗 

グラスウール板張り 

建 具 
外 部 アルミ製窓、アルミ製ガラリ、アルミ製ドア及びスチール製ドア 

内 部 アルミ製、スチール製及び木製建具 

 

表 41  外部仕上、内部仕上の材料の採用理由 
 採用理由 調達方法 

外部仕上 

屋 上 
外気温が35度程度に達するため、断熱材は不可欠である。従って断熱層厚さ30mm

を確保し、防水材として最も信頼のおけるアスファルト防水を施す。 

現地調達可能

外 壁 
現地で一般的に使用されているブロック積みとする。施工性及び精度の点から、

現地にて一般的に用いる材料であるため信頼性が高い。 

内部仕上 

床 

耐久性、維持管理に優れた材料を適材適所に使用する。業務を行う室、一般室、

廊下･階段はビニールタイル、塵等を嫌う部屋には防塵ペイント仕上げとする。 

コンピュータを設置する室は床下配線のためアクセスフロアーとする。 

壁 
耐久性を重視しモルタル金ゴテとし、汚れを防ぐためビニール系の塗装とする。

また便所と掃除用具入には陶器質タイルを使用する。 

天 井 
居室の部屋には空間の環境と空調性能を高めるために、無機質吸音板を使用す

る。無機質吸音はアスベストが含まれないものとする。 
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建  具 

外 部 耐久性、扱い易さ、精度の点からスチール製及びアルミ製とする。 

内 部 
施工性、維持管理の点からスチール製及び木製建具でオイルペイント塗りとす

る。 
 
 

5. 構造計画 

I. 構造設計基準 

構造計算は「パ」国の基準 BCP（Building Code of Pakistan）を基本として、必要に応じて日

本建築基準法、日本建築学会設計基準（AIJ）、米国の Uniform Building Code(UBC)を参考にする。 

 

II. 地盤状況と基礎計画 

気象レーダー塔施設は、わずかな不同沈下でも精度の高い気象レーダー観測には致命傷となる

ことから、建物を沈下させない基礎構造が要求される。加えて、気象レーダーの観測精度を保つ

ためには、気象レーダー塔の剛性が重要であり、建物の水平変形角の傾きを 0.075 度以下とする。

各既設気象レーダー観測所の地盤状況と建設予定の気象レーダー塔施設の基礎計画を次の表に示

す。 

表42  既設気象レーダー観測所の地盤状況と気象レーダー塔施設の杭と基礎 
 カラチ気象レーダー塔施設 

支持層の深さ 33.63m 

支持層のN値 50以上 

杭の必要性 有り 

必要杭長さ 30.0m 

必要杭本数 24本 

杭径（直径） 1.2m 

基礎形態 杭基礎（場所打ちコンクリート杭） 

 

III. 架構形式 

架構は「パ」国の一般的構法である鉄筋コンクリート・ラーメン構造とする。床版は鉄筋コン

クリート造とし、外壁及び間仕切壁はブロックとする 

 

IV. 設計荷重 

a） 固定荷重 

建築構造材・仕上げ材の自重を全て計算する。また特殊固定荷重として以下のものを見込む。 

表 43  気象レーダー塔の特殊固定荷重 
機材設置場所（室名） 気象レーダーシステム機材名 重量 

屋上 レドーム、アンテナ及びペデスタル 4.5 トン

レーダー機械室 
送受信機、信号増幅装置等 3.0 トン

信号処理装置、アンテナ制御装置等 2.0 トン

電気・電源供給室 耐雷トランス、自動電圧制御装置（機材側、建築側双方）、キャパシタ 6.0 トン
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b） 積載荷重 

気象レーダー塔内の殆どの部屋は、機器を収容するものであるため、日本国における通信機

械室の積載荷重と同程度の荷重を採用する。 

 

c） 風荷重 

「パ」国の建築基準“BCP-SP-2007（Building Code of Pakistan– Seismic Provisions-2007）”

に記載されている以下の設計用速度圧の算出方法を用いて、カラチの風荷重を算出する。 

設計用速度圧 P＝Ce×Cq×Iw×Qs（kN/m2） 

Ce：地表面粗度区分と施設高さによるガスト影響係数 

Cq：風力係数 

Iw：重要度係数 

Qs：基準風速圧（kN/m2） 

 P = 2.16×3.6×1.15×0.78 = 6.98kN/m2 ≈ 7kN/m2 

Ce=2.16 Cq=3.60 Iw=1.15 Qs=0.78 

 

d） 地震力 

カラチは、「パ」国の建築基準である

「Building Code of Pakistan-Seismic 

Provisions-2007」の地震ゾーン分け地図

の Zone 2B に位置している。そのため、

Zone 2B の地震地域係数である Z = 0.20

を適用して地震荷重を算出する。また気

象レーダー塔施設の重要度を考慮して、

重要度係数 I は最も重要な施設に使用す

る 1.25 を採用する。 

 

V. 使用構造材料 

使用材料は全て現地調達とする。 

•  コンクリート：普通コンクリート 設計基準強度 Fc=24N/mm2（基礎～8階床）、 

Fc=21N/mm2（8 階柱以上） 

•  セメント（ASTM (American Society for Testing and Materials)又は同等品） 

•  鉄筋：異形鉄筋（ASTM A615 Grade 60 又は同等品） 

 Zone 1 

 Zone 2A

 Zone 2B

 Zone 3 

 Zone 4 

 

図 21  「パ」国地震ゾーン分け地図 
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6. 電気設備計画 

I. 電力引込設備 

 

 

 

II. 非常用発電機設備 

表 45  自家発電機設備 
 カラチ気象レーダー塔施設 

自家発電機台数 2 台 

発電容量 75kVA 

発電機出力 400V、3 相 4線、50Hz 

燃料タンク容量 1,000 リットル 

  

III. 幹線・動力設備 

電力幹線は、電気室内の配電盤から建物内の電灯分電盤、動力制御盤までケーブルラック及び

金属管内配線にて配電を行う。電気室内の配電盤から施設内の各分電盤及び制御盤へ配電し、施

設内部は鉄製配管方式とする。各機器の異常警報は、24 時間体制で運用される観測室の警報盤に

表示させる計画とする。 

 

 

 

 

 

 

IV. 電灯・コンセント設備 

使用電圧は単相 230V とし、すべての器具類には接地極を設け、配管は鉄製鋼管とする。照明器

具は、エネルギー消費が少ない LED を主体として使用する。各室の照度基準は下記の通りとする。 

表 47  各室の照度基準 
 カラチ気象レーダー塔施設 

レドーム室 200 Lx 

レーダー機械室 300 Lx 

観測室 300 Lx 

発電機室 200 Lx 

電気・電源供給室 200 Lx 

ポンプ室 200 Lx 

エントランスホール 200 Lx 

その他の部屋 200 Lx 

 

表 44  電力引込設備 
 カラチ気象レーダー塔施設 

施設内引込電力(既設電力計定格出力) 400V、3 相 4線、50Hz 

表 46  幹線・動力設備 
 カラチ気象レーダー塔施設 

電灯・動力幹線 230V/400V、3 相 4線 

動力分岐 400V、3 相 4線 

電灯分岐 230V、単相 2 線 

機材側分岐 400V、3 相 4線 
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コンセントはスイッチ付のものとし、一般用コンセントの他に、レーダー機械室、観測室に OA

機器専用のコンセントを設け、各機材の配置や容量に合わせて計画する。 

 

V. 電話設備 

建物内に引込み端子盤、中継端子盤及び電話機を設け、必要各室の電話アウトレットまで配管

配線を行う。 

 

VI. インターホン設備 

レーダー機械室及び観測室の夜勤職員と夜間来訪者の防犯管理のため、玄関口及び各現業室内

にインターホン設備を設置する。 

 

VII. 警報設備 

観測室に警報盤を設け、下記設備の警報を出し表示する。 

•  レーダー機械室エアコン（ユニット）の故障  

•  レーダーバックアップユニットの故障 

•  発電機の故障及びオーバーヒート 

•  施設配電盤、施設用分電盤、機材用分電盤のブレーカートリップ 

 

VIII. 接地設備 

接地設備をレーダー機械室及び 2 階に設ける接地用端子盤に接続し接地する。電気室内の機器

の接地工事は接地端子盤を経て接地し、電話設備用接地は敷地内に接地極を設け端子盤まで配線

する。 

 

IX. 避雷設備 

レドーム上部に避雷針（機器工事ポーション）及び屋上手摺にむね上導体を設置する。レドー

ム内に接続ボックスを設け、建物内は銅バー及びビニール管で配線し、試験用端子盤を経て接地

する。レドームに付帯している避雷針からレドーム内接続ボックスまでの接続は、機器工事ポー

ションとする。 

 

X. 航空障害灯設備 

機材ポーションであるレドーム上部の航空障害灯用接続ボックス1ヶ所をレドーム内に設ける。

またレドームルーフに設置される航空障害灯は建築ポーションとし、全ての航空障害灯用の配電

盤を電気室及び自動点滅スイッチを観測室の外壁に設けることとし、全ての航空障害灯には避雷

器（サージアレスター）も付帯させる。レドームに付帯している航空障害灯からレドーム内に設
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ける接続ボックスまでの接続は、機器工事ポーションとする。 

 

XI. 火災報知設備 

火災報知設備を、レーダー機械室、電気・電源供給室、発電機室に設置する。警報盤は、観測室へ設

置する。 

 

7. 給排水衛生設備計画 

I. 給水設備 

PMD カラチには公共の水道設備が既に整備されているため、施設外部に給水管接続用ゲートバル

ブを設け、水道からの給水管と接続する。給水方式は受水槽、揚水ポンプ、高置水槽を設置した

重力給水方式とする。 

 

II. 排水設備 

排水は雨水排水とは分流とし、汚水、雑排水の 2 系統に分ける。汚水は浄化槽で処理し、浸透

舛に流入させる。雑排水は、直接浸透舛に流入させる。浄化槽及び浸透舛の容量は気象レーダー

塔施設内で業務を行う職員数と外来者等を考慮して、12 人用とする。 

 

III. 衛生器具設備 

 大便器 ：タンク式洋風便器とする 

 小便器 ：ストール型とする 

 洗面器 ：壁掛そで付型とする 

 掃除流し：壁掛型とする 

 

IV. 消火器 

表 48  消火器 
 カラチ気象レーダー塔施設 

レドーム室 CO2 タイプ 

レーダー機械室 CO2 タイプ 

観測室 CO2 タイプ 

発電機室 ABC タイプ 

電気・電源供給室 CO2 タイプ 

ポンプ室 CO2 タイプ 

湯沸室 ABC タイプ 
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8. 空調・換気設備計画 

レーダー機械室、観測室及び電気・電源供給室に設置されるレーダー関連機材等は、空調設備な

くては運用が困難なため、複数台設置して、絶えず機材のために良好な環境が保たれるよう計画

する。空調機器は、万一の故障が起きてもレーダーシステム運用に対する弊害を最小限に抑える

ため、パッケージシステムとする。次表の各室に空調（冷房）及び換気設備を設置する。 

表 49  空調設備を設置する室 
 カラチ気象レーダー塔施設 

レドーム室 強制換気 

レーダー機械室 エアコン設備  全熱交換機 

観測室 エアコン設備  強制換気 

発電機室 強制換気 

電気・電源供給室 エアコン設備  強制換気 

ポンプ室 強制換気 

シャワー室 強制換気 

便所 強制換気 

湯沸室 強制換気 

湯沸室及び便所などの臭気の生ずる部屋には、天井扇を設置し強制換気を行う。発電機室、電

気・電源供給室、ポンプ室等は、発熱する機器が多く設置されるため同様に換気を行う。また室

内環境を下記の環境条件にする必要がある部屋には換気設備を設ける。 

 

＜環境条件＞ 

•  外気条件：気温 33℃ （最大外気温 44℃） 

•  内部条件：温度 26℃  湿度 40～60％  

レーダー機械室及び電気・電源供給室温度 25℃  湿度 40～60％ 

 

気象レーダー塔施設設備計画関連系統図を次ページより添付する。 

 

カラチ気象レーダー塔施設 

 

 電気引込系統図 ：SD-01 

 幹線・動力設備系統図 ：SD-02 

 電話・インターホン設備系統図 ：SD-03 

 火災報知設備系統図 ：SD-04 

 警報設備系統図 ：SD-05 

 避雷・接地設備系統図 ：SD-06 

 航空障害灯設備系統図 ：SD-07 

 給水・排水設備系統図 ：SD-08 

 空調・換気設備系統図 ：SD-09
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３－２－３ 概略設計図 

 

概略設計図を次ページより添付する。 

 

PMD カラチ（カラチ気象レーダー塔施設） 

 

 配置図 ：A -01 

 1 階平面図 ：A -02 

 メンテナンスピット階平面図 ：A -03 

 2 階、3階平面図 ：A -04 

 4 階、5階平面図 ：A -05 

 6 階、7階平面図 ：A -06 

 8 階、9階平面図 ：A -07 

 10 階、11 階平面図 ：A -08 

 12 階、13 階平面図 ：A -09 

 14 階、15 階平面図 ：A -10 

 立面図 1 ：A -11 

 立面図 2 ：A -12 

 断面図 ：A -13 

 

 機材レイアウト図 1 ：EQ-01 

 機材レイアウト図 2 ：EQ-02 

 機材レイアウト図 3 ：EQ-03 

 

PMD イスラマバード本局（国家気象予報センター） 

 

 機材レイアウト図 4 ：EQ-04 

 

PMD カラチ（熱帯サイクロン警報センター） 

 

 機材レイアウト図 5 ：EQ-05 

 機材レイアウト図 6 ：EQ-06 

 

カラチ国際空港気象事務所 

 

 機材レイアウト図 7 ：EQ-07 

 

PMD ラホール 洪水予報局 

 

 機材レイアウト図 8 ：EQ-08 
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３－２－４ 施工計画／調達計画 

 

３－２－４－１ 施工方針／調達方針 

 

 本プロジェクトは、気象観測機材、通信機材の調達・据付および建築工事からなり、それらの整合

性を図ることが重要である。 

 

1） 事業実施主体 

 本プロジェクトの事業実施主体は、内閣府航空部傘下の PMD であり、コンサルタント契約及びコン

トラクター契約の契約当事者である。PMD は「パ」国の気象業務を行う唯一の政府機関であり、気象

観測、気象データ通信、データ処理・解析、気象予報、気象情報伝達と、気象に係わる全ての業務を

行っている。 

 

2） コンサルタント 

 「パ」国政府及び日本国政府間での交換公文（E／N）及び「パ」国側と JICA の間での贈与契約（G

／A）署名後、本プロジェクトのコンサルティング・サービス契約が早急に締結されることが肝要で

ある。コンサルティング・サービス契約は、PMD と、日本国の法律に従って設立され、日本国内に主

たる事務所を有し、且つ JICA の推薦を受けたコンサルタントの間で締結される。 

 コンサルティング・サービスの契約締結後、コンサルタントは本プロジェクトのコンサルタントと

なる。コンサルタントは「パ」国及び日本国内で詳細設計を行い、技術的仕様書、図面、図表等を含

む入札書類を作成するものとする。これに加え、コンサルタントは PMD が行う入札会の補助を行い、

本プロジェクトを成功裏に完了するために施工・調達監理を引き続き行う。 

 

3） 請負者（コントラクター） 

 本プロジェクトの請負者（機材調達業者及び建設工事業者）は、一定の資格を有する日本国法人を

対象とした一般入札により選定される。選定された請負者は、PMD と結ばれる契約に基づき、施設建

設、機材製作・調達・設置等を行う。 

 

 

３－２－４－２ 施工上／調達上の留意事項 

 

＜機材設置に関する留意事項＞ 

気象レーダーシステム、コンピューターをはじめ、複雑な電気・電子回路を有する機器類が本プロ

ジェクトで建設されるレーダー塔に据付けられる。建設工程に従い、電源装置、バックアップ装置機
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器（AVR、電源供給キャパシタ等）の据付け、機器の調整・配線時には、電気技術者の派遣が必要で

ある。また、レーダーシステム、コンピューター機器、複雑な気象観測機器の設置、調整、試験稼動

時には、全システムに高い精度と機能を発揮させるため、気象レーダーシステム、データ伝送、コン

ピューターネットワーク、ソフトウェア等技術者の派遣が必要となる。高い精度と機能は、正確な気

象観測に欠かすことができないものである。 

更に、PMD による機材の適切で効果的な運用保守をはかるため、PMD 技術者への技術移転として、

派遣された技術者より、据付け工事期間中及び据付け完了後に現地研修（OJT）を実施する。 

 

 

３－２－４－３ 施工区分／調達・据付区分 

 

本案件の実施にあたり、日本国無償資金協力と「パ」国側の施工区分を次に示す。 

表50  日本国無償資金協力と「パ」国側の施工区分 

No. 項目 
日本政府無償資金

による負担範囲 

「パ」国（PMD）に

よる負担範囲 

 一般項目   

1 「パ」国で必要な制度上、法律上の手続き全般  ● 
2 「パ」国で必要な環境影響評価手続き（必要であれば）  ● 

3 

本プロジェクトにおいて輸入される資機材に対する免税手続き及び陸

揚げ港での通関手続きに必要な書類の通関業者/輸送業者（請負業者に

より雇用された）に対する提供 

 ● 

4 

PMD イスラマバード本局及び PMD カラチにおいて、本プロジェクトの実

施に必要となる、コンサルタントと請負業者に必要なインターネット

接続可能な作業スペースの提供 

 ● 

5 海外（日本）からの材料や機材の海上（航空）輸送 ●  
6 「パ」国の陸揚げ港からサイトまでの国内輸送 ●  

7 

「パ」国以外の日本及び諸外国（従属国を含む）国籍を有する、本プ

ロジェクト実施に関与する人員のビザ発給の保証（期間延長を含む）

及び必要な手続き等、「パ」国入国及び滞在に必要となる事項 

 ● 

8 
契約に基づいた製品やサービスの供給に関連した、被援助国で課され

る関税、内国税、その他の課税の免除 
 ● 

9 
コンサルタント及び請負業者の支払授権書発行及び支払授権書修正

（要請に応じて）のための銀行手数料の支払い 
 ● 

10 
本プロジェクトの実施に必要な、日本の無償資金が負担する以外の全

ての費用負担 
 ● 

11 
本プロジェクトの実施前及び実施期間中に、各サイト及び日本を含む

諸外国国籍を有する、本プロジェクトに任命された人員の安全確保 
 ● 

 気象レーダー塔施設建設   

12 建設敷地整地  ● 

13 
建設請負業者の事務所、作業場、建築資材倉庫等の仮設設備のため、各

サイトにおけるスペースの提供 
 ● 

14 気象レーダー塔施設建設に必要となる関係機関からの許可取得  ● 

15 
カラチ気象レーダー塔施設に必要な、容量 100kVA の商用電源（400V、

3 相 4線、50Hz）の基幹電気ラインからの敷設（電柱、ケーブル等を含
 ● 
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む） 

16 
カラチ気象レーダー塔施設に対する商用電源供給に必要なステップダ

ウントランスの設置 
 ● 

17 
カラチ気象レーダー塔施設に必要な水道設備、電話設備、インターネ

ット設備等の付帯設備 
 ● 

18 建設作業のための仮設（電気、水設備等）の提供  ● 

19 

気象レーダー塔施設建設のための 

a) 建築・土木工事 

b) 電気設備工事（避雷設備を含む） 

c) 空調・換気設備工事 

d) 衛生設備工事 

●  

20 気象レーダー塔施設用家具の調達・設置 ●  

21 
ガーデニング、フェンス、門、敷地境界壁、敷地内外の外部照明等の

屋外施設 
 ● 

22 
気象レーダー塔施設及び設備運用・維持管理に関しての、請負業者に

よる PMD に対する初期運用研修 
●  

23 研修受講職員の派遣費用負担（日当、交通費、宿泊費等）  ● 

24 
機材設置の完了日から12ヶ月間の請負業者による本プロジェクトで建

設された気象レーダー塔施設に対する保証の提供 
●  

 機材の設置作業   

25 
設置作業中に必要となる資材、工具及び機材の仮設保管場所の提供及

び配置 
 ● 

26 

カラチ気象レーダーシステムの観測データを送信するために必要とな

るVPN（Virtual Private Network）構築のための信頼性が高く且つ高速

なインターネット環境の提供（PMD本局イスラマバード国家気象予報セ

ンター、PMDカラチ、カラチ国際空港気象事務所、新ベナジル・ブット

国際空港気象事務所及びPMDラホール洪水予報部） 

 ● 

27 供給される機材（PC 端末及び周辺機器）への IP アドレスの提供  ● 

28 

供給される機材（PC 端末及び周辺機器）を設置するため、PMD 本局イ

スラマバード国家気象予報センター、PMD カラチ熱帯サイクロン警報セ

ンター、カラチ国際空港気象事務所、新ベナジル・ブット国際空港気

象事務所及び PMD ラホール洪水予報部での必要スペースの確保 

 ● 

29 本プロジェクトの実施に必要な機材の調達・設置・調整 ●  
30 本プロジェクトで調達される機材の設置用家具の調達・設置・調整 ●  
31 全システムの稼働開始 ●  

32 
調達機材の運用・維持管理に関する、請負業者による PMD に向けた初

期運用研修 
●  

33 研修受講職員の派遣費用（日当、交通費、宿泊費等）  ● 

34 
機材設置の完了日から12ヶ月間の請負業者による本プロジェクトで設

置された機材に対する保証の提供 
●  

 本プロジェクト完了後   

35 既設の門、敷地境界壁、敷地内外の外部照明等の改修  ● 
36 機材の円滑な運用・維持管理に必要な職員の配置  ● 
37 機材の円滑な運用・維持管理に必要な予備部品や消耗品の調達  ● 

38 
本プロジェクトで建設された気象レーダー塔施設が長期にわたり効率

的に機能するための適切な運用・維持管理 
 ● 

39 本プロジェクトで建設された施設と調達機材の効果的利活用  ● 

40 円滑な気象レーダー観測と予報業務に必要な予算と人員の確保  ● 

41 
全てのオペレーション/アンチウィルス/アプリケーション・ソフトウ

ェアの定期的なアップデート 
 ● 
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３－２－４－４ 施工監理計画／調達監理計画 

 

1） 施工監理主要方針 

① 我が国の無償資金協力方針及び準備調査設計内容に従い、機材調達、施工監理業務を実施する。 

② 関係機関や担当者と密接に連絡をとる。 

③ 公正な立場に立って、施工関係者に対して迅速かつ適切な指導と助言を行う。 

④ 災害を引き起こすであろう気象現象の発生を的確に把握し、安全を最優先に工事を進める。 

 

2） 工事監理体制 

① 施設建設工事期間及び機材据付期間中は現地常駐監理者を最低 1 名「パ」国に派遣する。常駐

監理者は PMD の担当者とともに、施工指導、監理等を行う。 

② 機材の設置・調整及びソフトウェアインストールに際しては、適宜コンサルタント監理者（各

システム・装置に関する技術者）を現地に派遣し、指導・検査等を行う。 

③ 国内に支援要員を配置し、機材の性能検査、調整、検査等に立ち会う。 

④ サイトでのデータ伝送テスト時には、適宜関連技術者を現地に派遣する。 

 

3） 監理業務内容 

① 監理業務 

コンサルタントは実施機関の代理として入札関連・調達監理業務を実施する。 

② 施工図、資機材等の検査・確認 

コンサルタントは、コントラクターから提出される施工図、製作図等の検査・確認を行う。 

③ 進捗監理 

コンサルタントは、必要に応じて実施機関や在パキスタン日本国大使館、JICA パキスタン事務

所を含む関係機関へ進捗状況を報告する。 

④ 支払い承認手続き 

コンサルタントは、支払い手続きに関する協力を行う。 

 

３－２－４－５ 品質管理計画 

 

カラチでは、日中 30 度を超える時もあることから、コンクリート温度が 30 度を越す暑中コンクリ

ート対策が必要となる。暑中コンクリートを含むコンクリートの品質管理として、コンクリート打設

時の外気温とコンクリート温度を測定し、コンクリートの品質を確保する。主要工種の品質管理計画

は、以下の通りである。 
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表 51  品質管理計画 
工事 工種 管理項目 方法 備考 

躯体工事 ｺﾝｸﾘｰﾄ工事 ﾌﾚｯｼｭｺﾝｸﾘｰﾄ 

ｺﾝｸﾘｰﾄ強度 

ｽﾗﾝﾌﾟ･空気量･温度 

圧縮強度試験 

塩化物料試験 

ｱﾙｶﾘ骨材反応試験 

公的試験所にて圧縮強度試験

を行う。 

塩化物料試験及びｱﾙｶﾘ骨材反

応試験は、「パ」国での実施が

不可能なため、日本にて実施す

る。 

鉄筋工事 鉄筋 

配筋 

鉄筋引張試験､ﾐﾙｼｰﾄ確認 

配筋検査(寸法､位置) 

工場製品の検査成績書確認

鉄筋引張強度試験は、民間の試

験所に依頼する。 

杭工事 材料、支持力 支持力の確認  

仕上げ工事 屋根工事 出来映え･漏水 外観目視･散水検査  

 ﾀｲﾙ工事 出来映え 外観目視検査 

左官工事 出来映え 外観目視検査 

建具工事 製品 

取付精度 

工場製品の検査成績書確認

外観･寸法検査 

塗装工事 出来映え 外観目視検査 

内装工事全般 製品･出来映え 外観目視検査 

電気工事 受変電設備工事 性能･動作･据付状況 工場製品の検査成績書確認

耐圧･ﾒｶﾞｰ･動作ﾃｽﾄ･外観 

 

 配管工事 屈曲状況､支持間隔 外観･寸法検査 

電線､ｹｰﾌﾞﾙ工事 ｼｰｽの損傷 

接続箇所の緩み 

成績書確認､敷設前清掃 

ﾎﾞﾙﾄ増締後ﾏｰｷﾝｸﾞ 

避雷針工事 抵抗値､導体支持 抵抗測定･外観･寸法検査 

照明工事 性能･動作･取付状況 成績書確認･照度ﾃｽﾄ･外観

機械設備工事 給水配管工事 支持間隔､漏水 外観､漏水､水圧ﾃｽﾄ  

 排水配管工事 勾配･支持間隔･漏水 外観､漏水､通水ﾃｽﾄ 

空調機工事 性能･動作･据付状況 成績書確認､室温ﾃｽﾄ 

衛生陶器取付工事 動作･取付状況･漏水 外観､通水ﾃｽﾄ 

 

 

３－２－４－６ 資機材等調達計画 

 

（1） 機材調達 

 

機材・システムを供給するにあたり最も留意すべきことは、保守の方法と、「パ」国内での必要な

部品や消耗品の調達状況である。機材の調達は本プロジェクト完成後における保守を考慮しなければ

ならない。固体化電力増幅式気象ドップラーレーダーシステムで既に実用化され且つ技術が確立され

ており、観測精度、信頼性、耐久性が気象観測業務に耐えうるものとして確認されているシステムは、

日本製以外にはない。固体化電力増幅式気象ドップラーレーダーシステムの心臓部である送信装置は、

平均故障間隔（Mean Time Between Failure: MTBF）：約 100,000 時間、平均修理時間（Mean Time To 

Repair: MTTR）：0.5 時間（部品交換時間）として設計されている。また我が国の無償資金協力により、

途上国に整備された日本製気象レーダーシステムの殆どが、長年に渡り良好に稼働していることから、

世界的にも日本製気象レーダーシステムに対する信頼度が高い。WMO も特に運用維持管理の面で問題

が多い途上国においては、日本製気象レーダーシステムが最適であると言及している。 
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「パ」国には、主なコンピューター機器製造メーカーの支社／現地法人があり、また代理店も多く

存在する。そのためコンピューター機器の維持管理の容易さを考慮すると、「パ」国内の市場で販売

されている機器を、本プロジェクトのコンピューターシステムや、その他の複雑なシステムに使用す

ることが重要である。なお、機器の調達計画は、可能な限りの機種の統一化、スペアパーツの調達と

保守作業の容易さなどの視点で決定することが望ましい。 

 

（2） 建設資材 

 

1) 建設資材調達方針 

主要建設資材は現地調達が可能であるため、現地調達を基本とする。また ASEAN 諸国等から輸

入された建設資材が現地市場に出回っており、容易に入手可能であるため、現地調達と見なす。

施設完成後の維持管理の点でも有利であるため、現地調達可能な資材を積極的に活用する。 

 

2) 建設資材調達計画 

① 建築躯体工事 

通常ポルトランドセメントは「パ」国内で生産されており、一般に 50kg の袋詰めで供給されて

いる。コンクリート用の粗骨材はカラチ市内で調達でき、鉄筋及び鋼材に関しては、「パ」国内で

生産されているため、調達可能である。また、コンクリートブロックも、現地製品が使用可能で

ある。 

 

② 建築内外装工事 

内外装資材の木材、タイル、塗料、ガラス、アルミ製品等は、現地製品及び輸入製品ともに市

場に出回っており調達可能であるため、現地調達を原則とする。 

 

③ 空調衛生工事 

外国製空調機器、換気ファン、ポンプ類、各種器具類、衛生陶器類は現地市場では一般的であ

るが、容量の大きな空調機器及び換気ファンも現地で調達可能である。 

 

④ 電気工事 

現地製品及び輸入製品の照明器具、スイッチ類、ランプ、電線、ケーブル、配管材等が現地市

場に出回っているため、維持管理を重視し現地調達を原則とする。配電盤、分電盤、制御盤等の

注文生産品も、ASEAN 諸国等より輸入されたものが調達可能である。 
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表 52  主要建設資材調達計画表 建築工事 

建設資材 
現地事情 調達計画 

状況(注) 輸入先 現地 第三国 日本 

ﾎﾟﾙﾄﾗﾝﾄﾞｾﾒﾝﾄ ◎  ✓   

砂･砂利 ◎  ✓   

鉄筋 ◎  ✓   

型枠 (ﾍﾞﾆﾔ) ◎  ✓   

ｺﾝｸﾘｰﾄﾌﾞﾛｯｸ ◎  ✓   

ｱｽﾌｧﾙﾄ防水 △  ✓   

木材 ◎  ✓   

ｱﾙﾐ製建具 △  ✓   

鋼製建具 △  ✓   

木製建具 ◎  ✓   

ﾄﾞｱﾊﾝﾄﾞﾙ、ﾛｯｸｾｯﾄ ◎  ✓   

ﾌﾛｱｰﾋﾝｼﾞ ◎  ✓   

普通ｶﾞﾗｽ ◎  ✓   

ｶﾞﾗｽﾌﾞﾛｯｸ ◎  ✓   

ｻｲｸﾛﾝｶﾞﾗｽ（合わせｶﾞﾗｽ） ◎  ✓   

ｱｸｾｽﾌﾛｱｰ（一般用） ◎  ✓   

ｱｸｾｽﾌﾛｱｰ（耐重用） △  ✓   

塗料 ◎  ✓   

石膏ﾎﾞｰﾄﾞ ◎  ✓   

ｾﾒﾝﾄﾎﾞｰﾄﾞ ◎  ✓   

吸音板(T ﾊﾞｰ) ◎  ✓   

ｸﾞﾗｽｳｰﾙ、ｸﾞﾗｽｸﾛｽ ◎  ✓   

ｶｰﾍﾟｯﾄﾀｲﾙ △  ✓   

PVC ﾀｲﾙ ◎  ✓   

磁器質ﾀｲﾙ  ◎  ✓   

陶器質ﾀｲﾙ  ◎  ✓   

床点検口 ◎  ✓   

流し台ｾｯﾄ ◎  ✓   

ﾙｰﾌﾄﾞﾚｲﾝ ◎  ✓   

ｽﾁｰﾙ製竪樋 (溶融亜鉛ﾒｯｷ) ◎  ✓   

外構用ｺﾝｸﾘ-ﾄ舗装ﾌﾞﾛｯｸ ◎  ✓   

吹付ﾀｲﾙ塗装材 ◎  ✓   

ｺｰｷﾝｸﾞ ◎  ✓   

注) ◎ 「パ」国の市場で入手が容易 

   △ 「パ」国の市場で入手可能だが種類･量が限られる 

   × 「パ」国の市場で入手困難 
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表 53  主要建設資材調達計画表 空調・衛生・電気設備工事 

工事種別 建設資材 
現地事情 調達計画 

状況(注) 輸入先 現地 第三国 日本 

空調設備 空調機 △  ✓   

全熱交換機 △  ✓   

換気機器 △  ✓   

給排水･衛生設備 衛生陶器 ◎  ✓   

配管材 ◎  ✓   

消火器 ◎  ✓   

揚水ﾎﾟﾝﾌﾟ ◎  ✓   

電気温水器 ◎  ✓   

電気設備 照明器具（LED を含む） ◎  ✓   

航空障害灯（LED） △ 日本   ✓ 

盤類(操作回路) △  ✓   

電線･ｹｰﾌﾞﾙ類 ◎  ✓   

電線管 (PVC) ◎  ✓   

電線管 (金属管) ◎  ✓   

ｹ-ﾌﾞﾙ ﾗｯｸ ◎  ✓   

電話設備 △  ✓   

耐雷ﾄﾗﾝｽ △ 日本   ✓

AVR △ 日本   ✓

火災報知設備 ◎  ✓   

ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ発電機 ◎  ✓   

避雷設備 ◎  ✓   

注) ◎ 「パ」国の市場で入手が容易 

   △ 「パ」国の市場で入手可能だが種類･量が限られる 

   × 「パ」国の市場で入手困難 

 
 

3) 輸送計画 

国際的な主要地から資機材を輸送する場合、「パ」国の主要港であるカラチ港まで海上輸送し、

カラチ港にて陸揚げした後、各サイトまで陸路にて輸送する事となる。日本の主要港からカラチ港

までの、定期船の配船予定及び所要日数を下表に示した。 

 

 

 

＜輸入免税手続＞ 

「パ」国で輸入免税手続を行う場合には、下表に示した 2段階の手続きを行う必要がある。必要書

類を「パ」国連邦国税庁へ提出後、輸入品免税証明書の取得には最短で約 1ヶ月間を要することか

ら、可能な限り早い段階で手続きを開始することが重要である。 

 

 

 

表 54  日本から「パ」国のカラチ港への配船予定 
出荷地 配船予定数 所要日数 

日本（横浜、東京、名古屋、神戸） 約 6船/週 約 30 日間 
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内陸輸送 海上輸送 

イスラマバード

カラチ 

図 22  輸送ルート

表 55  免税及び通関必要手続き 
必要手続き 申請先 書類提出時期 必要期間 パキスタン気象局（PMD）の必要提出書類 申請者 

輸入品免税 
財務省歳入庁

（FBR） 
交換公文署名後

すぐ 
1 ヶ月 交換公文：コピー1部 

パキスタン

気象局（PMD）
通関 税関 入港後すぐ 10 日間 

船積み書類 

∙ 船積み送り状：オリジナル1部 

∙ 船荷証券：オリジナル1部 

∙ パッキングリスト：オリジナル1部 

財務省歳入庁発行の免税証明書：コピー1部 

 

＜「パ」国内の輸送＞ 

カラチ港で陸揚げされた機材は、各サイトまでコンテナトレー

ラーにて輸送する。道路の状態は悪くないものの、カラチからイ

スラマバードまでは、輸送途中の盗難等の危険が大きいことから、

コンテナの状態のまま施錠し輸送する。なお区間によっては、夜

間走行を避ける等の対処が必要である。 

 

 

 

出荷国 

(日本、他) 

→  コンテナ船  → 

所要日数：約 22-48 日 

配船頻度：1-6 便/週 

積替え地：シンガポール、上海等 

カラチ港 → コンテナ →

トレーラー 

1日 20km →
 
→
 

→

PMD カラチ 

カラチ国際空港 

4～5

日
1,800km PMD イスラマバード 

通関 

10 日間
2日 1,000km PMD ラホール 

図 23  各サイトまでの輸送期間 

 

３－２－４－７ 初期操作指導・運用指導等計画 

 

初期操作指導及び運用指導は、基本的に機材据付工事完了後に実施する。初期操作指導に関して

は、実際の各システム運用シミュレーションを兼ねて実施する。 

また気象レーダーシステムは、機材据付工事完了後では運用指導が出来ない項目もあるため、機材

据付工事を通して配線、配管（導波管）、ユニット交換・調整、送信機の放電方法等を PMD 技術者に

対して指導を実施する。 

初期操作指導及び運用指導を行うシステムと実施場所は次の通りである。 

表 56  初期操作指導・運用指導等実施場所 

内容 

PMD 本局イスラマ

バード国家気象

予報センター 

PMD カラチ 
カラチ国際空港

気象事務所 

新ベナジル・ブッ

ト国際空港 

気象事務所 

PMD ラホール洪水

予報部 

S バンド固体化電力増幅式気象ドッ

プラーレーダーシステム 

 電源設備 

 空中線設備 

- ○ - - - 
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 レーダー装置 

 気象データ伝送設備 

 コンピューターネットワーク装置 

 パワーバックアップ設備 

 ソフトウェア 

気象レーダーデータ表示システム 

 電源設備 

 コンピュータネットワーク装置 

 ソフトウェア 

○ 

○ 
（PMDカラチ気象レ

ーダー塔施設及び

熱帯サイクロン警

報センター） 

○ ○ ○ 

 

初期操作指導・運用指導以外にも、気象レーダーシステム据付工事期間（機材揚重及び各ユニット

据付作業後）に、据付・調整作業を PMD 職員、コンサルタント及びコントラクターが共同で行う研修

の実施が技術移転には極めて有効である。各ユニットを完全に据付け、配線、ソフトウェアインスト

ール等をコントラクター側が全て実施した後に研修を行った場合、各ユニット内の配線経路やユニッ

トの接続等、分解しないと見えない部位があり、深部の技術移転が困難となる。またソフトウェアイ

ンストールに関しても実際に自分達で行うことが習熟に繋がるため、繰り返し行うことが肝要である。

故障時等には、PMD 技術者が分解やソフトウェアの再インストールをしなくてはいけないケースも発

生することから、機材据付け時点でノウハウを伝授する。 

 

３－２－４－８ ソフトコンポーネント計画 

（1） ソフトコンポーネント 

既設イスラマバード気象レーダーシステムは、アナログ気象レーダーシステムであるため、PMD カ

ラチ技術職員は、コンピューターを含むデジタル機材に習熟している。しかしながら、本プロジェク

トで導入予定のデジタル固体化電力増幅式気象ドップラーレーダーシステムの運用維持管理の経験

を有していない。そのため、導入される気象レーダーシステムの円滑な運用維持管理、及びプロジェ

クト成果の持続性を最低限確保するため、本プロジェクト実施中において、本計画書に記載したソフ

トコンポーネントを投入することが必要であると判断した。 

 

（2） ソフトコンポーネントの目標 

以下の 3項目をソフトコンポーネントの目標とする。 

 PMD 独自による点検、調整、軽微な故障の探究・処置・復旧及び重大な故障発生時の適切な

対応（コンサルタント及び製造メーカーへの情報伝達、技術アドバイス受領等）が実施され

る。 

 気象ドップラーレーダーシステムマニュアル概要及びレーダーシステム保守管理台帳を活
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用した、迅速且つ適切な気象レーダー運用・管理が実施される。 

 気象現象を的確に把握し、気象レーダー観測データを予報業務に活用するため、雨量強度及

びドップラー速度観測のシークエンス・スケジュールに従った気象レーダー観測が実施され

る。 

 

（3） ソフトコンポーネントの成果 

ソフトコンポーネントの成果は下表の通りである。 

表 57  ソフトコンポーネントの成果 
No. 活動（技術移転）項目 成果 

1 

気象ドップラーレーダー点検、調整、軽微な故

障の探究・処置・復旧及び重大な故障発生時の

対応 

PMD 独自による点検、調整、軽微な故障の探究・処理・復旧（a.

測定器類を用いた定期保守点検、b.予備品の実機への組入れ後

の動作確認（観測状況）、c.故障探求・処置・復旧確認作業及び

重大な故障発生時の対応（コンサルタント及び製造メーカーへ

の情報伝達、技術アドバイス受領等）を PMD 技術者が習得する

2 

気象ドップラーレーダーシステムマニュアル

概要及びレーダーシステム保守管理台帳を活

用した迅速且つ適切な気象レーダー運用・管理

気象ドップラーレーダーシステムマニュアル概要及びレーダー

システム保守管理台帳を活用した、迅速且つ適切な運用・管理

技術を PMD 技術者が習得する 

3 
雨量強度及びドップラー速度観測のシークエ

ンス・スケジュールに従った気象レーダー観測

気象現象を的確に把握し、気象レーダー観測データを予報業務

に活用するため、雨量強度及びドップラー速度観測のシークエ

ンス・スケジュールに従った気象レーダー観測が開始される 

 

（4） 成果達成度の確認方法 

ソフトコンポーネントの成果達成度の確認方法は以下の通りである。 

表 58  ソフトコンポーネントの成果達成度と確認方法 
No. 活動項目 成果指標 確認方法 

1 

気象ドップラーレー

ダーの点検、調整、軽

微な故障の探究・処

置・復旧及び重大な故

障発生時の対応 

PMD 独自による点検、調整、軽微な

故障の探究・処置・復旧及び重大

な故障発生時の適切な対応が実施

される 

1)測定器類を用いた定期保守点検、2)予備品の実機へ

の組入れ後の動作確認（観測状況）、3) 軽微な故障の

探求・処置・復旧確認作業、4) 重大な故障発生時の対

応に関する習熟度を確認する 

2 

気象ドップラーレー

ダーシステムマニュ

アル概要及びレーダ

ーシステム保守管理

台帳を活用した迅速

且つ適切な気象レー

ダー運用・管理 

気象ドップラーレーダーシステ

ムマニュアル概要及びレーダー

システム保守管理台帳を活用し

た、迅速且つ適切な運用・管理が

実施される 

気象ドップラーレーダーシステムマニュアル概要の利

用頻度及びレーダーシステム保守管理台帳の記載内容

（各日、週、月）を確認する 

3 

雨量強度及びドップ

ラー速度観測のシー

クエンス・スケジュー

ルに従った気象レー

ダー観測 

気象現象を的確に把握し、気象レ

ーダー観測データを予報業務に活

用するため、雨量強度及びドップ

ラー速度観測のシークエンス・ス

ケジュールに従った気象レーダー

観測が実施される 

雨量強度及びドップラー速度観測データより、観測シ

ークエンス・スケジュールに沿った気象レーダー観測

の実施を確認する 
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（5） ソフトコンポーネントの活動（投入計画） 

ソフトコンポーネントの活動（投入計画）は以下の通りである。 

表59  ソフトコンポーネントの活動（投入計画） 

成果 
必要とされる 

技術・業種 

現況の技術と必要と

される技術レベル 

ターゲット

グループ
実施方法 実施リソース 成果品 

成果 1：気象

ドップラー

レーダー点

検、調整、軽

微な故障の

探究・処置・

復旧及び重

大な故障発

生時の対応 

気象レーダー調

整・故障探求を

行える技術を有

する技術者 

PMD には、デジタル気

象レーダーシステムの

調整・故障探求を実

施した経験を有する

技術者がいないこと

から、独自に調整・

故障探求が実施でき

るレベルの技術が必

要 

次表に示し

た通り 

測定器類を用いた定期保守点

検研修 

気象レーダー調整・

故障探求技術担当

コンサルタント：

0.77 人月（現地技

術移転期間：23 日） 

 

直接支援型 

測定器類を用い

た定期保守点検

実施手順書 納入された予備品の実機への

組入れ後の動作確認（観測状

況）研修 
予備品の実機へ

の組入れ後の動

作確認（観測状

況）手順書 

故障状態を想定し、故障探

求・処置・復旧確認研修 

重大な故障発生時の対応研修 故障探求・処置・

復旧確認手順書実施手順書の作成 

重大な故障発生

時の対応手順書

成果 2：気象

ドップラー

レーダーシ

ステムマニ

ュアル概要

及びレーダ

ーシステム

保守管理台

帳作成 

気象レーダー運

用・管理を行え

る技術を有する

技術者 

PMD には、デジタル気

象レーダーシステムの

運用・管理を行った経

験を有する技術者が

いないことから、気

象ドップラーレーダ

ーレーダーシステム

マニュアル概要及び

レーダーシステム保

守管理台帳に沿った

運用・管理が実施でき

るレベルの技術が必

要 

次表に示し

た通り 

PMD 技術者との技術ディスカ

ッション 

気象レーダー運用・

管理技術担当コンサ

ルタント：0.77 人月

（現地技術移転期

間：23 日） 

 

直接支援型 

気象ドップラー

レーダーシステ

ムマニュアル概

要 
気象ドップラーレーダーシス

テムマニュアルから最重要部

分の選出 レーダーシステ

ム保守管理台帳

• システム障害/

トラブルの発

生日時 

• システム障害/

トラブルの原

因（異音、部分

的な劣化、その

他） 

• 実施した復旧

手順 

• 交換した部品

の名称及び数

量 

• 復旧/トラブル

シューティン

グを行ったエ

ンジニア氏名

気象ドップラーレーダーシス

テムマニュアル概要の作成 

レーダーシステム保守管理台

帳の作成 

PMD 技術者による気象ドップ

ラーレーダーシステムマニュ

アル概要及びレーダーシステ

ム保守管理台帳の使用 

成果 3：雨量

強度及びド

ップラー速

度観測のシ

ー ク エ ン

ス・スケジュ

ール作成 

 

 

気象レーダー観

測データよりク

ラッター及び

ブラインドエ

リアの特定が

行え且つ「パ」

国の気象現象

に即した観測

のシークエン

ス・スケジュ

ールの作成を

行える技術を

有する技術者 

PMD には、デジタル気

象ドップラーレーダー

システムによりCAPPI

観測を実施した経験を

有する技術者がいない

ことから、雨量強度

及びドップラー速度

観測のシークエン

ス・スケジュールに

関する技術を有して

いない。そのためレ

ーダー観測シークエ

ンス・スケジュール

の重要性を認識し、

作成ができる技術が

必要 

次表に示し

た通り 

PMD 予報官及び技術者との技

術ディスカッション及び座学

気象レーダー観測技

術担当コンサルタン

ト：1.0 人月（現地

技術移転期間：30

日） 

 

直接支援型 

雨量強度及びドッ

プラー速度観測の

シークエンス・ス

ケジュール及び変

更手順書 

気象ドップラーレーダーシス

テムのクラッター及び各アン

テナ仰角時（0.5 度間隔、1～

3 度間）のブラインドエリア

の特定 

各アンテナ仰角時（0.5 度間

隔、1～3度間）のブラインド

エリア図の作成 

雨量強度及びドップラー速度

観測のシークエンス・スケジ

ュールの作成 

雨量強度及びドップラー速度

観測のシークエンス・スケジ

ュールに従った気象レーダー

観測の実施 
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（6） ソフトコンポーネントの成果品 

ソフトコンポーネントの成果品は以下の通り。 

表 61  ソフトコンポーネントの成果品（アウトプット） 
資料名 提出時期 ページ数 

1)測定器類を用いた定期保守点検、2)予備品の実機への組入れ後の動作確認（観

測状況）、3)故障探求・処置・復旧確認作業実施手順書、4)重大な故障発生時の

対応手順書 
技術移転実施後 

20 

気象ドップラーレーダーシステムマニュアル概要 30 

レーダーシステム保守管理台帳 10 

雨量強度及びドップラー速度観測のシークエンス・スケジュール及び変更手順書 10 

資料名 内容 提出時期 ページ数 

ソフトコンポーネント実

施完了報告書 

 活動計画と実績 

 計画した成果と成果の達成度 

 成果の達成度に影響を与えた要因 

 効果の持続・発展のための今後の課題・提言等 

 成果品一式 

ソフトコンポーネ

ント実施完了時 
50 

 

 

 

表 60  ソフトコンポーネントのターゲットグループ 
成果 1及び 2 のターゲットグループ 成果 3のターゲットグループ 

 
気象レーダー運用課 開発部門 

PMD カラチ熱帯サイクロン警報センター

（TCWC） 

上級電子技師 1 1 TCWC 職員 20 

電子技師 3 3   

電子技師補佐 1 -   

技師補 12 6   

技術補佐 1 -   

下級職員 4 4   
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３－２－４－９ 実施工程 

 

表 62  実施工程 

 

ソフトコンポ―ネント（活動 No.3）

ソフトコンポーネント

ソフトコンポ―ネント（活動 No.1）

ソフトコンポ―ネント（活動 No.2）

機材製作

機材輸送

機材据付／調整

電気・空調・衛生設備工事

外構工事

機材調達

仮設・杭・土工事

躯体工事

仕上工事

22 23 24

カラチ気象レーダー塔施設建設工事

工事準備

16 17 18 19 20 2110 11 12 13 14 151 2 3 4 5 6 7 8 9

実施設計

詳細設計

入札業務

71 2 3 4 5 6

25 26 27 30 3128 29

計：7.0ヶ月

計：17.0ヶ月

月

月

計：18.0ヶ月
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３－３  相手国側分担事業の概要 

 

 日本国の無償資金援助による本プロジェクトの実施にあたり、「パ」国政府に要求される負担範囲

は次の通りである。 

表63  本プロジェクト実施に必要となる負担業務 
No. 項目 

 一般項目 

1 「パ」国で必要な制度上、法律上の手続き全般 

2 「パ」国で必要な環境影響評価手続き（必要に応じて） 

3 
本プロジェクトにおいて輸入される資機材に対する免税手続き及び陸揚げ港での通関手続きに必要な書

類の通関業者/輸送業者（請負業者により雇用された）に対する提供 

4 
PMD イスラマバード本局及び PMD カラチにおいて、本プロジェクトの実施に必要となる、コンサルタント

と請負業者に必要なインターネット接続が可能な作業スペースの提供 

5 
「パ」国以外の日本及び諸外国（従属国を含む）国籍を有する本プロジェクト実施に関与する人員のビ

ザ発給の保証（期間延長を含む）及び必要な手続き等、「パ」国入国及び滞在に必要となる事項 

6 
契約に基づいた製品やサービスの供給に関連した、「パ」国政府により課される関税、内国税、その他の

課税の免除 

7 コンサルタント及び請負業者の支払授権書発行及び支払授権書修正のための銀行手数料の支払い 

8 本プロジェクトの実施に必要な日本の無償資金が負担する以外の全ての費用負担 

9 
本プロジェクトの実施前及び実施期間中に、各サイト及び日本を含む諸外国国籍を有する本プロジェク

トに任命された人員の安全確保 

 気象レーダー塔施設建設 

10 建設敷地整地 

11 建設請負業者の事務所、作業場、建築資材倉庫等の仮設設備のため、各サイトにおいてスペースの提供 

12 気象レーダー塔施設建設に必要となる関係機関からの許可取得 

13 
カラチ気象レーダー塔施設に必要な、容量 100kVA の商用電源（400V、3 相 4線、50Hz）の基幹電気ライン

からの敷設（電柱、ケーブル等を含む） 

14 カラチ気象レーダー塔施設に対する商用電源供給に必要なステップダウントランスの設置 

15 カラチ気象レーダー塔施設に必要な水道設備、電話設備、インターネット設備等の付帯設備 

16 建設作業のための仮設（電気、水設備等）の提供 

17 ガーデニング、フェンス、門、敷地境界壁、敷地内外の外部照明等の屋外施設 

18 研修受講職員の派遣費用（日当、交通費、宿泊費等） 

 機材の設置作業 

19 設置作業中に必要となる資材、工具及び機材の仮設保管場所の提供及び配置 

20 

カラチ気象レーダーシステムの観測データを送信するために必要となる VPN（Virtual Private Network）

構築のための信頼性が高く且つ高速なインターネット環境の提供（PMD 本局イスラマバード国家気象予報

センター、PMD カラチ、カラチ国際空港気象事務所、新ベナジル・ブット国際空港気象事務所及び PMD ラ

ホール洪水予報部） 

21 供給される機材（PC 端末及び周辺機器）への IP アドレスの提供 

22 

供給される機材（PC 端末及び周辺機器）を設置するため、PMD 本局イスラマバード国家気象予報センター、

PMD カラチ熱帯サイクロン警報センター、カラチ国際空港気象事務所、新ベナジル・ブット国際空港気象

事務所及び PMD ラホール洪水予報部での必要スペースの確保 

23 研修受講職員の派遣費用負担（日当、交通費、宿泊費等） 

 本プロジェクト完了後 

24 既設の門、敷地境界壁、敷地内外の外部照明等の改修 

25 機材の円滑な運用・維持管理に必要な職員の配置 

26 機材の円滑な運用・維持管理に必要な予備部品や消耗品の調達 

27 
本プロジェクトで建設された気象レーダー塔施設が長期にわたり効率的に機能するための適切な運用・

維持管理 
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28 本プロジェクトで建設された施設と調達機材の効果的利活用 

29 円滑な気象レーダー観測と予報業務に必要な予算と人員の確保 

30 全てのオペレーション/アンチウィルス/アプリケーション・ソフトウェアの定期的なアップデート 

 

 

３－４  プロジェクトの運営・維持管理計画 

 

（1） 機材の運営維持管理計画 

 

1) 気象レーダーの運用計画 

本プロジェクト完工後の気象レーダーの運用を「パ」国のカラチの降水現象に従い、以下のよ

うな計画とすることで PMD より合意を得た。 

表 64  計画されているカラチ気象レーダー運用時間（年間）概算 

  

月 1 月 2 月 3 月 4 月 5 月 6 月 7月 8月 9月 10 月 11 月 12 月

運用時間

（年間）

運用時間/日 3 3 6 3 3 12 24 24 12 6 3 6 

日数/月 31 28 31 30 31 30 31 31 30 31 30 31 

運用時間/月 93 84 186 90 93 360 744 744 360 186 90 186 3,216 

 

 

2) カラチ気象レーダー観測所の人

員配置計画 

PMD は、カラチ気象レーダーシステム

の運用維持管理を実施する技術者を図

に示したのように全体で 36 人体制とす

る計画である。 

 

 

 

 

 

9  13 

31 

0  0 

77 

143 

124 

75 

26 
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36 

4  3  3  0  0 

14 

46 
33 

26 

3  0 
10 

0

10‐Year Maximum

10‐Year Average

カラチ降水量（mm/24 時間）：2003 年～2012 年） 

10 年間の日最大降水量

10 年間の日平均降水量

気象台長 

Chief Meteorologist 

カラチ 

Karachi 

上級電子技師（1） 

Senior Electronic 

Engineer 

開発部門 

上級電子技師（1） 

Senior Electronic 

Engineer 

気象レーダー運用課

電子技師（3） 

Electronic Engineer 

下級職員（4） 

Junior Staff 

技術補佐（1） 

Technical Assistant 

技師補（12） 

Sub-Engineer 

電子技師（3） 

Electronic Engineer 

技師補（6） 

Sub-Engineer 

下級職員（4） 

Junior Staff 

電子技師補佐（1） 

Asstt. Electronic 

Engineer 

図 24  計画されている PMDカラチ気象レーダー観測所組織図
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3) 機材運用維持管理計画 

機材運用維持管理を適切に実施するために以下の点を重点に行うことが重要である。 

 スタッフへの技術訓練 

 問題・故障への対応方法の確立 

 部品及び消耗品の交換修理記録の徹底 

 定期的な部品交換やオーバーホールの実施 

 運用・管理体制の整備 

 技術的・財政的自立発展性の確保 

 

（2） 施設の運営維持管理計画 

 

PMD による気象レーダー塔の運用維持管理においては、①日常清掃の実施、②磨耗・破損・老朽

化に対する修繕、③安全性と防犯を目的とする警備、この 3 点が中心となる。日常清掃の励行は、

施設利用者である職員の勤務態度に好影響を与え、施設・機材の取り扱いも丁寧になる。更に、機

材の性能をより長く維持するためにも重要である。又、破損・故障の早期発見や初期修繕につなが

り、設備機器の寿命を延ばす事にもなる。 

気象レーダー塔定期点検の概要は、一般的に以下の通りである。 

表 65  施設定期点検の概要 

 各部の点検内容 点検回数 

外部 

・外壁の補修・コーキング・塗替え 

・屋根の点検、補修 

・樋・ドレイン廻りの定期的清掃 

・外部建具廻りのシール点検・補修 

・マンホール等の定期的点検と清掃 

補修 1回/5 年、塗り替え 1 回/15 年 

点検 1回/年、補修随時 

1 回/月 

1 回/年 

1 回/年 

内部 

・内装の変更 

・間仕切り壁の補修・塗り替え 

・建具の締まり具合調整 

随時 

随時 

1 回/年、その他随時 

 

建築設備については、故障の修理や部品交換など補修に至る前の、日常の「予防的メンテナンス」

が重要である。設備機器の寿命は、運転開始時間の長さに加えて、正常操作と日常的な点検・給

油・調整・清掃などにより、確実に伸びるものである。これらの日常点検により故障の発生を予防

することができる。定期点検ではメンテナンス・マニュアルに従って、消耗部品の交換やフィルタ

ーの洗浄を行う。 

加えて、メンテナンス要員による日常的な保守点検を励行するなどの維持管理体制作りも肝要で

ある。主要機器の一般的耐用年数については次の通りである。 
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表 66  設備機器の耐用年数 

 設備機器の種別 耐用年数 

電気関係 

・配電盤 

・LED 灯（ランプ） 

・蛍光灯（ランプ） 

20 年～30 年 

20,000 時間～60,000 時間 

5,000 時間～10,000 時間 

給排水設備 
・配管・バルブ類 

・衛生陶器 

15 年 

25 年～30 年 

空調設備 
・配管類 

・空調機・排気ファン類 

15 年 

15 年 

 

 

３－５  プロジェクトの概略事業費 

 

３－５－１ 協力対象事業の概略事業費 

 

本プロジェクトを実施する場合に必要となる事業費総額は、概算で 17.56 億円となり、先に述べた

日本国と「パ」国との負担区分に基づく双方の経費内訳は、下記 3)に示す積算条件によれば、次の通

りに見積もられる。ただし、この額は交換公文上の供与限度額を示すものではない。 

 

1） 日本国側負担経費 

概算総事業費：1,719 百万円 

表 67  日本国側負担経費 

費目 概算事業費 

（1）施設建設 気象レーダー塔施設 840 百万円 

（2）機材費 
気象ドップラーレーダーシステム 

気象レーダーデータ表示システム 
737 百万円 

（3） ソフトコンポーネント 7 百万円 

（4） 設計監理費 135 百万円 

合計 1,719 百万円 

 

2） 「パ」国側負担経費 

概算総「パ」国側負担初度経費：約 37 百万円 

 

PMD による経費負担の実績と合意に従い、本プロジェクト実施に必要な初度経費を次のように算出

した。 

 

表 68  「パ」国政府/PMD が負担する初度経費の概算 
No. 費目 初度経費（ルピー）

1. 
コンサルタント及び請負業者の支払授権書発行及び支払授権書修正（要請に応じて）のた

めの銀行手数料の支払い 
6,000,000

2. 
カラチ気象レーダー塔施設に必要な、容量 100kVA の商用電源（400V、3 相 4線、50Hz）の

基幹電気ラインからの敷設（電柱、ケーブル等を含む） 
2,000,000
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3. カラチ気象レーダー塔施設に対する商用電源供給に必要なステップダウントランスの設置 4,000,000

4. カラチ気象レーダー塔施設に必要な水道設備 1,000,000

5. 

PMD カラチ熱帯サイクロン警報センター及びカラチ国際空港航空気象事務所において必要

となる VPN（Virtual Private Network）構築のための信頼性が高く且つ高速なインターネ

ット環境の提供 

1,000,000

6. プロジェクト実施期間中の安全確報のための、10 名の武装警備職員の雇用 4,000,000

7. 研修受講職員の派遣費用（日当、交通費、宿泊費等） 300,000

8. 
図書購入、燃料費、電話代、申請手数料（気象レーダーシステムの周波数の取得、気象レ

ーダー塔施設建設に必要となる許可取得）等の雑費 
1,000,000

9. PMD カラチ構内にアクセス道路の建設 3,000,000

10. 境界塀と門の敷設 4,000,000

11. PMD カラチの既設門、境界塀、屋外灯の改修 7,000,000

 合計 33,300,000

 

 

3） 積算条件 

① 積算時点 ：2014 年 2 月 

② 為替交換レート ：1 US$ ＝103.45 円 

 ：1 PKR ＝1.115 円 

③ 詳細設計及び工事の期間 ：業務実施工程表に示した通りである。 

④ その他 ：本プロジェクトは、日本国政府の無償資金協力の制度に従い、実施

されるものとする。 

 

 

３－５－２ 運営・維持管理費 

 

（1） 本プロジェクトの実施により発生する「パ」国側の運用維持管理費 

 

本プロジェクトが無償資金協力によって実施される場合の、インフレーション 5％を加味し、プ

ロジェクト完工後1年目から10年目までに調達されるシステムの運用維持管理コストを算出した。 

 

運用・維持管理コストは、以下の状況下での概算である。 

 PMD 独自による運用・維持管理の実施 

 運用マニュアルに従い適切な運用の実施 

 マニュアルに従い定期的且つ適切な維持管理の実施 
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表 69  運用維持管理コスト：PMD イスラマバード本局

表70  運用維持管理コスト：PMDカラチ熱帯サイクロン警報センター 

PMDイスラバード本局維持管理費

装置名 詳細項目 員数 1年目 2年目 3年目 4年目 5年目 6年目 7年目 8年目 9年目 10年目 備　　　　　考

国家気象予報センター

1 プロダクト表示装置（PC） データ保存用CD（20枚1組） 2 4,600 4,800 5,100 5,300 5,600 5,900 6,100 6,500 6,800 7,100

2 プリンタ プリンタインクカートリッジ 2 8,200 8,600 9,100 9,500 10,000 10,500 11,000 11,600 12,200 12,800

プリンタ用紙（500枚1組） 6 3,200 3,300 3,500 3,700 3,900 4,100 4,300 4,500 4,700 4,900

3 小型無停電電源装置 バッテリー 8 0 0 92,400 0 0 106,900 0 0 123,800 0 3年ごとに交換

特別中期気象予報センター（SMRFC）

1 小型無停電電源装置 バッテリー 1 0 0 11,500 0 0 13,400 0 0 15,500 0 3年ごとに交換

新ベナジル・ブット国際空港（NBBIA）気象事務所

1 小型無停電電源装置 バッテリー 1 0 0 11,500 0 0 13,400 0 0 15,500 0 3年ごとに交換

小計（ルピー） 16,000 16,700 133,100 18,500 19,500 154,200 21,400 22,600 178,500 24,800

項目 詳細 員数 1年目 2年目 3年目 4年目 5年目 6年目 7年目 8年目 9年目 10年目 備　　　　　考

1 電気代 1 39,061 41,015 43,065 45,218 47,479 49,853 52,346 54,963 57,712 60,597 *1

2 燃料費用 既設ディーゼル発電機燃料消費 (*3) 1 18,970 19,919 20,915 21,960 23,058 24,211 25,422 26,693 28,028 29,429 *2

3 インターネット使用料 インターネット接続 1 288,000 302,400 317,520 333,396 350,066 367,569 385,948 405,245 425,507 446,783

小計（ルピー） 346,031 363,334 381,500 400,574 420,603 441,633 463,716 486,901 511,247 536,809

合計（ルピー） 362,031 380,034 514,600 419,074 440,103 595,833 485,116 509,501 689,747 561,609

合計（円） ¥341,539 ¥358,523 ¥485,472 ¥395,353 ¥415,192 ¥562,107 ¥457,657 ¥480,661 ¥650,705 ¥529,820

年間の電気代算出

(kWh) 4,018

(kWh) 1,382

年間総使用電力量 (kWh) 5,400

商用使用電力量（88%） (kWh) 4,752

ディーゼル発電機使用電力量（12%） (kWh) 648

燃料使用量 (L) 162 ディーゼル発電機燃費＝ 0.25 Litter/kWh

*1 商用電気代 (PKR) 39,061 電気代＝ 8.22 PKR/kWh

*2 ディーゼル発電機燃料代 (PKR) 18,970 燃料代＝ 117.10 PKR/Litter

通貨レート 1.06 PKR/JPY

*3 既設ディーゼル発電機："中期気象予報センター設立及び気象予報システム強化計画"により供給

*4 物価上昇率: 5%/年　を想定

維持管理費概算

その他必要経費

年間使用電力量（新ベナジル・ブット国際空港（NBBIA）気象事務

所）

年間使用電力量（PMDイスラマバード本局）

Equipment Item 員数 1年目 2年目 3年目 4年目 5年目 6年目 7年目 8年目 9年目 10年目 備　　　　　考

PMDカラチ サイクロン警報センター維持管理費

1 プロダクト表示装置（PC） データ保存用CD（20枚1組） 2 4,600 4,800 5,100 5,300 5,600 5,900 6,100 6,500 6,800 7,100

2 プリンター プリンタインクカートリッジ 2 8,200 8,600 9,100 9,500 10,000 10,500 11,000 11,600 12,200 12,800

プリンタ用紙（500枚1組） 6 3,200 3,300 3,500 3,700 3,900 4,100 4,300 4,500 4,700 4,900

3 ﾗｯﾌﾟﾄｯﾌﾟまたはﾎﾟｰﾀﾌﾞﾙ PC バッテリー 4 0 0 77,800 0 0 90,100 0 0 104,300 0
3年ごとに交換

4 電源供給キャパシター ACファン 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 71,200 10年ごとに交換

避雷器 6 0 0 0 0 0 0 0 0 0 105,900 10年ごとに交換

カラチ気象レーダー塔

1 空中線装置 グリス（16kgs/can、AZ/EL双方に使用） 1 0 0 0 0 28,600 0 0 0 0 36,500 5年ごとに交換

タイミングベルト（AZ/EL計2式） 2 0 0 0 0 0 0 0 26,500 0 0 8年ごとに交換

2 空中線制御装置 ACファン 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 45,900 10年ごとに交換

3 送信装置 ACファン 24 0 0 0 0 0 0 0 0 0 367,100 10年ごとに交換

4 受信機 ACファン 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 45,900 10年ごとに交換

5 プリンター プリンタインクカートリッジ 2 8,200 8,600 8,200 8,200 8,200 8,200 8,200 8,200 8,200 8,200

プリンタ用紙（500枚1組） 4 1,900 2,000 2,100 2,200 2,300 2,400 2,500 2,600 2,800 2,900

6 小型無停電電源装置 バッテリー 3 0 0 34,600 0 0 40,100 0 0 46,400 0 3年ごとに交換

7 電源供給キャパシター ACファン 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 71,200 10年ごとに交換

避雷器 6 0 0 0 0 0 0 0 0 0 105,900 10年ごとに交換

8 発電機 オイルシール 2 0 4,700 4,900 5,200 5,400 5,700 6,000 6,300 6,600 6,900 1年ごとに交換

フィルター 2 0 0 18,200 0 20,000 0 22,100 0 24,300 0 2年ごとに交換

起動用バッテリー 2 0 0 0 0 0 24,000 0 0 0 29,200 5年ごとに交換

カラチ国際空港気象事務所

1 小型無停電電源装置 バッテリー 2 0 0 23,100 0 0 26,700 0 0 30,900 0 3年ごとに交換

小計（ルピー） 26,100 32,000 186,600 34,100 84,000 217,700 60,200 66,200 247,200 921,600

項目 詳細 員数 1年目 2年目 3年目 4年目 5年目 6年目 7年目 8年目 9年目 10年目 備　　　　　考

1 電気代 1 465,916 489,212 513,672 539,356 566,324 594,640 624,372 655,590 688,370 722,788 *1

2 燃料費用 ディーゼル発電機燃料消費 1 226,272 237,586 249,465 261,938 275,035 288,787 303,226 318,388 334,307 351,022 *2

3 水道代 1 12,500 13,125 13,781 14,470 15,194 15,954 16,751 17,589 18,468 19,392 *3

4 特別メンテナンス メーカー技術者によるシステムブラッシュアップ 1 0 0 1,037,600 0 0 1,201,200 0 0 1,390,500 0
サイト5日間

5 レドーム コーキング補修 1 25,900 27,200 28,500 30,000 31,500 33,000 34,700 36,400 38,200 40,200

6 殺虫・殺鼠 殺虫・殺鼠対策 1 23,300 24,500 25,700 27,000 28,300 29,700 31,200 32,800 34,400 36,100

7 インターネット使用料 インターネット接続 1 288,000 302,400 317,520 333,396 350,066 367,569 385,948 405,245 425,507 446,783

小計（ルピー） 1,041,888 1,094,023 2,186,238 1,206,160 1,266,419 2,530,850 1,396,197 1,466,012 2,929,752 1,616,285

合計（ルピー） 1,067,988 1,126,023 2,372,838 1,240,260 1,350,419 2,748,550 1,456,397 1,532,212 3,176,952 2,537,885

合計（円） ¥1,007,536 ¥1,062,286 ¥2,238,526 ¥1,170,057 ¥1,273,980 ¥2,592,972 ¥1,373,959 ¥1,445,483 ¥2,997,125 ¥2,394,231

年間の電気代算出

(kWh) 14,243 （実消費量の70%、30%は太陽光発電により補填）

(kWh) 47,057

(kWh) 3,110

年間総使用電力量 (kWh) 64,410

商用使用電力量（88%） (kWh) 56,681

DEG使用電力量（12%） (kWh) 7,729

燃料使用量 (L) 1,932 ディーゼル発電機燃費＝ 0.25 Litter/kWh

*1 商用電気代 (PKR) 465,916 電気代＝ 8.22 PKR/kWh

*2 DEG燃料代 (PKR) 226,272 燃料代＝ 117.10 PKR/Litter

*3 年間の水道代 (PKR) 12,000 通貨レート 1.06 PKR/JPY

*4 物価上昇率: 5%/年　を想定

維持管理費概算

その他必要経費

年間使用電力量（カラチ国際空港気象事務所）

PMDカラチ 熱帯サイクロン警報センター維持管理費

年間使用電力量（PMDカラチ サイクロン警報センター）

年間使用電力量（カラチ気象レーダー塔）
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本プロジェクトが無償資金協力によって実施される場合の、プロジェクト全体の年間運用維持管

理コスト概算を以下のように算出した。 

 

プロジェクト全体の年間運用維持管理コスト概算：約 8百万円 

表 71  「パ」国政府/PMD が負担するプロジェクト全体の年間運用維持管理コストの概算 

No. 費目 初度経費（ルピー）

1 電気代 1,000,000 

2 10 名の雇用武装警備職員の給料 1,440,000 

3 水道及びガス代 200,000 

4 電話、FAX、専用回線、インターネット使用料等 1,250,000 

5 スペアパーツと機材消耗品購入費、特別メンテナンス費等 900,000 

6 消耗品及び事務用品購入費等 500,000 

7 図書及び雑誌購入費 100,000 

8 予備費 200,000 

9 ディーゼル発電機及び車輌等の燃料費 800,000 

10 通信システム費 500,000 

11 雑費 200,000 

 合計 7,090,000 

 

（2） 予算の推移の傾向と本プロジェクトの運用維持管理費 

 

試算されたプロジェクトの運用維持管理費の確保には、国家経済評議会執行委員会（ECNEC）によ

る PC-1 フォ－ムの承認が不可欠であるとともに、その後、プロジェクト完了直後に PC-4 フォ－ムが

承認されれば、運用維持管理に必要となる予算は、問題なく確保できる。「パ」国側は、交換公文締

結前に承認を得る計画をしている。また PMD の監督官庁である内閣府航空局及び援助機関との連絡機

関である経済・統計省経済課（Economic Affairs Division: EAD, Ministry of Economic Affairs & 

Statistics）も、準備調査団に対して必要な予算を手当てする旨を確約している。以下に PMD の予算

推移を示した。 

表72 PMDの年間予算推移 
会計年 予算（1,000ルピー) 前年度比（%） 

2008 394,991 - 

2009 417,880 105.8 

2010 451,327 108.0 

2011 578,825 128.2 

2012 680,347 117.5 

2013 754,197 110.9 

2014 797,220 105.7 

プロジェクト実施・開発費は、PC-1 の承認により配分されるプロジェクト実施及び開発に必要となる特別予算であるため

含んでいない 
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第４章 プロジェクトの評価 

 

４－１  事業実施のための前提条件 

 

プロジェクト実施に「パ」国で必要な各種手続きは以下の通りである。 

表73  施設建設及び機材据え付け実施のための各種必要手続き 
必要手続き 申請先 必要期間 PMDから内閣府航空部への提出書類 申請者 

商用電源供給、ステ

ップダウントランス

の設置（気象レーダ

ー塔施設用） 

カラチ電力供給会社

（KESC） 
2ヶ月 

 申請書：1セット 

 建設候補地を示す地図：1セット 

 割当通知状：1セット 

パキスタン

気象局

（PMD） 周波数使用許可（気

象レーダーシステム

用） 

パキスタン電気通信庁

（PTA）／周波数割当委

員会（FAB） 

2ヶ月 

 申請書：14セット 

 同意書：14セット 

 機材の詳細技術文書：14セット 

 アンテナパターン：14セット 

 送信機用スペクトル表：14セット 

 ネットワーク図／配置図：14セット 

 

＜一般売上税（GST）＞ 

経済・統計省経済課（Economic Affairs Division：EAD, Ministry of Economic Affairs & Statistics）

より提示された下図の免税手続きを行うことにより、本プロジェクトのメインコントラクターは、

「パ」国において資機材購入の際に課税される一般売上税（General Sales Tax：GST）が免税される。

免税手続きには、約 1 ヶ月を要する。 

サブコントラクターが購入した資機材に関しては、免税対象とはならないので注意が必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ステップ 6 
資機材購入のための

発注（EAD 発行の現

地購入品免税証明

書コピーを提出） 

ステップ 1 
現地購入予定の資機材リスト

（以下の項目を記載）の提出 

・資機材名称 

・資機材数量 

・現地サプライヤー名 

ステップ 2 
以下の書類を添付した現地購入品

免税証明書発行の依頼書の提出 

・交換公文コピー 

・契約書コピー 

・現地購入資機材リストのコピー 

ステップ 5
メインコントラクターへ現地購入

品免税証明書発行（PMD 経由） 

ステップ 4
現地購入品免税証明書

発行の権限付与の発出

経済・統計省 経済課 

(EAD) 

パキスタン気象局（PMD） メインコントラクター 

連邦国税庁（FBR） 

資機材の現地サプライヤー ステップ 3 
現地購入品免税証明書

発行の権限付与のため

の依頼書の提出 

ステップ 7 
GST 免税による

資機材の購入 

図 25  「パ」国内において購入する資機材の一般売上税免税のための手続き 
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４－２ プロジェクト全体計画達成のために必要な PMD による投入（負担）事項 

 

1) 人的資源開発 

a) 継続的に次世代を担う人材を雇用する。 

b) 研修と人的資源開発計画を通じて、より優れた人材の育成を行う。 

 

2) 自然災害の予防と管理 

a) 国民への警報やその他の情報の普及を確実に行うため、発表は複数のルートより、重複して

行う。 

b) 効果的な自然災害防止及び管理のため、防災管理機関及びマスメディアと連携を取り、国民

に継続的な防災啓発活動を行う。 

3) プロジェクトにおいて調達された機材及び建設された施設の長期運用 

a) システム運用維持管理に必要な予算を定期的に確保し、プロジェクトで供給された全ての気

象機材及び施設設備機器の交換部品、消耗品の調達を行う。 

b) 盗難や破損から機材と施設設備機器を保護する。 

c) 定期的な施設の塗装及びコーキング充填を行う。 

 

 

４－３  外部条件 

1) PMD の気象情報・データ及び予警報が、マスメディア（TV、ラジオ、新聞）、首相府、国家・

州・県防災管理庁、連邦洪水委員会、水利電力省、県情報・公共事業部、その他各省庁、警

察、その他政府関連機関、赤新月社等に活用される。 

2) 「パ」国政府の温暖化対策、自然災害対策及び気象業務に対する政策の変更が無い。 

3) マスメディア（TV、ラジオ、新聞）、首相府、国家・州・県防災管理庁、連邦洪水委員会、水

利電力省、県情報・公共事業部、その他政府関連機関、赤新月社等の協力体制が維持される。 

4) 本案件におけるソフトコンポーネントや現地研修を受けた PMD 職員が勤務を継続する。 
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４－４  プロジェクトの評価 

 

４－４－１ 妥当性 

(1) 本プロジェクトの目標 

近年「パ」国では、地球温暖化に伴う気候変動の影響が顕著となってきており、洪水等の気象災害

が多発している。これは、アラビア海の海水温の上昇が、モンスーンの活発化やサイクロンの発生頻

度・強度の増加を引き起こしていることが一因であると考えられる。今後も気候変動により、「パ」

国では異常気象が発生し、気象災害が増加することが予測されている。地球規模の気候変動が、中長

期的に自然災害の頻度及び規模を増大させる可能性があり、特に自然災害多発国である「パ」国への

影響は大きく現れると想定されることから、自然災害に対する早期警戒を含む災害管理体制の整備が

喫緊の課題となっている。しかしながら、シンド州の州都であり「パ」国最大の都市にあるカラチ気

象レーダーシステムは、1991 年に我が国の無償資金協力により、整備されてから既に 20 年以上が経

過している。PMD のレーダー技術者の手によって適切な維持管理が行われてきたが、老朽化が進んで

おり、ここ数年で可動が停止する可能性が高くなっている。更にその間、技術革新により多くの部品

がアナログからデジタルに代わり、レーダメーカー側による消耗品やスペアパーツの供給が困難とな

る中、一度、故障が発生した場合、復旧させることは極めて難しい状況である。そのため、恒久的な

対策として既設カラチ Cバンド気象レーダーシステムを、固体化電力増幅式 Sバンド気象ドップラー

レーダーシステムに更新することにより、PMD の気象観測・気象予報・予警報発信能力を一層向上さ

せ、自然災害による被害の軽減に寄与することを本プロジェクトの目標とする。 

(2) 「パ」国の開発計画 

気候変動に伴う異常気象により、多大な被害が発生していることを受けて、2012 年 8 月、国家気候

変動政策（National Climate Change Policy）案が気候変動省のもとで作成された。この政策には、

気候変動への脆弱さと適応方法について、セクター別（水資源、農業、森林、生態系、防災等）に記

載されており、防災に関しては、「パ」国政府は関係機関と協力し合って、主に以下の対策を講じる

こととしている。 

1. NDMA が策定した「国家災害危機管理体制」実施のための財源確保 

2. 自然災害発生時における関係省庁の役割及び責任の明確化 

3. サイクロンが直撃する沿岸部での早期警報システムの強化や避難計画の策定 

4. 早期警報の普及や災害リスク軽減活動への住民参加 

5. 洪水や鉄砲水、干ばつ等の監視、予報、早期警報システムの強化 
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6. 異常気象発生時に迅速な復旧が求められる電気・通信・交通等のインフラ整備 

更に、上記の国家気候変動政策に対する具体的な行動計画（Action Plan）を策定し、行動計画は

最優先、短期的、中期的、長期的の 4つに分類されている。気候変動政策の効果的な実行のため、国

家及び地方気候変動政策実行委員会（ National and Provincial Climate Change Policy 

Implementation Committees）を設置し、国家及び地方気候変動政策実行委員会は半年毎に政策実行

の状況等を報告する会議を開催し、5年毎に気候変動政策の変更や更新を行うこととしている。 

上記のとおり、本協力は、「パ」国の気候変動政策や防災政策とも合致するものである。 

(3) 我が国の援助政策・方針 

我が国と「パ」国は、長期にわたり良好な二国関係を築いており、2012 年には、国交樹立 60 周年

を迎えた。我が国の「パ」国に対する援助の基本方針（大目標）は、「経済成長を通じての安定した

持続的な社会の構築」としている。「パ」国は、2050 年にはインド、中国、米国に次ぐ世界第 4 位の

人口を抱える国になると予想されている。その潜在力を十分に発揮するためには、安定的な経済状況

を確保しつつ、民間主導型の経済成長を実現することを通じて、安定した持続的な社会を構築するこ

とが不可欠である。上述の大目標の達成に向けて、我が国は下記の 3つを重点分野（中目標）として

いる。 

1. 経済基盤の改善 

2. 人間の安全保障の確保と社会基盤の改善 

3. 国境地域などの安定・バランスの取れた発展 

このうち、「2. 人間の安全保障の確保と社会基盤の改善」の中で、「頻発する自然災害に対する防

災能力の強化につながる支援を実施する」旨が目標とされており、具体的には、早期予警報システム

の整備、コミュニティレベルにおける災害対応能力の強化、防災関連機関の人材育成計画等が挙げら

れている。本プロジェクトにより「パ」国の気象監視体制が強化され、自然災害に対する「パ」国全

体の防災能力が向上することは、我が国の国際協力として意味深いことと考える。 
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４－４－２ 有効性 

 

 

サイクロンや降水等の自然災害により人的、社会経済的に甚大な被害を被ってきた「パ」国の歴史

と、今後発生するであろう気象災害に対して、本プロジェクトは災害被害の軽減を通じて、広く人々

の生活向上及び社会経済全体に寄与するものである。また PMD の運用維持管理費が軽減できるよう、

本プロジェクトの機材・施設設計に当たり交換部品や消耗品を最小限とし、最も大きなウェイトを占

める電気代を極力抑える設計を採用するなどの技術的な対応を行った。以上の内容により、本プロジ

ェクトの効果や先方の組織能力等も総合的に検討した結果、本プロジェクトは妥当性が高く、有効性

も見込まれるため、実施する意義は極めて高い。 

表 74  成果指標 
指標 基準値（2012 年） 目標値 

危険な気象現象の監

視能力の向上 

風速はマニュアル観測のみ 最大 75m/秒までの風速観測：半径 200km 内 

雨量強度 1mm/h 以上の降雨探知範囲：半径

350km  
雨量強度 1mm/h 以上の降雨探知範囲：半径 450km 

半径 350km 内（降雨探知範囲）における時間

単位の積算雨量データなし 

半径 450km 内（降雨探知範囲）における 1 時間当た

りの積算レーダー雨量データ 

「パ」国の 120 の既設地上観測所による降水

データの空間分解能及び観測間隔：平均

81.9km メッシュ 

気象レーダー探知範囲内における降水データの空間

分解能及び観測間隔：半径 450 キロ、2.5km メッシ

ュ以下 

レーダー観測範囲内の雨量強度の観測：PPI

モード 

レーダー観測範囲内に入った場合、風速・雨量強度・

位置・経路の観測： PPI モードと CAPPI モード 

6 階調の雨量定性データ 0～250mm/h の降雨強度定量データ 

カラチ国際空港周辺

の気象監視能力の向

上 

カラチ国際空港周辺地域での主観的（目視）

観測 
気象レーダーシステムによる客観的広域観測 

カラチ国際空港に対し、気象レーダー画像の

提供なし 

カラチ国際空港に対し、インターネットによる気象

レーダー画像の提供 



 

 

 

 

資 料          

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 



 
 

資料 1-1 

資料 １． 調査団員・氏名 

 

＜第一次現地調査＞ 

 

氏 名 担 当  所 属・役 職 

 

宮坂 実 総 括  （独）国際協力機構 

  JICA 地球環境部 

  参事役  

 

奥村 栄宏   技術参与（気象観測／気象予報）  気象庁  

   観測部観測課 

   レーダー運用係長 

 

北村 浩一 計画管理  （独）国際協力機構 

   JICA 地球環境部 

   水資源・防災グループ 

  防災第一課 

 

内田 善久 業務主任/事業効果測定/運営維持管理 （一財）日本気象協会 

 

猪又 裕之 レーダー施設建築設計  （株）国際気象コンサルタント 

 

遠藤 肇秀 通信機材計画  （株）国際気象コンサルタント 

 

一ノ瀬 功 施工計画/調達事情/積算  （株）国際気象コンサルタント 

 

矢切 義行 自然条件調査  （株）国際気象コンサルタント 
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＜準備調査報告書（案）現地説明＞ 

 

氏 名 担 当  所 属・役 職 

 

北村 浩一 計画管理  （独）国際協力機構 

   JICA 地球環境部 

   水資源・防災グループ 

  防災第一課 

 

内田 善久 業務主任/事業効果測定/運営維持管理 （一財）日本気象協会 

 

猪又 裕之 レーダー施設建築設計  （株）国際気象コンサルタント 

 

遠藤 肇秀 通信機材計画  （株）国際気象コンサルタント 



　

資料 ２.　調査行程

 

　   　　 　(１)　第一次現地調査

宮坂　実 奥村　栄宏 北村　浩一 内田　善久 猪又　裕之 遠藤　肇秀 一ノ瀬　功 矢切　義行

2014年

総括

JICA地球環境部
  参事役

技術参与（気象観測／気象予報）

気象庁観測部観測課
レーダー運用係長

計画管理

JICA地球環境部　水資源・防災グルー
プ 防災第一課

業務主任／事業効果測定／運営維持管
理

レーダー施設建築設計 通信機材計画 施工計画／調達事情／積算 自然条件調査

1 1月18日 土

2 1月19日 日

3 1月20日 月

4 1月21日 火

5 1月22日 水

6 1月23日 木 PMDカラチでのサイト調査 PMDカラチでのサイト調査

7 1月24日 金 資料収集、積算調査、建築材料単価調査 PMDカラチでのサイト調査

8 1月25日 土

9 1月26日 日

10 1月27日 月
PMDカラチでのサイト調査、
既設気象レーダー観測所調査

PMDカラチとの協議、資料収集

11 1月28日 火 資料収集、積算調査、建築材料単価調査 PMDカラチとの協議、資料収集

12 1月29日 水 イスラマバード→カラチ イスラマバード→カラチ 資料収集、積算調査、建築材料単価調査 PMDカラチとの協議、資料収集

13 1月30日 木 PMDカラチでのサイト調査
PMDカラチでのサイト調査、

シンド州建築物管理庁との協議
PMDカラチでのサイト調査、

シンド州建築物管理庁との協議
PMDカラチでのサイト調査

14 1月31日 金

15 2月1日 土 資料収集、内部打合せ 資料収集、内部打合せ 成田→バンコク→カラチ

16 2月2日 日

17 2月3日 月 PMDカラチとの協議
PMDカラチでのサイト調査、
既設気象レーダー観測所調査

PMDカラチとの協議、PMDカラチでのサイト
調査

PMDカラチでのサイト調査、
既設気象レーダー観測所調査

PMDカラチとの協議、自然条件調査フォ
ローアップ

18 2月4日 火
PMDカラチとの協議

カラチ→イスラマバード
自然条件調査フォローアップ

カラチ→イスラマバード
PMDカラチとの協議、PMDカラチでのサイト

調査
自然条件調査フォローアップ

カラチ→イスラマバード
PMDカラチとの協議、資料収集

19 2月5日 水 PMDイスラマバードとの協議 PMDイスラマバードとの協議 PMDカラチとの協議、資料収集 PMDイスラマバードとの協議 PMDカラチとの協議、資料収集

20 2月6日 木
PMDカラチとの協議、インターネット接続

会社からの情報収集
PMDイスラマバードとの協議、
建築材料単価調査、資料収集

PMDカラチとの協議、資料収集

21 2月7日 金 PMDカラチとの協議、資料収集
建築材料単価調査、資料収集
イスラマバード→バンコク

PMDカラチとの協議、資料収集

22 2月8日 土 資料収集、内部打合せ バンコク→成田 資料収集、内部打合せ

23 2月9日 日 資料収集、内部打合せ 資料収集、内部打合せ

24 2月10日 月
PMDカラチとの協議、PMDカラチでのサイト

調査、接地抵抗調査
PMDカラチとの協議、資料収集
自然条件調査フォローアップ

25 2月11日 火 PMDカラチとの協議、電源品質調査
PMDカラチとの協議、資料収集
自然条件調査フォローアップ

26 2月12日 水
PMDカラチとの協議、PMDカラチでのサイト

調査、資料収集
PMDカラチとの協議、資料収集
自然条件調査フォローアップ

27 2月13日 木
PMDカラチとの協議、PMDカラチでのサイト

調査、資料収集
PMDカラチとの協議、資料収集
自然条件調査フォローアップ

28 2月14日 金 カラチ→バンコク→成田 カラチ→バンコク

PMDイスラマバードとの協議

イスラマバード→カラチ
PMDカラチでのサイト調査、自然条件調査見積り依頼のため現地業者と協議

資料収集、内部打合せ

PMDカラチとの協議

官団員 コンサルタント団員

JICAパキスタン事務所、PMDイスラマバードとの協議 JICAパキスタン事務所、PMDイスラマバードとの協議

PMDイスラマバードとの協議、内閣府航空部表敬訪問、経済・統計省表敬訪問 PMDイスラマバードとの協議、内閣府航空部表敬訪問、経済・統計省表敬訪問

調査日程

成田→バンコク→イスラマバード

資料収集、内部打合せ 資料収集、内部打合せ

成田→バンコク→イスラマバード

資料収集、内部打合せ

イスラマバード→カラチ
PMDカラチでのサイト調査

イスラマバード→カラチ
PMDカラチでのサイト調査、自然条件調査見積り依頼のため現地業者と協議

PMDカラチとの協議
カラチ→イスラマバード

PMDカラチとの協議
カラチ→イスラマバード

ミニッツ内容確認、ミニッツ署名、経済・統計省への報告、JICAパキスタン事務所及び在パキスタン日本大使館への報告
イスラマバード→バンコク

ミニッツ内容確認、ミニッツ署名、経済・統計省への報告、JICAパキスタン事務所及
び在パキスタン日本大使館への報告

バンコク→成田 資料収集、内部打合せ

資料収集、内部打合せ

PMDイスラマバードとの協議

PMDイスラマバードとの協議

資料収集、内部打合せ

PMDカラチとの協議、カラチ電力供給会社（KESC)との協議

資料収集、内部打合せ

PMDイスラマバードとの協議、JICAパキスタン事務所への報告
イスラマバード→バンコク

バンコク→成田

資料収集、内部打合せ

成田→バンコク→イスラマバード

　JICAパキスタン事務所、PMDイスラマバードとの協議

PMDイスラマバードとの協議

PMD:パキスタン気象局

資
料
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資料 ２.　調査行程

 

　   　　 　(２)　第二次現地調査

北村　浩一 内田　善久 猪又　裕之 遠藤　肇秀

2014年

計画管理

JICA地球環境部　水資源・防災グルー
プ 防災第一課

業務主任／事業効果測定／運営維持管
理

レーダー施設建築設計 通信機材計画

1 5月24日 土 成田→バンコク→イスラマバード

2 5月25日 日 資料収集

3 5月26日 月
準備調査報告書（案）説明、
PMDイスラマバードとの協議

4 5月27日 火
PMDイスラマバードとの協議、パキスタ

ン電気通信庁 （PTA）との協議

5 5月28日 水
PMDイスラマバードとの協議、周波数割

当委員会（FAB）との協議

6 5月29日 木 PMDイスラマバードとの協議

7 5月30日 金
PMDイスラマバードとの協議

パキスタン・ナショナル銀行 (NBP)との
協議

8 5月31日 土 資料収集

9 6月1日 日

10 6月2日 月

11 6月3日 火

12 6月4日 水

13 6月5日 木
PMDイスラマバードとの協議

周波数割当委員会（FAB）との協議

14 6月6日 金
PMDイスラマバードとの協議
イスラマバード→バンコク

15 6月7日 土 成田→バンコク→イスラマバード

16 6月8日 日 資料収集、内部打合せ

17 6月9日 月
PMDとのミニッツ協議

経済産業省経済課（EAD)及び航空部との
協議

18 6月10日 火 PMDとのミニッツ協議

19 6月11日 水

ミニッツ署名、経済産業省経済課（EAD)
への報告、日本大使館及びJICAパキスタ

ン事務所への報告
イスラマバード→バンコク

20 6月12日 木 バンコク→成田

成田→バンコク→イスラマバード

資料収集、内部打合せ

ミニッツ署名、経済産業省経済課（EAD)への報告
日本大使館及びJICAパキスタン事務所への報告

イスラマバード→バンコク

PMDとのミニッツ協議
経済産業省経済課（EAD)及び航空部との協議

PMDとのミニッツ協議

資料収集、内部打合せ

資料収集、内部打合せ

バンコク→成田

PMDイスラマバードとの協議、準備調査報告書（案）説明

PMDイスラマバードとの協議、準備調査報告書（案）説明

PMDイスラマバードとの協議、準備調査報告書（案）説明

PMDとのミニッツ協議

PMDイスラマバードとの協議、準備調査報告書（案）説明、PMDとのミニッツ協議

調査日程

官団員 コンサルタント団員

資
料

2
-
2



 
資料 3-1 

資料 ３． 関係者（面会者）リスト 

 経済・統計省、経済課（Economic Affairs Division, Ministry of Economic Affairs and Statistics） 

Mr. Qumar Sarwar Abbasi Joint Secretary 

 内閣府の航空部（Aviation Division, Cabinet Secretariat） 

Mr. Kh. Iftikhar Ahmed Mir Joint Secretary 

Mr. Farooq Hassan Deputy Secretary 

 自然災害監理庁、気候変動部（National Disaster Management Authority, Climate Change Division） 

Mr. Ahmed Kamal Member Disaster Risk Reduction 

 パキスタン気象局（Pakistan Meteorological Department：PMD） 

イスラマバード本局（Islamabad Head Office） 

Mr. Arif Mahmood Director General 

Dr. Ghulam Rasul Deputy Director General (Chief Meteorologist) 

Mr. Hazrat Mir Chief Meteorologist 

Dr. Muhammad Hanif Director (Forecasting) 

Dr. Khalid M. Malik Director (Agro-meteorology) 

Mr. Azmat Hayat Khan Director (Drought) 

Mr. Jan Muhammad Khan Director (Planning) 

Mr. Muhammad Aleem ul Hassan Ramay Deputy Director, National Weather Forecasting Center 

Mr. Muhammad Farooq Dar Assistant Director, National Weather Forecasting Center 

Mr. Usman Rafique Electric Engineer, Weather Surveillance Radar 

Mr. Nazir Khan Niazi Electronic Engineer 

Mr. Wadar Ali Sub Engineer 

Mr. Muhamood Atif Nawaz Sub Engineer 

Mr. Ali Hussain Abbasi Sub Engineer 

Mr. Amjad Ali Sub Engineer 

Mr. Abdus Rahman Sub Engineer 

Mr. Farhan Khaliq Sub Engineer, Lai Nullah Flood Forecasting and Warning 

System 

Mr. Amjad Ali Sub-Engineer, Weather Surveillance Radar 

Mr. Shahid Abbasi Assistant Mechanic Sub Engineer 

 

カラチ（Karachi Office） 

Mr. Muhammad Touseef Alam Chief Meteorologist 

Mr. Sardar Sarfaraz Director, Regional Meteorological Center 

Mr. Abdul Rashid Director, Institute of Meteorology & Geophysics 

Mr. Abdul Qayoom Bhutto Director, Tropical Cyclone Warning Center 

Mr. Khadim Hussain Director, Maintenance 
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Mr. Akhlaq Jameel Deputy Director, Nation Seismic Monitoring Center 

Mr. Nadeen Faisal Deputy Director, Climate Data Processing Center 

Mr. Ali Baqadar Shah Deputy Director, Jinnah International Airport Karachi 

Mr. Liaquat Hussain Meteorologist, Tropical Cyclone Warning Center 

Mr. Anjum Nazir Zaighum Meteorologist, Main Meteorological Office 

Mr. Ghulam Hussain Channa Assistant Meteorologist, Tropical Cyclone Warning Center 

Mr. Asif Hussain Programmer, Tropical Cyclone Warning Center 

Mr. Syed Naseer Haider Senior Electronic Engineer, Weather Surveillance Radar 

Mr. M.Ehsan Siddiqui Electronic Engineer, Weather Surveillance Radar 

Mr. Jai Kumar Electronic Engineer, Nation Seismic Monitoring Center 

Mr. Syed Nasir Ali Electronic Engineer, Weather Surveillance Radar 

Mr. Muhammad Javed Sub Engineer, Weather Surveillance Radar 

Mr. M.Salman Radio Mechanic, National Meteorological Communication 

Center 

 カラチ電力供給会社（Karachi Electric Supply Company: KESC） 

Mr. Kashif Iqbal Ghazi Deputy General Manager, New Connection R-1 

Mr. Muhammad Idris Khan Head of New Connections 

 

 シンド建築管理局（Sindh Building Control Authority: SBCA） 

Mr. Mumtaz Haider Director  

Mr. Khwaja Muhammad Badiuzzaman Director, Town Planning & Regulations 

Mr. Ali Mehdi Kagnir Director, Structure 

Mr. Nadeem Ahmad Khan Officiating Deputy Director 

Mr. Ali Giturkan Deputy Director, Town Planning 

Mr. Muhammad Sattar Deputy Chief Admin Officer 

Ms. Nasim Farah Public Relation Office 

 

 パキスタン電気通信庁（Pakistan Telecommunication Authority: PTA） 

Mr. Yasir Khan Assistant Director, Radio Based Services (RBS), Licensing 

 

 周波数割当委員会（Frequency Allocation Board: FAB） 

Mr. Imran Zahoor Deputy Director, Spectrum Planning & Management 
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パキスタン・イスラム共和国 

カラチ気象レーダー整備計画準備調査 
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ソフトコンポーネント計画書 

 

（1） ソフトコンポーネントを計画する背景 

パキスタン国（以下「パ」国）は、洪水、土砂災害、サイクロン、干ばつ、地震等の様々な自然災

害に見舞われる災害多発国である。特に洪水は、インダス川が国土を縦断して流れていることもあり、

自然災害の中で最も発生頻度が高く、その被害が「パ」国全土に及ぶことも少なくない。最近は、2010

年、2011 年、2012 年と連続して大規模な洪水が発生し、「パ」国史上最悪の洪水となった 2010 年の

インダス川大洪水では、死者・行方不明者 1,985 人、被害者 2,000 万人超、被害総額 95 億ドルの被

害が発生した。またアラビア海に面している「パ」国南部には、サイクロンが 2～3 年に 1 個の割合

で接近／上陸し、暴風雨や高潮等の被害をもたらしている。これらの自然災害は、「パ」国民の尊い

命や財産を多数奪っており、社会経済発展の停滞を招いている。 

現在、「パ」国には、我が国の無償資金協力により整備された 4 基の気象レーダーシステム（イス

ラマバード、カラチ、デラ・イスマイル・カーン及びラヒムヤル・カーン）がある。ネットワーク化

されたこれらの気象レーダーシステムは、「パ」国全土の約 80％、且つ全人口の 90％以上が居住する

地域の雨量観測を可能とし、PMD の観測・予報能力の向上に寄与している。このうち、今回「パ」国

政府により更新の要請があったカラチ気象レーダーシステムは 1991 年に整備され、「パ」国南部にお

ける降水現象や、アラビア海及びベンガル湾で発生するサイクロンの早期観測に貢献してきた。しか

しながら、運用開始から既に 22 年が経過し老朽化が進んでおり、PMD のレーダー技術者によって適切

な維持管理が行われてきたものの、数年で稼働が停止する可能性が高くなっている。また多くの部品

がアナログからデジタルに代わり、レーダーメーカー側による消耗品やスペアパーツの供給が困難で

あるため、一度故障が発生すると、復旧は極めて難しい状況である。そのため、恒久的な対策として、

カラチ気象レーダーシステムの更新は喫緊の課題である。 

そのため本プロジェクトにおいて、既設カラチ Cバンド気象レーダーシステムを、気象の急激な変

化を把握できる固体化電力増幅式 S バンド気象ドップラーレーダーシステムに更新することにより、

PMD の気象観測・気象予報・予警報発信能力を一層向上させ、自然災害による被害の軽減に寄与する

ことを本プロジェクトの目標としている。 

既設カラチ気象レーダーシステムは、アナログ気象レーダーシステムであるため、PMD カラチ技術

職員はコンピューターを含むデジタル機材には習熟しているものの、本プロジェクトで導入予定のデ

ジタル固体化電力増幅式気象ドップラーレーダーシステムの運用維持管理の経験を有していない。そ

のため、導入される気象レーダーシステムの円滑な運用維持管理及びプロジェクト成果の持続性を最

低限確保するため、本プロジェクト実施中において、本計画書に記載したソフトコンポーネントを投

入することが必要であると判断した。 

資料 ５． ソフトコンポーネント計画書 
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（2） ソフトコンポーネントの目標 

以下の 3項目をソフトコンポーネントの目標とする。 

 PMD 独自による点検、調整、軽微な故障の探究・処置・復旧及び重大な故障発生時の適切な

対応（コンサルタント及び製造メーカーへの情報伝達、技術アドバイス受領等）が実施され

る。 

 気象ドップラーレーダーシステムマニュアル概要及びレーダーシステム保守管理台帳を活

用した、迅速且つ適切な気象レーダー運用・管理が実施される。 

 気象現象を的確に把握し、気象レーダー観測データを予報業務に活用するため、雨量強度

及びドップラー速度観測のシークエンス・スケジュールに従った気象レーダー観測が実施さ

れる。 

 

（3） ソフトコンポーネントの成果 

ソフトコンポーネントの成果は下表の通りである。 

表  ソフトコンポーネントの成果 
No. 活動（技術移転）項目 成果 

1 

気象ドップラーレーダー点検、調整、軽微な故

障の探究・処置・復旧及び重大な故障発生時の

対応 

PMD 独自による点検、調整、軽微な故障の探究・処理・復旧

（a.測定器類を用いた定期保守点検、b.予備品の実機への組入

れ後の動作確認（観測状況）、c.故障探求・処置・復旧確認作

業及び重大な故障発生時の対応（コンサルタント及び製造メー

カーへの情報伝達、技術アドバイス受領等）を PMD 技術者が習

得する 

2 

気象ドップラーレーダーシステムマニュアル

概要及びレーダーシステム保守管理台帳を活

用した迅速且つ適切な気象レーダー運用・管理

気象ドップラーレーダーシステムマニュアル概要及びレーダー

システム保守管理台帳を活用した、迅速且つ適切な運用・管理

技術を PMD 技術者が習得する 

3 
雨量強度及びドップラー速度観測のシークエ

ンス・スケジュールに従った気象レーダー観測

気象現象を的確に把握し、気象レーダー観測データを予報業務

に活用するため、雨量強度及びドップラー速度観測のシークエ

ンス・スケジュールに従った気象レーダー観測が開始される 

 

（4） 成果達成度の確認方法 

ソフトコンポーネントの成果達成度の確認方法は以下の通りである。 

表  ソフトコンポーネントの成果達成度と確認方法 
No. 活動項目 成果指標 確認方法 

1 

気象ドップラーレー

ダーの点検、調整、軽

微な故障の探究・処

置・復旧及び重大な故

障発生時の対応 

PMD 独自による点検、調整、軽微な

故障の探究・処置・復旧及び重大

な故障発生時の適切な対応が実施

される 

1)測定器類を用いた定期保守点検、2)予備品の実機へ

の組入れ後の動作確認（観測状況）、3) 軽微な故障の

探求・処置・復旧確認作業、4) 重大な故障発生時の

対応に関する習熟度を確認する 
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2 

気象ドップラーレー

ダーシステムマニュ

アル概要及びレーダ

ーシステム保守管理

台帳を活用した迅速

且つ適切な気象レー

ダー運用・管理 

気象ドップラーレーダーシステ

ムマニュアル概要及びレーダー

システム保守管理台帳を活用し

た、迅速且つ適切な運用・管理

が実施される 

気象ドップラーレーダーシステムマニュアル概要の利

用頻度及びレーダーシステム保守管理台帳の記載内容

（各日、週、月）を確認する 

3 

雨量強度及びドップ

ラー速度観測のシー

クエンス・スケジュー

ルに従った気象レー

ダー観測 

気象現象を的確に把握し、気象レ

ーダー観測データを予報業務に活

用するため、雨量強度及びドップ

ラー速度観測のシークエンス・ス

ケジュールに従った気象レーダー

観測が実施される 

雨量強度及びドップラー速度観測データより、観測シ

ークエンス・スケジュールに沿った気象レーダー観測

の実施を確認する 

 

（5） ソフトコンポーネントの活動（投入計画） 

ソフトコンポーネントの活動（投入計画）は以下の通りである。 

表  ソフトコンポーネントの活動（投入計画） 

成果 
必要とされる 

技術・業種 

現況の技術と必要と

される技術レベル 

ターゲット

グループ
実施方法 実施リソース 成果品 

成果 1：気象

ドップラー

レーダー点

検、調整、軽

微な故障の

探究・処置・

復旧及び重

大な故障発

生時の対応 

気象レーダー調

整・故障探求を

行える技術を有

する技術者 

PMD には、デジタル気

象レーダーシステムの

調整・故障探求を実

施した経験を有する

技術者がいないこと

から、独自に調整・

故障探求が実施でき

るレベルの技術が必

要 

次表に示し

た通り 

測定器類を用いた定期保守点

検研修 

気象レーダー調整・

故障探求技術担当

コンサルタント：

0.77 人月（現地技

術移転期間：23 日） 

 

直接支援型 

測定器類を用い

た定期保守点検

実施手順書 納入された予備品の実機への

組入れ後の動作確認（観測状

況）研修 
予備品の実機へ

の組入れ後の動

作確認（観測状

況）手順書 

故障状態を想定し、故障探

求・処置・復旧確認研修 

重大な故障発生時の対応研修 故障探求・処置・

復旧確認手順書実施手順書の作成 

重大な故障発生

時の対応手順書

成果 2：気象

ドップラー

レーダーシ

ステムマニ

ュアル概要

及びレーダ

ーシステム

保守管理台

帳作成 

気象レーダー運

用・管理を行え

る技術を有する

技術者 

PMD には、デジタル気

象レーダーシステムの

運用・管理を行った経

験を有する技術者が

いないことから、気

象ドップラーレーダ

ーレーダーシステム

マニュアル概要及び

レーダーシステム保

守管理台帳に沿った

運用・管理が実施でき

るレベルの技術が必

要 

次表に示し

た通り 

PMD 技術者との技術ディスカ

ッション 

気象レーダー運用・

管理技術担当コンサ

ルタント：0.77 人月

（現地技術移転期

間：23 日） 

 

直接支援型 

気象ドップラー

レーダーシステ

ムマニュアル概

要 
気象ドップラーレーダーシス

テムマニュアルから最重要部

分の選出 レーダーシステ

ム保守管理台帳

• システム障害/

トラブルの発

生日時 

• システム障害/

トラブルの原

因（異音、部分

的な劣化、その

他） 

• 実施した復旧

手順 

• 交換した部品

の名称及び数

量 

• 復旧/トラブル

シューティン

グを行ったエ

ンジニア氏名

気象ドップラーレーダーシス

テムマニュアル概要の作成 

レーダーシステム保守管理台

帳の作成 

PMD 技術者による気象ドップ

ラーレーダーシステムマニュ

アル概要及びレーダーシステ

ム保守管理台帳の使用 

成果 3：雨量

強度及びド

ップラー速

度観測のシ

ー ク エ ン

気象レーダー観

測データよりク

ラッター及び

ブラインドエ

リアの特定が

PMD には、デジタル気

象ドップラーレーダー

システムによりCAPPI

観測を実施した経験を

有する技術者がいない

次表に示し

た通り 

PMD 予報官及び技術者との技

術ディスカッション及び座学

気象レーダー観測技

術担当コンサルタン

ト：1.0 人月（現地

技術移転期間：30

日） 

雨量強度及びド

ップラー速度観

測のシークエン

ス・スケジュール

及び変更手順書

気象ドップラーレーダーシス

テムのクラッター及び各アン

テナ仰角時（0.5 度間隔、1～
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ス・スケジュ

ール作成 

 

 

行え且つ「パ」

国の気象現象

に即した観測

のシークエン

ス・スケジュ

ールの作成を

行える技術を

有する技術者 

ことから、雨量強度

及びドップラー速度

観測のシークエン

ス・スケジュールに

関する技術を有して

いない。そのためレ

ーダー観測シークエ

ンス・スケジュール

の重要性を認識し、

作成ができる技術が

必要 

3 度間）のブラインドエリア

の特定 

 

直接支援型 

各アンテナ仰角時（0.5 度間

隔、1～3度間）のブラインド

エリア図の作成 

雨量強度及びドップラー速度

観測のシークエンス・スケジ

ュールの作成 

雨量強度及びドップラー速度

観測のシークエンス・スケジ

ュールに従った気象レーダー

観測の実施 

 

表  ソフトコンポーネントのターゲットグループ 
成果 1及び 2 のターゲットグループ 成果 3のターゲットグループ 

 
気象レーダー運用課 開発部門 

PMD カラチ熱帯サイクロン警報センター

（TCWC） 

上級電子技師 1 1 TCWC 職員 20 

電子技師 3 3   

電子技師補佐 1 -   

技師補 12 6   

技術補佐 1 -   

下級職員 4 4   
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活動日程詳細計画は以下の通りである。 

 
表  活動日程詳細計画 

 活動 No.1 活動 No.2 活動 No.3 

日 

気象ドップラーレーダー点検、調整、軽

微な故障の探究・処置・復旧及び重大な

故障発生時の対応 

気象ドップラーレーダーシステムマニュ

アル概要及びレーダーシステム保守管理

台帳作成 

雨量強度及びドップラー速度観測のシー

クエンス・スケジュール 

1 日本発-カラチ着 日本発-カラチ着 日本発-カラチ着 

2 事前準備 事前準備 事前準備 

3 気象レーダー塔施設において準備作業 気象レーダー塔施設において準備作業 PMD 予報官及び技術者との技術ディスカッ

ション及び座学 4 測定器類を用いた定期保守点検の実施研修

及び実施手順書の作成（イスラマバード気

象ドップラーレーダーシステムの実施手順

書を参照） 
PMD 技術者との技術ディスカッション及び

気象ドップラーレーダーシステムマニュア

ルから最重要部分の選出 

5 

気象ドップラーレーダーシステムのクラッ

ター及び各アンテナ仰角時（0.5 度間隔、1

～3 度間）のブラインドエリアの特定 

6 

7 

納入された予備品の実機への組入れ後の動

作確認（観測状況）研修及び実施手順書の

作成（イスラマバード気象ドップラーレー

ダーシステムの実施手順書を参照） 

8 土（休日） 土（休日） 土（休日） 

9 日（休日） 日（休日） 日（休日） 

10 納入された予備品の実機への組入れ後の動

作確認（観測状況）研修及び実施手順書の

作成（イスラマバード気象ドップラーレー

ダーシステムの実施手順書を参照） 

イスラマバード気象ドップラーレーダーシ

ステムマニュアル概要及びレーダーシステ

ム保守管理台帳をカラチ気象ドップラーレ

ーダーシステム用に改定 

各アンテナ仰角時（0.5 度間隔、1～3度間）

のブラインドエリア図の作成 11 

12 故障状態を想定し、故障探求・処置・復 

旧確認研修及び実施手順書の作成（イスラ

マバード気象ドップラーレーダーシステム

の実施手順書を参照） 

PMD 技術者による気象ドップラーレーダー

システムマニュアル概要（改定案）及びレ

ーダーシステム保守管理台帳（改定案）の

使用及び見直し 

雨量強度及びドップラー速度観測のシーク

エンス・スケジュール及び変更手順書（案）

作成 

13 雨量強度及びドップラー速度観測のシーク

エンス・スケジュールに従った気象レーダ

ー観測の実施 
14 

15 土（休日） 土（休日） 土（休日） 

16 日（休日） 日（休日） 日（休日） 

17 

重大な故障発生時の対応研修 

PMD による研修復習 

実施手順書の作成（イスラマバード気象ド

ップラーレーダーシステムの実施手順書

を参照） 

PMD 技術者による気象ドップラーレーダー

システムマニュアル概要及びレーダーシス

テム保守管理台帳の使用 

雨量強度及びドップラー速度観測のシーク

エンス・スケジュール及び変更手順書（案）

見直し 

18 
雨量強度及びドップラー速度観測のシーク

エンス・スケジュールに従った気象レーダ

ー観測の実施 

19 
完了報告書の作成 完了報告書の作成 

20 

21 PMD との技術ディスカッション PMD との技術ディスカッション 

22 イスラマバード発 イスラマバード発 土（休日） 

23 日本帰国 日本帰国 日（休日） 

24  

 

雨量強度及びドップラー速度観測のシーク

エンス・スケジュール及び変更手順書の作

成 
25  

26   
完了報告書の作成 

27   

28   PMD との技術ディスカッション 

29   イスラマバード発 

30   日本帰国 

 

（6） ソフトコンポーネントの実施リソースの調達方法 

実施リソースは、本プロジェクトの機材調達に関わる本邦コンサルタントによる直接支援型とする。

その理由は以下の通りである。 

 気象業務及び導入される気象レーダーシステムに関する高度な技術及び知識を有している人材

が不可欠であること。 
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 通常、上述のような技術や知識を豊富に有している人材は、気象コンサルティング業務を実際

に行っている組織に在籍していること。 

 計画されている技術移転と同様の経験を有する人材が必要であること。 

これより、本邦コンサルタントの直接支援型とする。 

 

（7） ソフトコンポーネントの実施工程 

プロジェクト全体工程及びソフトコンポーネント実施工程を以下に示した。ソフトコンポーネント

は、気象レーダーシステムの据付が完了して、調整段階となる、本プロジェクトの完了時前に実施す

る計画としている。 

 

 

ソフトコンポ―ネント（活動 No.3）

ソフトコンポーネント

ソフトコンポ―ネント（活動 No.1）

ソフトコンポ―ネント（活動 No.2）

機材製作

機材輸送

機材据付／調整

電気・空調・衛生設備工事

外構工事

機材調達

仮設・杭・土工事

躯体工事

仕上工事

22 23 24

カラチ気象レーダー塔施設建設工事

工事準備

16 17 18 19 20 2110 11 12 13 14 151 2 3 4 5 6 7 8 9

実施設計

詳細設計

入札業務

71 2 3 4 5 6

25 26 27 30 3128 29

計：7.0ヶ月

計：17.0ヶ月

月

月

計：18.0ヶ月

 

（8） ソフトコンポーネントの成果品 

ソフトコンポーネントの成果品は以下の通り。 

表  ソフトコンポーネントの成果品（アウトプット） 
資料名 提出時期 ページ数 

1)測定器類を用いた定期保守点検、2)予備品の実機への組入れ後の動作確認（観

測状況）、3)故障探求・処置・復旧確認作業実施手順書、4)重大な故障発生時の

対応手順書 
技術移転実施後 

20 

気象ドップラーレーダーシステムマニュアル概要 30 

レーダーシステム保守管理台帳 10 

雨量強度及びドップラー速度観測のシークエンス・スケジュール及び変更手順書 10 

表  ソフトコンポーネント実施工程表
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資料名 内容 提出時期 ページ数 

ソフトコンポーネント実

施完了報告書 

 活動計画と実績 

 計画した成果と成果の達成度 

 成果の達成度に影響を与えた要因 

 効果の持続・発展のための今後の課題・提言等 

 成果品一式 

ソフトコンポーネ

ント実施完了時 
50 

 

（9） ソフトコンポーネントの概略事業費 

ソフトコンポーネントの概略事業費は以下の通り。 

 
項目 総額（千円） 

直接人件費 2,083 

直接経費 2,048 

間接費（諸経費＋技術費） 2,665 

合計 6,796 

 

（10） 相手国側の責務 

ソフトコンポーネントの実施に関して PMD 側の責務は、以下の通りである。 

1) 人的資源開発 

a) 継続的に次世代を担う人材を雇用する。 

b) 研修と人的資源開発計画を通じて、より優れた人材の育成を行う。 

2) プロジェクトにおいて調達された機材の長期運用 

a) 定期的にシステム運用維持管理に必要な予算を確保し、プロジェクトで供給された全ての気

象機材の交換部品、消耗品の調達を計画的に行う。 

b) 盗難や破損から機材を保護する。 

 

上述に記述した PMD 側の責務に関しては、PMD の組織的且つ人的能力を鑑みると、十分に実施可能

であると考えている。特に「継続的に次世代を担う人材を雇用」に関しては、気象レーダーの維持管

理面においてPMDが自立的発展するためには、電子関連技術者を継続的に補充し、補助業務を行う職

員から電子技師に至る全てのスタッフに気象レーダーの維持管理能力を継承していくことが必要不

可欠である。PMD も、有能な電子関連技術者を補充し、技術セクションを強化することの必要性を深

く認識している。 
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調査名：パキスタン・イスラム共和国 カラチ気象レーダー整備計画準備調査 

番号 名  称 

形態 

図書・ビデオ

地図・写真等

ｵﾘｼﾞﾅﾙ 

／ｺﾋﾟｰ／

電子ﾌｧｲﾙ

 

発行機関 

 

発行年

1 
National Climate Change 

Policy 
図書 電子ﾌｧｲﾙ Ministry of Climate Change 2012 年

2 
Pakistan Climate Change 

Action Plan 
図書 電子ﾌｧｲﾙ

Ministry of Climate Change 

United Nations Pakistan 
2011 年

3 
High Performance Computing 

Cluster (HPCC) Facility 
図書 電子ﾌｧｲﾙ

Research & Development 

Division, Pakistan 

Meteorological Department 

2012 年

4 Pakistan Map 地図 ｵﾘｼﾞﾅﾙ Nelles Map 2009 年

5 Islamabad Street Map 地図 ｵﾘｼﾞﾅﾙ Saeed Book Bank - 

6 

Professional Training 

Courses 2012 

Institute of Meteorology & 

Geophysics Karachi 

図書 ｵﾘｼﾞﾅﾙ 

Government of Pakistan 

Pakistan Meteorological 

Department 

2012 年
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